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要 約 

 
トリアゾール系殺菌剤「エポキシコナゾール」（CAS No. 133855-98-8）につ

いて、インポートトレランス設定の要請に係る資料、EU 資料及び米国資料を用い

て食品健康影響評価を実施した。 

評価に用いた試験成績は、動物体内運命（ラット、ヤギ及びニワトリ）、植物

体内運命（コーヒー、小麦等）、作物等残留、亜急性毒性（ラット、マウス及び

イヌ）、慢性毒性（ラット及びイヌ）、発がん性（ラット及びマウス）、2 世代

繁殖（ラット）、発生毒性（ラット及びウサギ）、遺伝毒性等の試験成績である。 

各種毒性試験結果から、エポキシコナゾール投与による影響は、主に肝臓（肝

細胞肥大等）、副腎（副腎皮質脂肪沈着等：ラット）及び卵巣（卵巣嚢胞：ラッ

ト）に認められた。神経毒性及び遺伝毒性は認められなかった｡ 
発がん性試験において、雌ラットで副腎皮質腫瘍及び顆粒膜莢膜細胞腫、雌雄

マウスで肝細胞腺腫及び肝細胞癌の発生頻度増加が認められたが、遺伝毒性試験

の結果から腫瘍の発生機序は遺伝毒性によるものとは考え難く、評価に当たり閾

値を設定することは可能であると考えられた。 

ラットを用いた繁殖試験において、最高用量群の雄親動物で授胎率低下が、雌

親動物で膣出血、妊娠期間延長等が認められ、死産児数が増加した。 
ラットを用いた発生毒性試験においては、母動物で胎盤重量の増加が、胎児で

14 肋骨増加が認められた。 

各種試験結果から、農産物及び畜産物中の暴露評価対象物質をエポキシコナゾ

ール（親化合物のみ）と設定した。 

各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、マウスを用いた 18 か月間発がん性

試験の 0.69 mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安全係数 100
で除した 0.0069 mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。 
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Ⅰ．評価対象農薬の概要 

１．用途 

殺菌剤 

 
２．有効成分の一般名 

和名：エポキシコナゾール 
英名：epoxiconazole 

 
３．化学名 

IUPAC 
和名：(2RS,3SR)-1-[3-(2-クロロフェニル)-2,3-エポキシ-2-(4- 

フルオロフェニル)プロピル]-1H-1,2,4-トリアゾール 
英名：(2RS,3SR)-1-[3-(2-chlorophenyl)-2,3-epoxy-2-(4- 

fluorophenyl)propyl]-1H-1,2,4-triazole 
又は 

和名：(2RS,3SR)-3-(2-クロロフェニル)-2-(4-フルオロフェニル)-2- 

[(1H-1,2,4-トリアゾル-1-イル)メチル]オキシラン 

英名：(2RS,3SR)-3-(2-chlorophenyl)-2-(4-fluorophenyl)-2- 

[(1H-1,2,4-triazol-1-yl)methyl]oxirane 

 
CAS（No. 133855-98-8） 

和名：シス-1-[[3-(2-クロロフェニル)-2-(4-フルオロフェニル)オキシラニル] 

メチル]-1H-1,2,4-トリアゾール 

英名：cis-1-[[3-(2-chlorophenyl)-2-(4-fluorophenyl)oxiranyl] 

methyl]-1H-1,2,4-triazole 

 
４．分子式 

C17H13ClFN3O 

 
５．分子量 

329.76 
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６．構造式 

 

 
７．開発の経緯 

エポキシコナゾールは、BASF 社により開発されたトリアゾール系殺菌剤であ

り、エルゴステロール生合成阻害により殺菌効果を示す。米国、EU 等において登

録されている。国内では農薬登録されておらず、ポジティブリスト制度導入に伴

う暫定基準が設定されている。今回、インポートトレランス設定（小麦、大麦

等）の要請がなされている。 
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Ⅱ．安全性に係る試験の概要 

エポキシコナゾールのインポートトレランス設定の要請に係る資料（2011、

2013 年）並びに EU（2006、2008 年）及び米国（2006 年）が行った評価を基に、

毒性に関する主な科学的知見を整理した。（参照 2～49、51～56） 

 
各種運命試験［Ⅱ．1～4］に用いたエポキシコナゾールの放射性標識化合物に

ついては、以下の略称を用いた。放射能濃度及び代謝物濃度は、特に断りがない

場合は比放射能（質量放射能）からエポキシコナゾールに換算した値（mg/kg 又

はg/g）を示した。代謝物/分解物略称及び検査値等略称は別紙 1 及び 2 に示され

ている。 

 

略称 標識位置 

[oxi-14C]エポキシコナゾール メチルオキシランの 2 位の炭素を 14C で標識したもの 

[tri-14C]エポキシコナゾール トリアゾール環の 3 及び 5 位の炭素を 14C で標識したもの 

[cph-14C]エポキシコナゾール クロロフェニル環の炭素を 14C で均一に標識したもの 

[fph-14C]エポキシコナゾール フルオロフェニル環の炭素を 14C で均一に標識したもの 

 

１．動物体内運命試験 

（１）ラット 

① 吸収 

ａ-１．血中濃度推移（単回経口投与） 

Fischer ラット（一群雌雄各 5 匹）に[oxi-14C]エポキシコナゾールを 3 mg/kg

体重（以下［1.(1)］において「低用量」という。）又は 100 mg/kg 体重（以下

［1.(1)］において「高用量」という。）で単回経口投与し血中濃度推移につい

て検討された。 
薬物動態学的パラメータは表 1 に示されている。 

低用量群では、血漿中放射能濃度は投与 0.5 時間後から速やかに減衰したた

め Cmax 値が得られなかった。いずれの用量群においても、T1/2 は雌雄で同等で

あり、AUC 値は雄より雌の方が高かった。 

投与直後には血液と比較して血漿中放射能濃度が高い値を示したが、投与 2

～8 時間後には血液中放射能濃度が血漿中濃度よりも高くなった。168 時間後の

血液中放射能濃度は血漿中濃度の約 10 倍となり、血液中放射能の T1/2 は 66～

126 時間と長かった。エポキシコナゾールの血中濃度は投与 24 時間後までに速

やかに低下した（［1.(1)① a-3］参照）ことから、エポキシコナゾールの代謝

物が血液細胞に結合することが考えられた。（参照 3、55、56） 
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表 1 薬物動態学的パラメータ 

投与量 (mg/kg 体重) 3 100 
性別 雄 雌 雄 雌 

血 
漿 

Tmax  (hr) － － 2 1 
Cmax  (g/g) － － 13.3 16.5 

T1/2   (hr) 5.0 5.8 
31.8 (第 1 相) 
52.9 (第 2 相) 

34.3 (第 1 相)
46.8 (第 2 相)

AUC0~168  (hr・g/g) 14.5 21.5 476 623 

血

液 

Tmax  (hr) 8 8 24 24 
Cmax  (g/g) 0.478 0.692 12.6 13.5 
T1/2   (hr) 66.6 66.0 126 102 
AUC0~168  (hr・g/g) 38.9 65.0 1,420 1,570 

－：血漿中放射能が速やかに減衰したため、数値が得られなかった。 

 
ａ-２．血中濃度推移（反復混餌投与） 

Fischer ラット（一群雌雄各 2 匹）に非標識のエポキシコナゾールを低用量で

14 日間混餌投与した後、[oxi-14C]エポキシコナゾールを低用量で 3 日間混餌投

与し、標識体の混餌投与開始 15、39 及び 63 時間後に採血して、血中濃度推移

について検討された。 
混餌投与後の血中放射能濃度は表 2 に示されている。 

血中濃度は経時的に上昇した。（参照 3、55、56） 

 
表 2 反復混餌投与後の血中放射能濃度（g/g） 

試料 血漿 血液 

性別 雄 雌 雄 雌 

標識体投与開始 15 時間後 0.228 0.292 0.256 0.465 

標識体投与開始 63 時間後 0.423 0.566 0.650 1.360 

 

ａ-３．エポキシコナゾールの血中濃度推移（単回経口投与） 

Fischer ラット（一群雌雄各 5 匹）に[oxi-14C]エポキシコナゾールを低用量又

は高用量で単回経口投与し、投与 2、24、96 及び 168 時間後に採血して、エポ

キシコナゾール（親化合物）の血中濃度推移について検討された。 

エポキシコナゾールの血中濃度推移は表 3 に示されている。 

雌雄ともにエポキシコナゾールの血液中濃度は、投与 24 時間後までに速やか

に低下した。（参照 3、56） 
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表 3 エポキシコナゾールの血中濃度推移（g/g） 

投与後

時間 
(hr) 

3 mg/kg 体重/日 100 mg/kg 体重/日 

雄 雌 雄 雌 

血液中

放射能 
エポキシコ

ナゾール 
血液中

放射能 
エポキシコ

ナゾール 
血液中

放射能 
エポキシコ

ナゾール

血液中

放射能 
エポキシコ

ナゾール 

2 0.263 0.056 0.402 0.102 5.19 2.86 4.65 2.27 

24 0.239 - 0.484 - 12.2 0.82 14.5 1.94 

96 0.199 - 0.344 - 8.75 - 12.1 - 

168 0.147 - 0.296 - 7.79 - 9.89 - 
-：検出されず 

 
ｂ．吸収率 

胆汁中排泄試験［1.(1)④ b］における尿中排泄率、胆汁中排泄率、ケージ洗

浄液及びカーカス1中放射能に基づき、投与後 48 時間における体内吸収率は少

なくとも雄で 62.4%、雌で 43.2%と算出された。（参照 3、55、56） 

 
② 分布 

Fischer ラット（一群雌雄 10 匹）に、[oxi-14C]エポキシコナゾールを低用量

で 7 日間反復経口投与若しくは高用量で単回経口投与して、最終投与 2、24、

48、96 及び 168 時間後に主要臓器及び組織中放射能濃度を測定し、又は低用量

で単回経口投与若しくは非標識体を低用量で 14 日間反復経口投与後、標識体を

低用量で単回経口投与し、最終投与 168 時間後に主要臓器及び組織中放射能濃

度を測定して体内分布試験が実施された。 

主要臓器及び組織中の残留放射能濃度は表 4 及び 5 に示されている。 

低用量の 7 日間反復経口投与群では、各臓器及び組織中放射能濃度は最終投

与 2 時間後に最高値を示し、その後は脾臓を除き比較的速やかに減衰した。最

終投与 168 時間後に高い放射能がみられたのは血液、肝臓、腎臓、腸管及び脾

臓であった。 

高用量の単回経口投与群において、雌雄の血液及び腸管並びに雌の脂肪及び

卵巣/子宮中の放射能濃度は投与 24 時間後に最高値を示したが、血漿並びにそ

の他の臓器及び組織での最高値は投与 2 時間後にみられた。放射能の分布パタ

ーンは反復投与群と同様であった。雌雄とも血液中の放射能の減衰は緩やかで、

半減期は雄で 204 時間、雌で 169 時間であった。 

尿及び糞中排泄試験に用いたラットにおいても、単回経口投与群と反復経口

投与群で臓器及び組織中放射能の分布パターンに差はみられなかった。（参照

                                            
1 組織・臓器を取り除いた残渣のことをカーカスという（以下同じ。）。 
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3、55、56） 

 
表 4 主要臓器及び組織中の残留放射能濃度（g/g） 

投与 
方法 

投与量 
(mg/kg 体重)

性 
別 

最終投与 24 時間後 最終投与 168 時間後 

7 日間 
反復 
経口 

3 

雄 

腸管(4.85)、肝臓(3.61)、血液

(1.24)、腎臓(1.03)、副腎

(0.793)、脾臓(0.360)、肺

(0.343)、血漿(0.335) 

肝臓(0.980)、血液(0.841)、腸

管(0.560)、腎臓(0.480)、脾臓

(0.334)、肺(0.163)、甲状腺

(0.159)、副腎(0.154)、心臓

(0.069)、胃(0.059)、血漿

(0.057) 

雌 

腸管(8.59)、肝臓(3.41)、血液

(3.25)、副腎(1.77)、脾臓

(1.39)、腎臓(1.29)、肺

(0.996)、血漿(0.670) 

血液(2.17)、脾臓(1.18)、腸管

(1.02)、肝臓(0.718)、腎臓

(0.551)、肺(0.424)、副腎

(0.363)、甲状腺(0.233)、心臓

(0.163)、胃(0.157)、血漿

(0.131) 

単回 
経口 

100 

雄 

腸管(286)、肝臓(46.0)、脂肪

(39.6)、副腎(20.0)、腎臓

(18.2)、血液(15.1)、胃

(8.92)、肺(8.31)、血漿(7.34) 

血液(8.62)、肝臓(3.11)、脾臓

(2.44)、腎臓(1.94)、副腎

(1.80)、肺(1.73)、甲状腺

(1.67)、腸管(0.755)、心臓

(0.687)、血漿(0.409) 

雌 

腸管(303)、脂肪(127)、肝臓

(52.0)、副腎(43.7)、腎臓

(23.7)、胃(18.6)、甲状腺

(17.4)、卵巣/子宮(16.4)、血

液(15.9)、カーカス(15.5)、膵

臓(14.9)、肺(14.0)、心臓

(10.2)、血漿(9.51) 

血液(9.13)、脾臓(3.73)、肝臓

(2.57)、肺(1.95)、腎臓

(1.89)、副腎(1.81)、腸管

(1.79)、甲状腺(1.46)、心臓

(0.694)、血漿(0.575) 

 
表 5 主要臓器及び組織における残留放射能濃度（g/g） 

投与 
方法 

投与量 
(mg/kg 体重)

性別 投与 168 時間後 

単回 
経口 

3 
雄 

血液(0.219)、肝臓(0.187)、甲状腺(0.082)、腎臓(0.075)、
脾臓(0.062)、副腎(0.053)、肺(0.046)、血漿(0.023) 

雌 
血液(0.432)、脾臓(0.196)、肝臓(0.158)、甲状腺(0.114)、
肺(0.101)、腎臓(0.086)、副腎(0.075)、血漿(0.041) 

100 
雄 

血液(10.7)、肝臓(3.31)、脾臓(2.83)、肺(2.04)、腎臓

(2.00)、副腎(1.91)、甲状腺(1.49)、血漿(0.95) 

雌 
血液(12.0)、脾臓(5.71)、肝臓(3.70)、腎臓(3.03)、肺

(2.75)、副腎(2.09)、甲状腺(1.36)、心臓(1.01)、血漿(0.89)

反復 
 経口 a 

3 
雄 

肝臓(0.208)、血液(0.149)、腎臓(0.088)、甲状腺(0.069)、
脾臓(0.064)、副腎(0.042)、肺(0.039)、腸管(0.026)、膵臓

(0.023)、血漿(0.023) 

雌 
血液(0.344)、脾臓(0.159)、肝臓(0.144)、甲状腺(0.112)、
腎臓(0.083)、肺(0.081)、副腎(0.063)、血漿(0.035) 

a：非標識体を 3 mg/kg 体重/日で 14 日間反復経口投与後、標識体を 3 mg/kg 体重で単回経口投与 



14 
 

 
③ 代謝 

Fischer ラット（一群雌雄各 6～12 匹）に、[oxi-14C]エポキシコナゾールを低

用量若しくは高用量で単回経口投与、又は非標識体を低用量で 14 日間反復経口

投与後、標識体を低用量で単回経口投与し、各群の雌雄から投与後 24 時間の尿

及び糞を、高用量群の雌雄から投与 24 時間後の肝臓及び腎臓を採取し、さらに、

50 mg/kg 体重で単回経口投与し、投与 12 時間後から 14 時間後までの胆汁を採

取して、代謝物同定・定量試験が実施された。 

各投与群の放射能排泄率は表 6 に、各試料中の主要代謝物は表 7 に示されて

いる。 

尿中及び胆汁中では未変化のエポキシコナゾールは検出されず、高用量群の

糞中、肝臓及び腎臓で少量検出された。代謝物として、尿中では K、L、R 及び

S、糞中では F、KK 及び QQ/QQ-i、胆汁中では L-i、PP/PP-i/PP-ii、RR 及び

VV、肝臓及び腎臓では B-i、K、L、R 及び S が認められた。（参照 5、55、

56） 

 

表 6 各投与群の放射能排泄率（%TAR） 

投与方法 単回経口 反復経口 単回経口 

投与量 
(mg/kg 体重) 

3 100 3 50 

性別 雄 雌 雄 雌 雄 雌 雄 雌 

尿 9.7 10.9 6.1 5.6 7.5 11.6   

糞 71.1 29.8 38.5 26.8 61.8 59.9   

胆汁       30.5 16.9 
/：測定せず 

 

表 7 各試料中の主要代謝物（%TAR） 

試料 
投与 
方法 

投与量 
(mg/kg体重) 

性別
エポキシ 
コナゾール

代謝物 

尿 

単回 
経口 

3 
雄 - S(1.1)、R(1.0)、B-i の抱合体(0.7) 

雌 - 
K(2.2)、L(1.9)、R(0.9)、B-i の抱合体

(0.8)、S(0.5) 

100 
雄 - 

L(2.1)、R(1.9)、S(0.8) 
 

雌 - 
L(0.7)、R(1.5)、K(0.6)、B-i の抱合体

(0.5)、S(0.3) 

反復 
経口 

3 
雄 - 

L(5.1)、S(0.5)、R(0.5)、K(0.3)  
 

雌 - 
L(2.5)、R(1.5)、K(1.4)、B-i の抱合体

(1.0)、S(0.4) 
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試料 
投与 
方法 

投与量 
(mg/kg体重) 

性別
エポキシ 
コナゾール

代謝物 

糞 

単回 
経口 

3 
雄 - 

QQ/QQ-i(10.3)、F(5.8)、KK(2.8) 
 

雌 - 
QQ/QQ-i(4.2)、F(3.8) 
 

100 
雄 6.4 

QQ/QQ-i(4.7)、KK(1.0)、R(0.7)、
D(0.7)、F(0.4) 

雌 7.1 
QQ/QQ-i(1.6)、R(0.4)、F(0.3)、
KK(0.3) 

反復 
経口 

3 
雄 - 

QQ/QQ-i(9.8)、F(5.3) 
 

雌 - 
QQ/QQ-i(10.2)、F(2.4)、KK(1.2) 
 

胆汁 
単回 
経口 

50 
雄 - 

VV(7.3)、L-i(6.0)、PP/PP-i/PP-ii 
(4.3)、RR(2.3) 

雌 - 
L-i(7.0)、VV(2.9)、PP/PP-i/PP-ii 
(1.4)、RR(0.5) 

肝臓 
単回 
経口 

100 
雄 0.24 B-i(0.33)、K(0.10)、R(0.06) 
雌 0.62 B-i(0.26)、R(0.07)、L(0.03) 

腎臓 
単回 
経口 

100 
雄 0.02 B-i(0.03)、S(0.01)、L(0.01) 
雌 0.06 L(0.04)、B-i(0.03) 

-：検出されず 

 

④ 排泄 

ａ．尿及び糞中排泄 

Fischer ラット（一群雌雄各 5 匹）に[oxi-14C]エポキシコナゾールを低用量若

しくは高用量で単回経口投与して、又は非標識体を低用量で 14 日間反復経口投

与後、標識体を低用量で単回経口投与して、尿及び糞中排泄試験が実施された。 

投与後 168 時間の尿及び糞中排泄率は表 8 に示されている。 

投与後 96 時間以内に投与量の大部分が排泄された。投与後 168 時間の尿中排

泄率は 12.4～20.7%TAR、糞中排泄率は 76.3～81.5%TAR であり、主に糞中に

排泄された。呼気中にはほとんど排泄されなかった。排泄パターンに性別、用

量及び投与方法による差はみられなかった。（参照 3、56） 
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表 8 投与後 168 時間の尿及び糞中排泄率（%TAR） 

投与方法 単回経口 反復経口 

投与量 3 mg/kg 体重 100 mg/kg 体重 3 mg/kg 体重/日 

性別 雄 雌 雄 雌 雄 雌 

尿 12.4 17.3 16.8 20.7 15.0 17.2 

糞 77.2 76.3 78.5 79.0 81.5 79.9 

ケージ洗浄液 1.0 1.2 2.4 1.4 1.2 0.5 

呼気 <0.05 <0.05 <0.1 <0.05   

臓器・組織 0.3 0.2 0.2 0.2 0.3 0.2 

血液 0.5 0.8 0.6 0.6 0.3 0.7 

腸管 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

カーカス 0.3 0.5 0.4 0.3 0.2 0.4 
/：計測されず 

 
ｂ．胆汁中排泄 

胆管カニューレを挿入した Fischer ラット（一群雌雄各 3～4 匹）に、[oxi-
14C]エポキシコナゾールを低用量又は高用量で単回経口投与して、胆汁中排泄

試験が実施された。 

胆汁、尿及び糞中排泄率は表 9 に示されている。 

胆汁中排泄率は、投与後 0～6 時間で最大となり、低用量群及び高用量群とも

に雄の方が雌より高かった。また、雌雄とも高用量群に比較して低用量群の胆

汁中排泄率が高い値を示した。（参照 3、56） 

 

表 9 胆汁、尿及び糞中排泄率（%TAR） 

投与量 3 mg/kg 体重 100 mg/kg 体重 

試料採取時間 投与後 24 時間 投与後 48 時間 

性別 雄 雌 雄 雌 

尿 7.7 2.0 5.6 1.3 

糞 － <0.1 0.4 － 

胆汁 67.1 30.9 42.6 10.2 

ケージ洗浄液 a 1.2 0.4 1.2 0.9 

カーカス a 13.1 9.9 13.0 42.6 

消化管 a 3.8 39.6 27.5 35.7 
－：排泄がみられなかったため計測せず、a：試験終了時（投与 48 時間後）に計測 

 
（２）ヤギ① 

泌乳ヤギ（品種不明、一群雌 1 匹）に、[oxi-14C]エポキシコナゾールを 0.5 

mg/kg 体重/日（以下［1.(2)及び(3)］において「低用量」という。）又は 10 

mg/kg 体重/日（以下［1.(2)及び(3)］において「高用量」という。）で 5 日間
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経鼻導管を用いて胃内投与し、動物体内運命試験が実施された。 

 
① 血中濃度推移 

低用量群において、1 回目投与の 1 時間後及び 2 回目投与以降は投与 1 時間

前と 1 時間後に、さらに最終（5 回目）投与以降は 1、2、3、4、6、8、23 及

び 24 時間後に採血して、血中濃度推移について検討された。 
その結果、血中放射能濃度は最終投与 3 時間後に最高値（0.057 g/g）を示し、

最終投与 4 時間後から 24 時間後までは直線的に減衰し、T1/2 は 81 時間と算出

された。（参照 6、56） 

 

② 分布 

低用量群の動物は最終投与 24 時間後に、高用量群の動物は最終投与 6 時間後

にと殺して、体内分布試験が実施された。 

臓器及び組織中の残留放射能は表 10 に示されている。 

低用量及び高用量群とも、残留放射能濃度は胆汁で最も高かった。（参照 6、 

7、56） 

 
表 10 臓器及び組織中残留放射能 

試料 

0.5 mg/kg 体重/日 10 mg/kg 体重/日 

最終投与 24 時間後 最終投与 6 時間後 

g/g %TAR g/g %TAR 

血液 0.044 0.08 1.63 0.2 

肝臓 0.747 0.71 30.0 1.6 

腎臓 0.129 0.02 11.0 0.1 

筋肉 0.008 0.01 0.884 <0.05 

脂肪 0.02 <0.01 7.80 <0.05 

胆嚢 3.14 0.04 7.48 <0.05 

胆汁 4.54 0.31 188 0.1 

尿/膀胱 0.265 <0.01 3.31 <0.05 

胃内容物 0.41 4.38 26.7 8.9 

腸管内容物 2.50 3.49 77.3 5.8 

胃組織 0.194 0.42 5.0 0.5 

腸管組織 0.033 0.07 2.92 0.3 

合計  9.57  17.5 

 
③ 排泄 

ａ．尿及び糞中排泄 

低用量群では投与開始から最終投与 24 時間後まで、高用量群では投与開始か

ら最終投与 6 時間後までに得られた尿及び糞を試料として、尿及び糞中排泄試
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験が実施された。 
尿及び糞中放射能は表 11 に示されている。 

低用量群で 61.2%TAR、高用量群で 46.5%TAR が糞中に排泄された。体内分

布試験［1.(2)②］において、胆汁中残留放射能濃度が高かったことから、主に

胆汁を介して糞中に排泄されることが示唆された。（参照 6、7、56） 

 
表 11 尿及び糞中放射能（%TAR） 

試料 0.5 mg/kg 体重/日 10 mg/kg 体重/日 

尿 23.5 29.1 

糞 61.2 46.5 

臓器及び組織 9.57 17.5 

腸管/胃洗浄液 0.21 0.6 

ケージ洗浄液 1.02 1.0 

 
ｂ．乳汁への移行 

乳汁中放射能は表 12 に示されている。 

乳汁中に排泄された総放射能は、低用量群で 0.08%TAR、高用量群で

0.14%TAR であり、乳汁への移行性は極めて低かった。（参照 6、7、56） 

 
表 12 乳汁中放射能（%TAR） 

搾乳時期 

0.5 mg/kg 体重/日 10 mg/kg 体重/日 

投与前(午前)搾乳 投与後(午後)搾乳 投与前(午前)搾乳 投与後(午後)搾乳 

g/g %TAR g/g %TAR g/g %TAR g/g %TAR 

投与 1 日目   <0.001 0   0.48 0.01 

投与 2 日目 <0.001 0 0.001 0.01 0.209 0.01 0.75 0.02 

投与 3 日目 <0.001 0.01 0.001 0.01 0.275 0.02 0.53 0.01 

投与 4 日目 <0.001 0.01 0.001 0.01 0.230 0.02 0.70 0.02 

投与 5 日目 <0.001 0.01 0.001 0.01 0.244 0.01 0.77 0.02 

最終投与24時間後 <0.001 0.01       

 

（３）ヤギ② 

泌乳ヤギ（品種不明、一群雌 1 匹）に、[oxi-14C]エポキシコナゾールを低用

量（飼料中濃度 17 ppm に相当）又は高用量（飼料中濃度 344 ppm に相当）で

5 日間経鼻導管を用いて胃内投与し、投与期間中における尿、糞、乳汁並びに

低用量群では最終投与 24 時間後、高用量群では最終投与 6 時間後の臓器及び組

織を試料として、代謝物同定・定量試験が実施された。 

各試料中における総残留放射能濃度は表 13 に、高用量群の試料中代謝物は表

14 に示されている。 

高用量群における尿中の主要代謝物は K、R、B/B-i 及び D、糞中では B/B-i
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及び D であった。乳汁、筋肉及び脂肪中残留放射能の主要成分は未変化のエポ

キシコナゾール（52.9～90.9%TRR）であり、腎臓及び肝臓中放射能の主要成

分は、エポキシコナゾールとそのグルクロン酸抱合体（BB）であった。また、

肝臓では D（オキシラン環開裂によるプロパンジオール体）とその抱合体

（CC）が比較的多く検出された。（参照 8、56） 

 
表 13 各試料中における総残留放射能濃度（g/g） 

試料 試料採取時期 0.5 mg/kg 体重/日 10 mg/kg 体重/日 

尿 

投与開始 1 日後 1.08 58.5 

投与開始 4 日後 2.16 81.0 

投与開始 5 日後 2.00 25.0 

糞 

投与開始 1 日後  29.0 

投与開始 4 日後  96.3 

投与開始 5 日後  86.9 

乳汁 

投与 1 日目 午後（投与後） 0.009 0.486 

投与 2 日目 
午前（投与前） 0.004 0.187 

午後（投与後） 0.010 0.747 

投与 3 日目 
午前（投与前） 0.005 0.271 

午後（投与後） 0.011 0.535 

投与 4 日目 
午前（投与前） 0.007 0.228 

午後（投与後） 0.016 0.643 

投与 5 日目 
午前（投与前） 0.008 0.231 

午後（投与後） 0.014 0.730 

最終投与1日後 午前 0.005  

胆汁 

0.5 mg/kg 体重/日投与群では 
最終投与 24 時間後 

 
10 mg/kg 体重/日投与群では 

最終投与 6 時間後 

 190 

血液  1.40 

血漿  1.33 

筋肉 0.008 0.804 

脂肪 0.025 5.50 

腎臓 0.111 8.23 

肝臓 0.695 26.1 
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表 14 高用量群の試料中代謝物（%TRR） 

試料 試料採取時期 
エポキシ 

コナゾール
代謝物 

尿 

投与開始 1 日後 2.2 
K(12.2)、R(8.6)、B/B-i(8.4)、D(3.8)、 
抱合体混合物(24.5) 

投与開始 4 日後 4.2 
R(14.4)、K(11.6)、B/B-i(9.5)、D(9.3)、 
抱合体混合物(16.9) 

投与開始 5 日後 5.3 
K(14.6)、R(9.9)、B/B-i(9.8)、D(9.1)、 
抱合体混合物(19.6) 

糞 

投与開始 1 日後 4.6 D(9.9)、B/B-i(7.9) 

投与開始 4 日後 4.5 B/B-i(10.6)、D(9.8) 

投与開始 5 日後 4.3 B/B-i(13.1)、D(10.4) 

胆汁 最終投与 6 時間後 - 
尿中代謝物 (B/B-i、D 又は R)の抱合体

(93.7) 

乳汁 4 日間(午前及び午後)  52.9 B/B-i の抱合体(7.5)、B/B-i(2.8)、D(2.7) 

筋肉 最終投与 6 時間後 58.5 D(5.9)、D の抱合体(5.0)、R(4.2)、B(4.1) 

脂肪 最終投与 6 時間後 90.9 R(1.6)、D(1.5)、B(1.3) 

腎臓 最終投与 6 時間後 22.1 BB(25.3)、D(4.9)、B/B-i(3.8) 

肝臓 最終投与 6 時間後 32.8 CC(12.9)、BB(11.6)、D(5.5)、B/B-i(2.8) 
-：検出されず 

 
（４）ニワトリ 

産卵鶏（Ross Hisex Brown Hybrid）に、[oxi-14C]エポキシコナゾールを

1.55 mg/動物/日（一群 5 羽：飼料中濃度 12 mg/kg に相当、以下［1.(4)］にお

いて「低用量」という。）又は 29.5 mg/動物/日（一群 14 羽：飼料中濃度 229 

mg/kg に相当、以下［1.(4)］において「高用量」という。）で 6 日間反復経口

投与し、動物体内運命試験が実施された。 

 
① 血中濃度推移 

低用量群において、最終投与 2、3、4、6、8 及び 12 時間後に採血して、血

漿中放射能濃度の推移について検討された。 

その結果、血漿中放射能濃度は最終投与 2 時間後に最高値（0.336 g/g）を示

し、以降は経時的に減衰して、23 時間後には 0.061 g/g となった。（参照 9、

56） 

 
② 分布 

低用量群では最終投与 23 時間後、高用量群では最終投与 3 時間後に動物をと

殺し、臓器及び組織［肝臓、腎臓、大腿筋、胸筋、皮膚、腸間膜脂肪、皮下脂

肪及び腸管（内容物を含む。）］を採取して、体内分布試験が実施された。 
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臓器及び組織中放射能濃度は表 15 に示されている。 
投与放射能は肝臓及び腎臓に多く残留し、高用量群ではさらに脂肪中放射能

濃度も高かった。筋肉中の残留放射能濃度は低かった。（参照 9、56） 

 
表 15 臓器及び組織中残留放射能濃度（g/g） 

試料 1.55 mg/動物/日 29.5 mg/動物/日 

肝臓 0.677 22.3 

腎臓 0.204 10.6 

大腿筋 0.012 0.78 

胸筋 0.008 0.59 

脂肪 a 0.029 11.4 

皮膚 0.025 4.87 

全血 0.158 5.19 
a：腸間膜脂肪及び皮下脂肪 

 
③ 代謝 

高用量群の試料中代謝物は表 16 に示されている。 
排泄物、組織及び卵中残留放射能の主要成分は未変化のエポキシキナゾール

であった。10%TRR を超えて検出された代謝物は G（筋肉及び皮膚中）及び P

（排泄物中）であった。（参照 9、55、56） 

 
表 16 高用量群の試料中代謝物（%TRR） 

試料 
総残留放射能 
濃度 (g/g) 

エポキシ 
コナゾール 

代謝物 

排泄物 約 140 15.5 
P(12.4)、Y(7.7)、B-i(6.9)、A(4.9)、T(1.5)、
Q(1.1)、S(0.5) 

肝臓 23.8 13.9 
L(5.5) 、 G(4.8) 、 N(4.8) 、 F(4.7) 、 O(2.4) 、
K(2.2)、Z(1.6)、B(1.4)、A(0.7)、M(0.2)、 

筋肉 0.704 47.6 G(19.6)、L (4.6)、K(2.2)、B(0.9) 

皮膚 5.26 84.7 G(11.4) 

脂肪 10.5 98.7 G(0.4) 

卵白 
2.46 

38.1 G(5.1) 

卵黄 16.5 N(9.3)、F(4.2)、O(3.3)、G(2.0) 

 
④ 排泄 

排泄率及び組織中残留放射能は表 17 に、卵中の残留放射能濃度は表 18 に示

されている。 

ケージ洗浄液を含む排泄物中に 77～89%TAR が検出され、組織中の残留及び

卵への移行は僅かであった。卵黄中の放射能は経時的に増加したが、卵白中の

放射能は投与 24 時間後以降定常状態に達した。（参照 9、56） 
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表 17 排泄率及び組織中残留放射能（%TAR） 

投与量 (mg/動物/日) 1.55 29.5 

試料採取時期 a 投与開始後 143 時間 投与開始後 123 時間 

排泄物 87.7 75.6 

ケージ洗浄液 1.7 1.1 

卵 0.4 0.2 

腸管内容物 0.6 9.4 

肝臓 0.3 0.7 

腎臓 <0.1 0.1 
a：肝臓及び腎臓については、1.55 及び 29.5mg/動物/日投与群でそれぞれ最終投与 23 
及び 3 時間後に採取された。 

 

表 18 卵中残留放射能濃度（g/g） 

試料採取時期 
1.55 mg/動物/日 29.5 mg/動物/日 

卵黄 卵白 卵黄 卵白 

投与 0~24 時間後 0.008 0.009 0.23 0.89 

投与 24~48 時間後 0.085 0.045 1.28 1.36 

投与 96~120 時間後 0.478 0.035 7.23 1.41 

投与 120~123 時間後   9.36 0.82 

投与 120~143 時間後 0.673 0.041   
/：試料採取なし 

 
２．植物体内運命試験 

（１）コーヒー 

ポット栽培のコーヒー（品種：Coffea Arabica）の木に、[oxi-14C]エポキシコ

ナゾール又は[tri-14C]エポキシコナゾールの水懸濁液を、21 日間隔で 2 回葉上

散布し（1 回目：375 g ai/ha、2 回目：250 g ai/ha）、試料として、2 回目散布

直前（0 日）の葉（両標識体処理区）、2 回目散布 57 及び 77 日後（[oxi-14C]エ

ポキシコナゾール処理区）又は 2 回目散布 62 及び 82 日後（[tri-14C]エポキシ

コナゾール処理区）の葉及び成熟豆を採取して、植物体内運命試験が実施され

た。 
コーヒー試料における放射能分布は表 19 に示されている。 

いずれの試料においても、抽出性放射能の大部分が未変化のエポキシコナゾ

ールであり、少量代謝物として WW/YY、ZZ 及び B-i が検出された。そのほか

に、[tri-14C]エポキシコナゾール処理区のコーヒー豆中で Dd 及び Ee が検出さ

れた。 

コーヒー中における主要代謝経路は、クロロフェニル環の水酸化（B-i の生

成）及びグルコース抱合（ZZ の生成）若しくはフルオロフェニル環の水酸化及

びグルコース抱合（YY の生成）又はクロロフェニル環のオルト位置の水酸化及
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びグルコース抱合（WW の生成）であると考えられた。（参照 10、55、56） 

 
表 19 コーヒー試料における放射能分布 

標識体 試料 
PHI 
(日) 

総残留 
放射能濃度 

(mg/kg) 

エポキシ 
コナゾール

(%TRR) 

代謝物 (%TRR) 

WW/YY ZZ B-i Dd Ee 

[oxi-14C]
エポキ 
シコナ 
ゾール 

葉 

0 30.3 86.6 0.8 1.5 1.5 - - 

57 39.2 72.5 1.9 4.0 1.6 - - 

77 22.9 79.9 2.2 4.2 1.2 - - 

豆果肉 
57 3.27 71.4 1.7 4.2 2.3 - - 

77 1.75 82.0 1.4 6.1 1.8 - - 

豆 
57a 1.13 82.2 - 0.8 4.4 - - 

77 0.659 58.1 - 1.3 3.7 - - 

[tri-14C]
エポキ 
シコナ 
ゾール 

葉 

0 28.9 97.7 - - - - - 

62 36.5 86.0 2.2 1.7 - - - 

82 26.8 76.3 1.6 4.1 - - - 

豆果肉 
62 2.05 76.3 2.9 4.5 2.3 - - 

82a 1.56 69.7 3.1 5.0 4.2 - - 

豆 
62a 1.26 73.1 - - 1.8 6.3 0.7 

82 1.09 36.8 - - 1.1 19.0 - 
-：検出されず、a：残渣中残留放射能中の同定物質も含む。 

 
（２）小麦① 

ポット栽培の小麦（品種：Scirocca）の 4～5 葉期に、[oxi-14C]エポキシコナ

ゾールの水懸濁液を 250 g ai/ha の用量で 1 回茎葉散布し、試料として散布 0、

19 及び 40 日後の青刈茎葉、散布 82 日後のわら及び穀粒を採取して、植物体内

運命試験が実施された。 

小麦試料における残留放射能分布は表 20 に示されている。 
青刈茎葉試料中の総残留放射能濃度は経時的に低下した。穀粒中の残留放射

能濃度は 0.040 mg/kg と極めて低く、残留物質の特定は行われなかった。 

青刈茎葉及びわら試料の抽出性放射能の主要成分は未変化のエポキシコナゾ

ールであった。わらでは少量代謝物として、B（1.2%TRR）、D（0.1%TRR）

及び G（1.5%TRR）が同定された。（参照 12、56） 
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表 20 小麦試料における残留放射能分布 

試料 試料採取時期 
総残留放射能

濃度 (mg/kg)

エポキシ 
コナゾール 

(%TRR) 

抽出残渣 
(%TRR) 

青刈茎葉 

散布 0 日後 7.83 80 0.9 

散布 19 日後 1.46 68 4.7 

散布 40 日後 0.73 56 13.2 

わら 散布 82 日後 1.98 43 19.3 

穀粒 散布 82 日後 0.04  22.5 
/：特定されず 

 
（３）小麦② 

ポット栽培の小麦（品種：Star）に[tri-14C]エポキシコナゾールの水懸濁液を

120 g ai/ha の用量で 2 回茎葉散布［1 回目：Zadock ステージ 37（刀状葉出現

期）、2 回目：Zadock ステージ 47～49（出穂初期）］し、試料として 1 回目

散布 4 時間後及び 28 日後の青刈茎、2 回目散布 4 時間後の青刈茎葉並びに 2 回

目散布 64 日後の穀粒及びわらを採取して、植物体内運命試験が実施された。 

小麦試料における放射能分布は表 21 に示されている。 
残留放射能濃度はわらで最も高く穀粒中への残留は僅かであった。青刈茎葉

及びわら試料の抽出性放射能の大部分が未変化のエポキシコナゾールであった。

わらでは、エポキシコナゾールのほかに 15 種類の代謝物が検出され、ZZ

（0.7/0.8%TRR）及び F（0.3%TRR）が同定された。穀粒ではエポキシコナゾ

ールは検出されなかった。（参照 11、55、56） 
 

表 21 小麦試料における残留放射能分布 

試料 試料採取時期 
総残留放射能

濃度 (mg/kg)

エポキシ 
コナゾール 

(%TRR) 

抽出残渣 
(%TRR) 

青刈茎葉 

1 回目散布 4 時間後 3.00 99.5、99.5 a 1.1 

1 回目散布 28 日後 1.84 93.5、91.9 a 2.1 

2 回目散布 4 時間後 3.34 99.7、99.3 a 0.8 

わら 2 回目散布 64 日後 13.7 約 90 2.8 

穀粒 2 回目散布 64 日後 0.058 - 34.7 
-：検出されず、a：2 連の分析値 

 
（４）バナナ 

ほ場栽培のバナナ（品種：Gran Naine）の株に、[cph-14C]エポキシコナゾー

ル又は[fph-14C]エポキシコナゾールの乳化剤を 150 g ai/ha の用量で、地表から

約 4.8 m の高さから 21、54 及び 22 日間の間隔を置き 4 回葉上散布し、最終散
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布 1 日後（第 1 回散布 98 日後）に果実及び葉試料を採取して、植物体内運命試

験が実施された。なお、第 1 株については落花後早期の幼房をプラスチックで

覆い（散布 1 回目のみ被覆なし）、第 2 株については房を被覆せずに 4 回散布

した。また、果実の一部は採取後アセチレン処理により熟成された。 

バナナ果実試料の総残留放射能濃度は表 22 に、放射能分布は表 23 に示され

ている。 
果実中の総残留放射能濃度は低く、0.05 mg/kg 以上の値は認められなかった。

各標識体処理区の TRR は同等であり、熟成及び未熟成果実の間にも差は認めら

れなかった。無被覆区の果実では、果実中放射能は主に果皮から検出された。

被覆区の果実では、果皮と果肉中の放射能分布はほぼ同等であり、葉から吸収

された放射能が果実へ移行したと考えられた。 

被覆の有無に関わらず、果実中の残留放射能の大部分が未変化のエポキシコ

ナゾールであった。無被覆区の果実では、他に HPLC 分析により 11 の放射活

性ピークが検出されたが、いずれも 0.003 mg/kg 以下（1.0～6.5%TRR）であ

り、同定された代謝物はなかった。被覆区の果肉中の総残留放射能濃度は 0.01 

mg/kg 以下であったため、代謝物の分析は行われなかった。（参照 13、56） 
 

表 22 バナナ果実試料の総残留放射能濃度（mg/kg） 

試料 
部位 

[cph-14C]エポキシコナゾール [fph-14C]エポキシコナゾール 
無被覆 被覆 無被覆 被覆 

熟成 未熟成 熟成 未熟成 熟成 未熟成 熟成 未熟成

果皮 0.032 0.019 0.005 0.005 0.013 0.013 0.007 0.008 
果肉 0.017 0.015 0.005 0.005 0.008 0.008 0.006 0.006 

全果実 0.049 0.034 0.010 0.010 0.021 0.021 0.013 0.014 
 

表 23 バナナ果実試料における残留放射能分布 

標識体 果実試料 
総残留放射能

濃度 (mg/kg)

エポキシ 
コナゾール 

(%TRR) 

抽出残渣 
(%TRR) 

[cph-14C] 
エポキシ 

コナゾール 

全果実 無被覆 
熟成 0.049 64.2 9.9 
未熟成 0.034 72.8 23.7 

果皮 被覆 
熟成 0.012 74.1 19.5 
未熟成 0.013 48.1 19.6 

[fph-14C] 
エポキシ 

コナゾール 

全果実 無被覆 
熟成 0.021 61.4 14.4 
未熟成 0.021 79.4 16.6 

果皮 被覆 
熟成 0.018 52.0 16.3 
未熟成 0.022 84.0 13.6 

 
（５）てんさい 

ポット栽培のてんさい（品種：Victoria）に[fph-14C]エポキシコナゾールのフ

ロアブル剤を 150 g ai/ha の用量で 2 回茎葉散布（1 回目：葉が 90%地表を覆う

時期、2 回目：1 回目散布の 3 週間後）して、植物体内運命試験が実施された。
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葉及び根試料は 2 回目散布の前後及び 2 回目散布 4 週間後の収穫期に採取され

た。 

てんさい試料における残留放射能分布は表 24 に示されている。 

茎葉散布された放射能の根への移動は少なかった。葉及び根試料中の残留放

射能の主要成分は未変化のエポキシコナゾールであり、代謝物は同定されなか

った。（参照 14、55、56） 

 
表 24 てんさい試料における残留放射能分布 

試料 試料採取時期 
総残留放射能 
濃度 (mg/kg) 

エポキシ 
コナゾール 

(%TRR) 

抽出残渣 
(%TRR) 

葉 

2 回目散布直前 4.15 98.3 2.4 

2 回目散布直後 9.39 - 2.4 

2 回目散布 4 週間後 5.84 95.9 4.1 

根 

2 回目散布直前 0.053 63.8 7.9 

2 回目散布直後 0.073 - 4.9 

2 回目散布 4 週間後 0.044 57.4 11.7 
-：分析されず 

 
３．土壌中運命試験 

（１）好気的土壌中運命試験① 

埴壌土及び砂土（いずれもスイス）に[oxi-14C]エポキシコナゾールを 1.0 

mg/kg 乾土となるように処理し、20℃の暗所で 1 年間インキュベートして好気

的土壌中運命試験が実施された。 

各土壌における放射能分布は表 25 に示されている。 

試験期間中、いずれの土壌においても抽出放射能は徐々に減少し、非抽出残

渣及び 14CO2 が増加した。抽出放射能の主要成分はエポキシコナゾールであっ

た。同定された分解物はなく、未同定分解物が最大 4.0%TAR 認められた。

（参照 52、53） 

 

表 25 各土壌における放射能分布（%TAR） 

土壌 
処理後 

経過日数 
抽出放射能

エポキシ 
コナゾール

非抽出残渣 14CO2 

埴壌土 
0 日 106 97.6 0.7 NA 

84 日 87.7 76.1 8.9 5.5 
336 日 72.2 67.0 23.2 10.3 

砂土 
0 日 106 97.4 0.5 NA 

84 日 69.8 65.5 12.1 7.2 
336 日 38.2 34.5 15.1 38.3 

NA：該当なし 
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（２）好気的土壌中運命試験② 

砂壌土又は壌質砂土（採取地不明）に[oxi-14C]エポキシコナゾール又は[tri-
14C]エポキシコナゾールを 0.5 mg/kg 乾土となるように処理し、21℃の暗所で

343 日間インキュベートして好気的土壌中運命試験が実施された。 

処理 343 日後における抽出放射能の主要成分は表 26 に示されている。 
いずれの土壌においても、抽出放射能の主要成分はエポキシコナゾールであ

った。[tri-14C]エポキシコナゾール処理区では、分解物として Hh が検出された。

（参照 51、52） 

 
表 26 処理 343 日後における抽出放射能の主要成分（%TAR） 

土壌 
[oxi-14C]エポキシコナゾール [tri-14C]エポキシコナゾール 

エポキシ 
コナゾール 

Hh その他 
エポキシ 

コナゾール
Hh その他 

砂壌土 64.5 NA 6.7 67.9 1.9 3.3 

壌質砂土 68.7 NA 5.0 60.5 5.0 2.4 

NA：該当なし 

 
（３）好気的土壌中運命試験③ 

砂壌土（ドイツ）に[tri-14C]エポキシコナゾールを 0.5 mg/kg 乾土となるよう

に処理し、20℃の暗所で 175 日間インキュベートして好気的土壌中運命試験が

実施された。 

処理 175 日後の土壌でエポキシコナゾールが 80.4%TAR、分解物 Hh が

6.6%TAR 検出された。ほかに同定された分解物はなかった。（参照 51、52） 

 
（４）嫌気的土壌中運命試験 

壌質砂土（ドイツ）に[fph-14C]エポキシコナゾールを 0.25 mg/kg 乾土となる

ように処理し、20℃の暗所で 120 日間インキュベートして嫌気的土壌中運命試

験が実施された。 

嫌気的条件下の土壌における放射能分布は表 27 に示されている。 

抽出放射能の主要成分はエポキシコナゾールであった。試験期間中、エポキ

シコナゾールは徐々に減少し、非抽出残渣が増加した。処理 29 日後以降、分解

物として Ff 及び Gg が検出された。14CO2 の生成量は少なかった。エポキシコ

ナゾールの推定半減期は 154 日であった。（参照 51、52） 
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表 27 嫌気的条件下の土壌における放射能分布（%TAR） 

処理後 
経過日数 

エポキシ 
コナゾール 

エポキシ 
コナゾール 
の異性体 

Ff Gg 未同定 
非抽出 
残渣 

14CO2 

0 日 95.1 3.7 0 0 0 1.2 n.d. 
29 日 76.2 5.3 1.6 0.8 1.6 13.5 0.4 

120 日 55.3 4.9 8.6 1.2 0 24.2 1.6 
n.d.：測定せず 

 
（５）土壌表面光分解試験 

砂壌土（ドイツ）に[fph-14C]エポキシコナゾールを 29.3 mg/試験容器で処理

し、22℃で 15 日間、キセノン光（光強度：3 mW/cm2、波長範囲：>290 nm）

を照射して土壌表面光分解試験が実施された。 
照射 15 日後における抽出放射能の大部分がエポキシコナゾール

（84.1%TAR）であり、14CO2 及び抽出残渣はそれぞれ 1.9 及び 10.1%TAR で

あった。ほかに未同定分解物が最大 1%TAR 認められた。 

エポキシコナゾールの推定半減期は 67 日であった。（参照 51、52） 

 
（６）土壌吸着試験 

5 種類の土壌［砂土（ドイツ）、砂壌土（スイス）、砂質シルト質壌土（ド

イツ）、埴壌土（スイス及びドイツ）］を用いて、土壌吸着試験が実施された。 

Freundlich の吸着係数 Kads は 4.79～21.8 であり、有機炭素含有率により補

正した吸着係数 Kadsoc は 280～2,650 であった。（参照 51、52） 

 
（７）土壌溶脱試験 

壌質砂土及び砂壌土（いずれもドイツ）を充填したカラムに、エポキシコナ

ゾールを 125 又は 187 g ai/ha の濃度で添加し、土壌溶脱試験が実施された。 

いずれの土壌の溶出液中においても、エポキシコナゾールの濃度は定量限界

（0.05 g/L）未満であった。（参照 51、52） 

 
４．水中運命試験 

（１）加水分解試験① 

pH 5、pH 7 及び pH 9 の各滅菌緩衝液に、[oxi-14C]エポキシコナゾールを 3 

mg/L の濃度となるように加えた後、暗条件下、25℃で 46 日間インキュベート

して加水分解試験が実施された。 

いずれの緩衝液中でもエポキシコナゾールは安定であり、半減期は求められ

なかった。（参照 51、52） 
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（２）加水分解試験② 

pH 5、pH 7 及び pH 9 の各緩衝液に、エポキシコナゾールを 3 mg/L の濃度

となるように加えた後、75℃又は 90℃で 29 日間インキュベートして加水分解

試験が実施された。 

pH 5 及び pH 9 の 90℃の緩衝液中では、処理 29 日後のエポキシコナゾール

はそれぞれ 77.7 及び 88.3%TAR まで減少したが、その他の条件下では分解は

みられなかった。 

また、pH 3 の 70℃で 20 日間インキュベートした追加試験では、エポキシコ

ナゾールは約 65%TAR まで減少した。（参照 51、52） 

 
（３）水中光分解試験（緩衝液） 

pH 7 の滅菌緩衝液に 14C-エポキシコナゾール（標識位置不明）を 3 mg/L の

濃度となるように加えた後、25℃で 31 日間キセノンランプ（約 1,800 

Einsteins、ノースカロライナ州、晴天正午の太陽光に相当）を照射して、水

中光分解試験が実施された。 

エポキシコナゾールの分解はほとんど認められず、半減期は求められなかっ

た。（参照 51、52） 

 
（４）水中光分解試験（自然水） 

自然水［池水（ドイツ）、pH 8.2］にエポキシコナゾールを 3.3 mg/L の濃度

となるように加えた後、22℃で 15 日間キセノンランプ（光強度：3 mW/cm2、

波長：> 290 nm）を照射して、水中光分解試験が実施された。 

自然水中ではエポキシコナゾールの緩やかな分解が認められ、照射 15 日後に

はエポキシコナゾールは 80%TAR に減少した。 
エポキシコナゾールの自然水での推定半減期は 52 日であった。（参照 51、

52） 

 
（５）水相/底質系における分解試験 

2 種類の水相/底質系［池水（pH 7.9）/ 底質（埴壌土）及び湖水（pH 6.7）/ 

底質（砂土）、いずれも英国］に、[cph-14C]エポキシコナゾール又は[fph-14C]
エポキシコナゾールを 125 g ai/ha の濃度で添加し、20±2℃の暗条件下で 100

日間インキュベートして、水相/底質系における分解試験が実施された。 

各試験系における放射能分布は表 28 に、分解物は表 29 に示されている。 

試験期間中、いずれの試験系においても、水相の放射能は徐々に減少し、底

質の抽出放射能及び残渣が増加した。水相及び底質抽出放射能の大部分がエポ

キシコナゾールであり、分解物として Ff が水相で最大 1.7%TAR、底質で最大

34%TAR 検出された。エポキシコナゾールの推定半減期は水相で 38.4～93.1 時

間、系全体で 67.5～172 時間であった。（参照 51、52） 
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表 28 各試験系における放射能分布（%TAR） 

試験系 標識体 
処理後 

経過日数 
水相 

底質 
14CO2 

抽出放射能 残渣 

池水/ 
底質 

[cph-14C] 
エポキシ 

コナゾール

0 96.3 2.7 0.0 n.a. 

100 3.7 70.4 21.9 4.2 

[fph-14C] 
エポキシ 

コナゾール

0 94.9 3.2 0.1 n.a. 

100 4.5 69.0 21.6 3.3 

湖水/ 
底質 

[cph-14C] 
エポキシ 

コナゾール

0 96.8 2.0 0.0 n.a. 

100 7.5 69.0 19.7 3.8 

[fph-14C] 
エポキシ 

コナゾール

0 95.8 2.7 0.0 n.a. 

100 7.9 68.8 19.2 3.2 

n.a.：分析せず 

 

表 29 各試験系における分解物（%TAR） 

試験系 標識体 
処理後

経過 
日数 

水相 底質 

エポキ

シコナ

ゾール 
Ff 未同定 その他 

エポキ

シコナ

ゾール 
Ff 未同定 その他 

池水/ 
底質 

[cph-14C] 
エポキシ 
コナゾール 

0 93.6 <LOQ 0.8 0.7 <LOQ <LOD <LOD 0.0 

100 3.6 <LOD <LOD 0.0 64.0 3.7 1.9 0.9 

[fph-14C] 
エポキシ 
コナゾール 

0 91.1 1.4 0.8 1.7 3.2 <LOD <LOD 0.0 

100 4.5 <LOD <LOD 0.1 58.5 5.7 2.5 1.7 

湖水/ 
底質 

[cph-14C] 
エポキシ 
コナゾール 

0 93.4 <LOD 1.4 1.4 2.0 <LOD <LOD 0.0 

100 6.3 <LOD <LOD 0.1 33.6 32.7 2.1 0.6 

[fph-14C] 
エポキシ 
コナゾール 

0 91.1 1.7 <LOD 1.3 2.7 <LOD <LOD 0.0 

100 6.6 <LOD <LOD 0.0 37.2 28.1 1.8 1.1 

<LOQ：定量限界未満、<LOD：検出限界未満 

 

５．土壌残留試験 

土壌残留試験については、参照した資料に記載がなかった。 
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６．作物等残留試験 

（１）作物残留試験 

海外ほ場において、小麦等を用いてエポキシコナゾールを分析対象化合物と

した作物残留試験が実施された。結果は別紙 3 に示されている。可食部におけ

るエポキシコナゾールの最大残留値は、冬大麦（種子）の 0.393 mg/kg であった。

（参照 15、55） 

 
（２）畜産物残留試験 

① 乳牛 

ホルスタイン種乳牛（投与群：一群 3～5 頭）に、エポキシコナゾールを飼料

中濃度 0、5、15 及び 50 mg/kg（0、0.12、0.39 及び 1.16 mg/kg 体重/日相当）

で、28 日間混餌投与し、乳汁、臓器及び組織（腎臓、肝臓、筋肉、腹腔内及び

皮下脂肪）を採取して、エポキシコナゾールを分析対象化合物とした残留試験

が実施された。 

エポキシコナゾールの全乳中残留値は表 30 に、スキムミルク中残留値は表

31 に、クリーム中残留値は表 32 に、臓器及び組織中残留値は表 33 に示されて

いる。 

エポキシコナゾールの平均残留値の最大は全乳で 0.023 g/g、スキムミルク

で 0.006 g/g、クリームで 0.16 g/g であり、臓器及び組織中では肝臓の 0.25 

g/g であった。（参照 16、56） 
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表 30 エポキシコナゾールの全乳中平均残留値（g/g） 

投与量 (mg/kg) 5 15 50 
投与前日 <0.001 <0.001 <0.001 

投与 
期間 

投与 1 日 <0.001 <0.001 0.004 

投与 3 日 0.001 0.002 0.010 

投与 5 日   0.023 

投与 7 日 <0.001 0.002 0.018 

投与 10 日 <0.001 0.002 0.015 

投与 12 日   0.017 

投与 14 日 <0.001 0.003 0.020 

投与 18 日 <0.001 0.003 0.020 

投与 21 日 <0.001 0.003 0.010 

投与 23 日   0.012 

投与 24-25 日 <0.001 0.002 0.017 

投与 27-28 日 <0.001 0.002 0.011 

投与 
中止後 

1 日   0.003 

2 日   <0.001 

3 日   <0.001 

5 日   <0.001 
7 日   <0.001 

 

表 31 エポキシコナゾールのスキムミルク中残留値（g/g） 

投与量(mg/kg) 
5 15 50 

最高値 平均値 最高値 平均値 最高値 平均値 
投与 1 日 <0.001 <0.001 0.001 <0.001 0.003 0.002 
投与 14 日 <0.001 <0.001 0.002 0.001 0.014 0.006 
投与 28 日 <0.001 <0.001 0.002 0.001 0.005 0.004 

 

表 32 エポキシコナゾールのクリーム中平均残留値（g/g） 

投与量 (mg/kg) 5 15 50 
投与 1 日 <0.01 0.02 0.08 
投与 14 日 <0.01 0.02 0.16 
投与 28 日 <0.01 0.02 0.11 

 

表 33 エポキシコナゾールの臓器及び組織中平均残留値（g/g） 

投与量 
(mg/kg) 

試料採取日 腎臓 肝臓 筋肉 皮下脂肪 腹腔内脂肪

5 投与 28 日 <0.01 0.04 <0.01 <0.01 <0.01 

15 投与 28 日 <0.01 0.10 <0.01 <0.01 <0.01 

50 投与 28 日 0.02 0.25 <0.01 <0.01 0.01 

50 投与中止 3 日後 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 

50 投与中止 7 日後 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 
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② 産卵鶏 

産卵鶏を用いた体内運命試験［1.(4)］において、エポキシコナゾールの臓器

及び組織中残留放射能濃度（表 15 参照）並びに卵中残留放射能濃度（表 18 参

照）が測定され、エポキシコナゾールの最大残留値は、卵中では卵黄の 9.36 

g/g、臓器及び組織では肝臓の 22.3 g/g であった。（参照 9、56） 

 
７．一般薬理試験 

一般薬理試験については、参照した資料に記載がなかった。 

 

８．急性毒性試験 

（１）急性毒性試験 

エポキシコナゾール（原体）を用いた急性毒性試験が実施された。結果は表

34 に示されている。（参照 17～19、56） 

 
表 34 急性毒性試験概要（原体） 

投与経路 動物種 
LD50（mg/kg 体重）

観察された症状 
雄 雌 

経口 
Wistar ラット 
雌雄各 5 匹 

約 3,160 >5,000 
呼吸困難、運動失調、興奮、攻撃性、

歩行失調、立毛、麻痺性歩行 
雌雄：3,160 mg/kg 体重以上で死亡例 

経皮 
Wistar ラット 
雌雄各 5 匹 

>2,000 >2,000 
症状及び死亡例なし 
 
 

吸入 
Wistar ラット 
雌雄各 5 匹 

LC50（mg/L） 呼吸促迫、鼻部周囲に赤色分泌物付着 

雌雄：死亡例なし 

 
>5.3 >5.3 

 

（２）急性神経毒性試験 

Wistar ラット（一群雌雄各 10 匹）を用いた単回強制経口（原体：0、500、

1,000 及び 2,000 mg/kg 体重）投与による急性神経毒性試験が実施された。 
各投与群で認められた毒性所見は表 35 に示されている。 

本試験において、1,000 mg/kg 体重/日以上投与群の雄及び 2,000 mg/kg 体重/

日投与群の雌で自発運動量減少等が認められたので、無毒性量は雄で 500 

mg/kg 体重/日、雌で 1,000 mg/kg 体重/日であると考えられた。 

急性神経毒性は認められなかった。（参照 20、56） 

 



34 
 

表 35 急性神経毒性（原体）で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 
2,000 mg/kg 体重 ・体重増加抑制（投与 7 日後） 

・立毛（投与 7 日後） 
・着地開脚幅減少（投与 7 日後）

・立毛（投与 7 日後） 
・自発運動量減少（投与 7 日後）

1,000 mg/kg 体重以上 ・自発運動量減少（投与 7 日後） 1,000 mg/kg 体重以下 
毒性所見なし 500 mg/kg 体重 ・毒性所見なし 

 

９．眼・皮膚に対する刺激性及び皮膚感作性試験 

White Vienne ウサギを用いた眼及び皮膚刺激性試験が実施された。

EEC(83/467/EEC)の評価方法により、眼及び皮膚に対して刺激性なしと判断され

た。 

Dunkin Hartley モルモットを用いた皮膚感作性試験（Maximization 法）が実

施され、感作性は陰性であった。（参照 21～23、56） 

 
１０．亜急性毒性試験 

（１）90 日間亜急性毒性試験（ラット）① 

Wistar ラット（一群雌雄各 10 匹）を用いた混餌（原体：0、30、90、270 及

び 800 ppm：平均検体摂取量は表 36 参照）投与による 90 日間亜急性毒性試験

が実施された。 

 
表 36 90 日間亜急性毒性試験（ラット）①の平均検体摂取量 

投与群 30 ppm 90 ppm 270 ppm 800 ppm 

平均検体摂取量 
（mg/kg 体重/日） 

雄 2 7 20 59 

雌 3 8 22 67 

 
各投与群で認められた毒性所見は表 37 に示されている。 
全投与群の雄において、副腎絶対及び比重量2の統計学的に有意な減少がみら

れたが、用量との関連性が明らかではなく、重量変化を裏付ける病理組織学的

変化は観察されなかったことから、検体投与による毒性影響とは考えられなか

った。 

本試験において、270 ppm 以上投与群の雌雄で小葉中心性肝細胞肥大が認め

られたので、無毒性量は雌雄とも 90 ppm（雄：7 mg/kg 体重/日、雌：8 mg/kg
体重/日）であると考えられた。（参照 24、56） 

 

                                            
2 体重比重量を比重量という（以下同じ。）。 
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表 37 90 日間亜急性毒性試験（ラット）①で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 
800 ppm ・肝ホモジネート中 GGT 増加 

・肝比重量増加 
 

・血清及び肝ホモジネート中 GGT
増加 

・Chol 増加 
・肝絶対及び比重量増加 
・び漫性肝細胞肥大 a 

270 ppm 以上 ・小葉中心性肝細胞肥大 ・小葉中心性肝細胞肥大 
90 ppm 以下 毒性所見なし 毒性所見なし 

a：統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 

 

（２）90 日間亜急性毒性試験（ラット）②＜参考資料3＞ 

Wistar ラット（一群雌雄各 10 匹）を用いた混餌（原体：0、500、1,000、

1,500 及び 2,000 ppm：平均検体摂取量は表 38 参照）投与による 90 日間亜急

性毒性試験が実施された。本試験は最大耐量を検討するために実施された。 

 
表 38 90 日間亜急性毒性試験（ラット）②の平均検体摂取量 

投与群 500 ppm 1,000 ppm 1,500 ppm 2,000 ppm 

平均検体摂取量 
（mg/kg 体重/日） 

雄 35 70 106 143 

雌 41 82 120 161 

 
各投与群で認められた毒性所見は表 39 に示されている。 
全投与群の雄において、副腎絶対及び比重量の統計学的に有意な減少がみら

れたが、用量との関連性が明らかではなく、雄での病理組織学的検査が行われ

ていないことから、検体投与による毒性影響か判断できなかった。（参照 25、

55、56） 

 
表 39 90 日間亜急性毒性試験（ラット）②で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 
2,000 ppm ・摂餌量減少 a 

・肝絶対及び比重量増加 
 

1,500ppm 以上 ・体重増加抑制 
・血清中 GGT 増加 
・Chol 増加 

・副腎皮質脂肪沈着 

1,000 ppm 以上 ・肝ホモジネート中 GGT 増加 ・血清及び肝ホモジネート中 GGT
増加 

・Chol 増加 
500 ppm 毒性所見なし ・肝絶対及び比重量増加 

a：統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 

                                            
3 本試験は最大耐量を検討するために実施されたもので、病理組織学的検査の対象が十分でなく、副

腎の変化について判断が困難であることから参考資料とした。 
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（３）90 日間亜急性毒性試験（マウス）① 

C57BL/6N マウス（一群雌雄各 10 匹）を用いた混餌（原体：0、7.5、125、

250、500 及び 1,000 ppm：平均検体摂取量は表 40 参照）投与による 90 日間

亜急性毒性試験が実施された。本試験は最大耐量及び標的臓器を検討するため

に実施された。 

 
表 40 90 日間亜急性毒性試験（マウス）①の平均検体摂取量 

投与群 7.5 ppm 125 ppm 250 ppm 500 ppm 1,000 ppm

平均検体摂取量 
（mg/kg/体重日） 

雄 2 26 53 100 204 

雌 2 37 80 146 324 

 
各投与群で認められた毒性所見は表 41 に示されている。 

本試験において、125 ppm 以上投与群の雌雄で肝絶対及び比重量増加等が認

められたので、無毒性量は雌雄とも 7.5 ppm（2 mg/kg 体重/日）であると考え

られた。（参照 26、55、56） 

 
表 41 90 日間亜急性毒性試験（マウス）①で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 
1,000 ppm  ・ALT 増加 

・肝ホモジネート中 GGT 増加 a 
・小葉中心性肝細胞肥大 
・肝細胞単細胞性壊死/好酸性変化 
・小葉周辺性肝細胞脂肪沈着 a 

500 ppm 以上 ・体重増加抑制 
・ALT 増加 
・クロール増加 
・肝細胞単細胞性壊死/好酸性変化 
・小葉周辺性肝細胞脂肪沈着 

 

250 ppm 以上 ・PLT 増加 
・Ure 増加 

 

125 ppm 以上 ・Alb、TG 及び Chol 減少 
・肝絶対及び比重量増加 
・小葉中心性肝細胞肥大 

・Albb、TG a及び Chol a減少 
・肝絶対及び比重量増加 

7.5 ppm 毒性所見なし 毒性所見なし 
a：1,000 ppm 投与群で統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 
b：125 及び 1,000 ppm 投与群で統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 

 

（４）90 日間亜急性毒性試験（マウス）② 

B6C3F1 マウス（一群雌雄各 10 匹）を用いた混餌（原体：0、30、90 及び

270 ppm：平均検体摂取量は表 42 参照）投与による 90 日間亜急性毒性試験が
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実施された。 
 

表 42 90 日間亜急性毒性試験（マウス）②の平均検体摂取量 

投与群 30 ppm 90 ppm 270 ppm 

平均検体摂取量 
（mg/kg 体重/日） 

雄 6 19 60 

雌 9 25 74 

 
各投与群で認められた毒性所見は表 43 に示されている。 

本試験において、30 ppm 以上投与群の雌雄で TG 及び Chol 減少等が認めら

れたので、無毒性量は雌雄とも 30 ppm 未満（雄：6 mg/kg 体重/日未満、雌：9 

mg/kg 体重/日未満）であると考えられた。（参照 27、56） 

 
表 43 90 日間亜急性毒性試験（マウス）②で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 
270 ppm ・ALT 及びクロール増加 

・肝細胞単細胞性壊死/好酸

 性変化 a 

・TP、Alb 及び Glob 減少 
・肝絶対及び比重量増加 
・小葉中心性肝細胞肥大 

90 ppm 以上 ・体重増加抑制 
・TP 及び Alb 減少 
・Ure 増加 
・肝絶対及び比重量増加 
・小葉中心性肝細胞肥大 

 

30 ppm 以上 ・カルシウム、TG 及び

Chol 減少 
・TG 及び Chol 減少 

a：統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 

 
（５）90 日間亜急性毒性試験（マウス）③ 

B6C3F1 マウス（一群雌雄各 10 匹）を用いた混餌（原体：0、7.5、15 及び

30 ppm：平均検体摂取量は表 44 参照）投与による 90 日間亜急性毒性試験が実

施された。本試験は、90 日間亜急性毒性試験（マウス）②［10.(4)］において

設定できなかった無毒性量を求めるために実施された。 
 

表 44 90 日間亜急性毒性試験（マウス）③の平均検体摂取量 

投与群 7.5 ppm 15 ppm 30 ppm 

平均検体摂取量 
（mg/kg 体重/日） 

雄 2 4 7 

雌 2 5 9 

 
各投与群で認められた毒性所見は表 45 に示されている。 

本試験において、15 ppm 以上投与群の雄で Chol 減少が認められ、雌ではい

ずれの投与群でも毒性所見は認められなかったので、無毒性量は雄で 7.5 ppm

（2 mg/kg 体重/日）、雌で本試験の最高用量 30 ppm（9 mg/kg 体重/日）であ
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ると考えられた。（参照 28、56） 

 
表 45 90 日間亜急性毒性試験（マウス）③で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 
30 ppm ・TG 減少 

・肝絶対及び比重量増加 
30 ppm 以下 
毒性所見なし 

15 ppm 以上 ・Chol 減少 
7.5 ppm 毒性所見なし 

 
以上、B6C3F1 マウスを用いた 90 日間亜急性毒性試験②及び③［10.(4)及び

(5)］の総合評価として、無毒性量は雄で 7.5 ppm（2 mg/kg 体重/日）、雌で 15 

ppm（5 mg/kg 体重/日）であると考えられた。 

 
（６）90 日間亜急性毒性試験（イヌ） 

ビーグル犬（一群雌雄各 5 匹）を用いた混餌（原体：0、50、200 及び 800 

ppm：平均検体摂取量は表 46 参照）投与による 90 日間亜急性毒性試験が実施

された。 

 
表 46 90 日間亜急性毒性試験（イヌ）の平均検体摂取量 

投与群 50 ppm 200 ppm 800 ppm 
平均検体摂取量 

（mg/kg 体重/日） 
雄 1.8 6.8 28.2 
雌 2.0 7.8 32.3 

 

各投与群で認められた毒性所見は表 47 に示されている。 
本試験において、200 ppm 以上投与群の雄及び 800 ppm 投与群の雌で腎尿細

管上皮細胞肥大等が認められたので、無毒性量は雄で 50 ppm（1.8 mg/kg 体重/

日）、雌で 200 ppm（7.8 mg/kg 体重/日）であると考えられた。（参照 29、

56） 

 
表 47 90 日間亜急性毒性試験（イヌ）で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 

800 ppm ・Chol 減少 
・ALT 増加 a 

・ALP 増加 
・腎尿細管上皮細胞肥大 a 

200 ppm 以上 ・腎尿細管上皮細胞肥大 b 200 ppm 以下 
毒性所見なし 50 ppm 毒性所見なし 

a：1 例のみであるが、毒性影響と判断した。 
b：200 ppm 投与群の雄では統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 

 
（７）90 日間亜急性神経毒性試験（ラット） 

Wistar ラット（一群雌雄各 10 匹）を用いた混餌（原体：0、250、750 及び
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2,000(雄)/3,000(雌)ppm：平均検体摂取量は表 48 参照）投与による 90 日間亜

急性神経毒性試験が実施された。 

 
表 48 90 日間亜急性神経毒性試験（ラット）の平均検体摂取量 

投与群 250 ppm 750 ppm 2,000 ppm 3,000 ppm

平均検体摂取量 
（mg/kg 体重/日） 

雄 16 50 133  
雌 20 59  227 

 
各投与群で認められた毒性所見は表 49 に示されている。 
本試験において、2,000 ppm 以上投与群の雄で体重増加抑制等が認められ、

雌ではいずれの投与群にも毒性所見は認められなかったので、無毒性量は雄で

750 ppm（50 mg/kg 体重/日）、雌で本試験の最高用量 3,000 ppm（227 mg/kg

体重/日）であると考えられた。亜急性神経毒性は認められなかった。（参照 30、

56） 

 
表 49 90 日間亜急性神経毒性試験（ラット）で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 
3,000 ppm  3,000 ppm 以下 

毒性所見なし 2,000 ppm ・摂餌量減少 
・体重増加抑制 

750 ppm 以下 毒性所見なし 

 
（８）21 日間亜急性経皮毒性試験（ラット） 

Wistar ラット（一群雌雄各 5 匹）を用いた経皮（原体：0、100、400 及び

1,000 mg/kg 体重/日、6 時間/日）投与による 21 日間亜急性経皮毒性試験が実

施された。 

各投与群で認められた毒性所見は表 50 に示されている。 

本試験において、1,000 mg/kg 体重/日投与群の雄で RBC 及び Ht 減少等が認

められ、雌ではいずれの投与群にも毒性所見は認められなかったので、無毒性

量は雄で 400 mg/kg 体重/日、雌で本試験の最高用量 1,000 mg/kg 体重/日であ

ると考えられた。（参照 31、56） 

 
表 50 21 日間亜急性経皮毒性試験（ラット）で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 
1,000 mg/kg 体重/日 ・RBC 及び Ht 減少 

・肝絶対重量増加 
・小葉中心性肝細胞肥大 

1,000 mg/kg 体重/日以下 
毒性所見なし 

400 mg/kg 体重/日以下 毒性所見なし 
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１１．慢性毒性試験及び発がん性試験 

（１）1年間慢性毒性試験（イヌ）① 

ビーグル犬（一群雌雄各 6 匹）を用いた混餌（原体：0、50、500 及び 1,500 

ppm：平均検体摂取量は表 51 参照）投与による 1 年間慢性毒性試験が実施され

た。 

 

表 51 1 年間慢性毒性試験（イヌ）①の平均検体摂取量 

投与群 50 ppm 500 ppm 1,500 ppm 
平均検体摂取量 

（mg/kg 体重/日） 
雄 1.6 15 49 
雌 1.6 16 51 

 
各投与群で認められた毒性所見は表 52 に示されている。 

本試験において、50 ppm 以上投与群の雄で RBC 及び Hb 減少等が、500 

ppm 以上投与群の雌で ALP 増加等が認められたので、無毒性量は雄で 50 ppm

未満（1.6 mg/kg 体重/日未満）、雌で 50 ppm（1.6 mg/kg 体重/日）であると考

えられた。（参照 32、56） 

 

表 52 1 年間慢性毒性試験（イヌ）①で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 
1,500 ppm ・死亡（2 例：肝臓障害） 

・体重増加抑制 
・ALP 増加 
・Ure、TP、Alb、Glob 及び Chol 

減少 
・MCHC 減少 

・切迫と殺（1 例：肝臓障害） 
・体重増加抑制 
・PLT 増加 
・ALT 増加 
・慢性肝炎 a 

500 ppm 以上 ・ALT 増加 
・慢性肝炎 a 

・ALP 増加 
・Chol 減少 

50 ppm 以上 ・RBC、Hb 及び Ht b減少 
・PLT 増加 

50 ppm 
毒性所見なし 

a：500 ppm 投与群の雄及び 1,500 ppm 投与群の雌では統計学的有意差はないが、毒性影響と判断 
   した。 
b：500 ppm 投与群では統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 

 

（２）1年間慢性毒性試験（イヌ）② 

ビーグル犬（一群雄 6 匹）を用いた混餌（原体：0、10、20、30 及び 40 

ppm：平均検体摂取量は表 53 参照）投与による 1 年間慢性毒性試験が実施され

た。本試験は、1 年間慢性毒性試験（イヌ）①［11.(1)］において設定できな

かった雄の無毒性量を求めるために実施された。 
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表 53 1 年間慢性毒性試験（イヌ）②の平均検体摂取量 

投与群 10 ppm 20 ppm 30 ppm 40 ppm 
平均検体摂取量 

（mg/kg 体重/日） 
雄 0.3 0.6 0.9 1.1 

 
本試験において、いずれの投与群にも毒性所見は認められなかったので、雄

の無毒性量は本試験の最高用量 40 ppm（1.1 mg/kg 体重/日）であると考えられ

た。（参照 33、56） 

 
以上、イヌを用いた 1 年間慢性毒性試験①及び②［11.(1)及び(2)］の総合評価

として、無毒性量は雄で 40 ppm（1.1 mg/kg 体重/日）、雌で 50 ppm（1.6 

mg/kg 体重/日）であると考えられた。 

 
（３）2年間慢性毒性試験（ラット） 

Wistar ラット（一群雌雄各 20 匹）を用いた混餌（原体：0、30、150、750
及び 1,500 ppm：平均検体摂取量は表 54 参照）投与による 2 年間慢性毒性試験

が実施された。 

 
表 54 2 年間慢性毒性試験（ラット）の平均検体摂取量 

投与群 30 ppm 150 ppm 750 ppm 1,500 ppm 
平均検体摂取量 

（mg/kg 体重/日） 
雄 1 6 32 67 
雌 2 9 44 89 

 
各投与群で認められた毒性所見は表 55 に示されている。 

本試験において、750 ppm 以上投与群の雄で PLT 減少等が、150 ppm 以上

投与群の雌で TG 減少等が認められたので、無毒性量は雄で 150 ppm（6 
mg/kg 体重/日）、雌で 30 ppm（2 mg/kg 体重/日）であると考えられた。（参

照 34、55、56） 

 



42 
 

表 55 2 年間慢性毒性試験（ラット）で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 
1,500 ppm ・MCV 及び MCH 減少 

・TG 減少 
・Alb 増加 
・ウロビリノーゲン増加 
・肝絶対及び比重量増加 
・腎臓円形細胞浸潤 a、 
尿細管萎縮、蛋白円柱 

・体重増加抑制 a 
・摂餌量減少 a 

・GGT 及び TP 増加 
・ウロビリノーゲン増加 
・肝絶対及び比重量増加 
・副腎皮質細胞肥大 a 

・PLT 減少 
750 ppm 以上 ・体重増加抑制 

・摂餌量減少 b 

・GGT 増加 
・肝細胞肥大 
・副腎皮質血管拡張 b 
・PLT 減少 

・MCV、MCH 及び MCHC 減少 
・Glob 増加 
・肝細胞肥大 
・卵巣嚢胞 
・子宮頚部肥大 b 
 

150 ppm 以上 150 ppm 以下 
毒性所見なし 

・Chol 増加 
・TG 減少 

30 ppm 毒性所見なし 
a：統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 
b：750 ppm 投与群では統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 

 
（４）2年間発がん性試験（ラット） 

Wistar ラット（一群雌雄各 50 匹）を用いた混餌（原体：0、30、150、750
及び 1,500 ppm：平均検体摂取量は表 56 参照）投与による 2 年間発がん性試験

が実施された。 

 

表 56 2 年間発がん性試験（ラット）の平均検体摂取量 

投与群 30 ppm 150 ppm 750 ppm 1,500 ppm
平均検体摂取量 

（mg/kg 体重/日） 
雄 1 6 34 69 
雌 2 8 45 90 

 
各投与群で認められた毒性所見（非腫瘍性病変）は表 57 に、副腎皮質腫瘍及

び卵巣腫瘍の発生頻度は表 58 に示されている。 

検体投与に関連した腫瘍性病変として、1,500 ppm 投与群の雌で副腎皮質腫

瘍（腺腫と癌）の発生頻度が増加し、750 ppm 以上投与群の雌で卵巣の顆粒膜

莢膜細胞腫の発生頻度の有意な増加が認められた。 

本試験において、750 ppm 以上投与群の雄で肝細胞肥大等が、150 ppm 以上

投与群の雌で卵巣嚢胞の発生頻度増加が認められたので、無毒性量は雄で 150 

ppm（6 mg/kg 体重/日）、雌で 30 ppm（2 mg/kg 体重/日）であると考えられ

た。（参照 35、55、56） 
（副腎皮質腫瘍及び卵巣腫瘍の発生機序に関しては［14.(1)］を参照。） 
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表 57 2 年間発がん性試験（ラット）で認められた毒性所見（非腫瘍性病変） 

投与群 雄 雌 
1,500 ppm ・副腎皮質血管拡張 a、結節性過 

形成 a 
・肺胞マクロファージ集簇 a 

・肺血管周囲性白血球集簇 
・下垂体前葉過形成 a 

・肝絶対及び比重量増加 
・肝細胞肥大 
・副腎皮質結節性過形成 
・肺胞マクロファージ集簇 a 
・下垂体前葉過形成 

750 ppm 以上 ・体重増加抑制 
・肝細胞肥大 
・好酸性変異肝細胞巣 
・混合型変異肝細胞巣 b 

・体重増加抑制 

150 ppm 以上 150 ppm 以下 
毒性所見なし 

・卵巣嚢胞 
30 ppm 毒性所見なし 

a：統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 
b：750 ppm 投与群では統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 

 
表 58 2 年間発がん性試験（ラット）における副腎皮質腫瘍及び卵巣腫瘍の 

発生頻度 

性別 雄 雌 
投与群（ppm） 0 30 150 750 1,500 0 30 150 750 1,500

検査動物数 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 
副腎 
皮質 

腺腫 1 2 3 5 6 3 2 2 3 10 
癌 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

卵巣 
顆粒膜莢

膜細胞腫 
 2 4 2 10* 13 **

*：p<0.05、**：p<0.01（Fisher の直接確率検定） 

 

 
（５）18 か月間発がん性試験（マウス） 

C57BL/6N マウス（主群：一群雌雄各 50 匹、衛星群：一群雌雄各 10 匹）を

用いた混餌（原体：0、1、5、200 及び 500(雄)/1,000(雌) ppm：平均検体摂取

量は表 59 参照）投与による 18 か月間発がん性試験が実施された。なお、本試

験では、対照群が 2 群設けられた。 

 
表 59 18 か月間発がん性試験（マウス）の平均検体摂取量 

投与群 1 ppm 5 ppm 200 ppm 500 ppm 1,000 ppm
平均検体摂取量 

（mg/kg 体重/日） 
雄 0.12 0.69 28.1 72.2  
雌 0.22 0.92 42.4  214 

 
各投与群で認められた毒性所見（非腫瘍性病変）は表 60 に、肝及び腎腫瘍の

発生頻度は表 61 に示されている。 

検体投与に関連した腫瘍性病変として、500 ppm 投与群の雄及び 1,000 ppm

投与群の雌において肝細胞腺腫及び肝細胞癌の発生頻度増加がみられた。500 
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ppm 投与群の雄において、腎臓の移行上皮乳頭腫の発生頻度が統計学的に有意

な上昇を示したが、移行上皮乳頭腫は対照群を含む各群の雌雄に発生がみられ

ることから、検体投与による影響ではないと考えられた。 

本試験において、200 ppm 以上投与群の雌雄で肝絶対及び比重量増加等が認

められたので、無毒性量は雌雄とも 5 ppm（雄：0.69 mg/kg 体重/日、雌：0.92 

mg/kg 体重/日）であると考えられた。（参照 36、55、56） 
（肝腫瘍の発生機序に関しては［14.(3)］を参照。） 

 
表 60 18 か月間発がん性試験（マウス）で認められた毒性所見（非腫瘍性病変） 

投与群 雄 雌 
1,000 ppm  ・腹部伸展 

・一般状態不活発化 a 
・好酸性変異肝細胞巣 
・肝細胞過形成 

500 ppm 以上  ・肝細胞過形成 a 
・好酸性変異肝細胞巣 
・小葉中心性肝細胞肥大 

 

200 ppm 以上 ・体重増加抑制 
・肝絶対及び比重量増加 

・体重増加抑制 
・肝絶対及び比重量増加 

5 ppm 以下 毒性所見なし 毒性所見なし 
a：統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 
 

表 61 18 か月間発がん性試験（マウス）における肝腫瘍及び腎腫瘍の発生頻度 

*：p<0.05、**：p<0.01（Fisher の直接確率検定） 

 
１２．生殖発生毒性試験 

（１）2世代繁殖試験（ラット） 

Wistar ラット（一群雌雄各 25 匹）を用いた混餌（原体：0、10、25 及び

250 ppm、平均検体摂取量：表 62 参照）投与による 2 世代繁殖試験が実施され

た。なお、本試験では、P 世代の第 1 産児（F1a）で継代させ、第 2 産児

（F1b）については離乳まで観察した後、試験から除外された。 

 

性別 雄 雌 

投与群（ppm） 0 0 1 5 200 500 0 0 1 5 200 1,000

検査動物数 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 

肝

臓 
肝細胞腺腫 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 5 * 

肝細胞癌 1 0 0 0 3 33 ** 0 1 1 1 1 33 **

腎

臓 
移行上皮乳頭腫 0 3 1 1 1 7 * 1 3 4 1 4 4 

移行上皮癌 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 
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表 62 2 世代繁殖試験（ラット）の平均検体摂取量 

投与群 10 ppm 25 ppm 250 ppm 

平均検体摂取量 
（mg/kg 体重/日） 

P 世代 
雄 0.9 2.4 24.1 

雌 1.0 2.6 25.8 

F1世代
雄 0.8 1.9 20.1 

雌 0.9 2.2 22.0 

 
各投与群で認められた毒性所見は表 63 に示されている。 

本試験において、親動物では 250 ppm 投与群の P 及び F1 世代の雄で授胎率

低下等が、P 及び F1世代雌で膣出血等が、さらに P 世代の雌では妊娠期間延長、

出産率低下等が認められ、F1 及び F2 児動物では死産児数増加等が認められたの

で、一般毒性及び繁殖能に対する無毒性量は、親動物及び児動物とも 25 ppm

（P 雄：2.4 mg/kg 体重/日、P 雌：2.6 mg/kg 体重/日、F1雄：1.9 mg/kg 体重/
日、F1雌：2.2 mg/kg 体重/日）であると考えられた。（参照 37、56） 

 
表 63 2 世代繁殖試験（ラット）で認められた毒性所見 

投与群 
親：P、児：F1a、F1b 親：F1、児：F2 

雄 雌 雄 雌 

親 
動 
物 

250 
ppm 

・授胎率低下§(F1b) ・膣出血§ 
(6 例、F1a妊娠中) 

・死亡§ 
(2 例、F1a妊娠中、

妊娠 23 及び 25 日)
・摂餌量減少 

(F1a哺育中) 
・妊娠期間延長 

(F1a妊娠時) 
・全児死産 

(4 例、F1a出産時、

妊娠 24 又は 25 日)
・出産率低下 

(F1a出産時) 
・児動物の喰殺 

(F1b出産後 1 日) 

・体重増加抑制、摂

餌量減少(生育期間) 
・授胎率低下 
 

・膣出血§ 
(1 例、妊娠中) 

・肝絶対及び比重量 
増加 

・児動物の喰殺 
(F2出産後 1~4 日) 

 

25 ppm 
以下 

毒性所見なし 毒性所見なし 毒性所見なし 毒性所見なし 

児

動

物 

250 
ppm 

・死産児数増加、生産児数減少 
・体重増加抑制 (哺育 7~14 日) 
・不活発§(F1a生後 1 日) 

・死産児数増加、生産児数減少 
・哺育 4 及び 21 日生存率低下 
・体重増加抑制 (哺育 7~21 日)  

25 ppm 
以下 

毒性所見なし 毒性所見なし 

§：統計学的有意差はないが、毒性所見と判断した。 
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（２）発生毒性試験（ラット）① 

Wistar ラット（一群雌 21～24 匹）の妊娠 6～15 日に強制経口（原体：0、5、

15 及び 45 mg/kg 体重/日、溶媒：0.5%CMC 再蒸留水液）投与して発生毒性試

験が実施された。 

各投与群で認められた毒性所見は表 64 に示されている。 

本試験において、15 mg/kg 体重/日以上投与群の母動物で胎盤重量増加が、胎

児で 14 肋骨増加が認められたので、無毒性量は母動物及び胎児とも 5 mg/kg 体

重/日であると考えられた。（参照 38、56） 

 
表 64 発生毒性試験（ラット）①で認められた毒性所見 

投与群 母動物 胎児 
45 mg/kg 体重/日  ・後期吸収胚数増加 

・痕跡状過剰肋骨増加 
15 mg/kg 体重/日以上 ・胎盤重量増加 ・14 肋骨増加 
5 mg/kg 体重/日 毒性所見なし 毒性所見なし 

 

（３）発生毒性試験（ラット）②＜参考資料4＞ 

Wistar ラット（一群雌 9～10 匹）の妊娠 6～19 日に強制経口（原体：0、45、

60 及び 75 mg/kg 体重/日、溶媒：0.5%CMC 再蒸留水液）投与して発生毒性試

験が実施された。本試験は、エポキシコナゾールの母動物に対する毒性の詳細

を検討する目的で実施されたものであり、妊娠 20 日に母動物の剖検、血液学的

検査及び血液生化学的検査を行い、胎児の観察は行われなかった。 

各投与群で認められた毒性所見は表 65 に示されている。 

本試験において、全投与群の母動物で体重増加抑制及び摂餌量減少が観察さ

れ、貧血所見及び肝機能の変動がみられた。（参照 39、56） 

 

                                            
4 本試験は母体毒性の詳細を把握するために実施された試験であり、胎児の観察は実施されていない

ため参考資料とした。 
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表 65 発生毒性試験（ラット）②で認められた毒性所見 

投与群 母動物 
75 mg/kg 体重/日 ・肝比重量増加 
60 mg/kg 体重/日以上 ・膣出血 a 

・PLT 減少 
・ALT 減少 

45 mg/kg 体重/日以上 ・体重増加抑制 b 
・摂餌量減少 
・RBC、Hb 及び Ht 減少 
・AST 増加 
・TP、Alb 及び Glob 減少 
・Glu 増加 

a：60 mg/kg 体重/日投与群で 1 例、75 mg/kg 体重/日投与群で 4 例、いずれも統計 
  学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 

b：45 及び 60 mg/kg 体重/日投与群では統計学的有意差はないが、毒性影響と判断 
  した。 

 
（４）発生毒性試験（ラット）③＜参考資料5＞ 

Wistar ラット（一群雌 19～22 匹）の妊娠 6～19 日に、バッチ#1 及び#2 の

原体（0 及び 180 mg/kg 体重/日、溶媒：0.5%CMC 再蒸留水液）を強制経口投

与して発生毒性試験が実施された。 

本試験では、純度の異なる 2 つのバッチ（#1：純度 94.7%、#2：純度

99.8%）の原体を用いて、ラットの母動物及び胎児に対する影響について比較検

討された。 

各投与群で認められた毒性所見は表 66 に示されている。 

バッチ#1 投与群では、母動物にホルモン不均衡、貧血、肝機能に対する影響、

体重増加抑制及び摂餌量減少、胎盤重量の顕著な増加等の毒性が発現した。同

群の胎児では、後期吸収胚数が著しく増加し、外表奇形、骨格奇形及び骨格変

異の発現頻度増加が認められた。全身浮腫がみられた胎児には、ドーム頭、異

常回転肢又は巨舌の併発がみられた。バッチ#2 投与群の母動物及び胎児におい

ても同様の毒性影響が認められたことから、両検体間に明らかな毒性学的差異

はないものと考えられた。（参照 40、55、56） 

 

                                            
5 本試験は、純度の異なる 2 つの原体を用いて 1 用量のみで実施された試験であるため、参考資料と
した。 
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表 66 発生毒性試験（ラット）③で認められた毒性所見 

投与群 
バッチ#1：純度 94.7% 

180 mg/kg 体重/日 
バッチ#2：純度 99.8% 

180 mg/kg 体重/日 

母動物 

・膣出血 (6 例) a及び立毛 (3 例) a 
・体重増加抑制 (妊娠 6~20 日) 
・摂餌量減少 (妊娠 6~20 日) 
・RBC､Hb 及び Ht 減少 
・MCHC 及び PLT 減少 
・PT 延長 
・AST 及び無機リン増加 
・ALP、カリウム、TP、Alb、 

Glob 及びマグネシウム減少 
・エストラジオール、プロゲステ 

ロン及びプロラクチン減少 
・脾腫 (1 例) a 
・胎盤重量増加 

・膣出血 (2 例) a及び立毛 (1 例) a 
・体重増加抑制(妊娠 6~8、19~20 日)
・摂餌量減少 (妊娠 15~20 日) 
・MCHC 及び PLT 減少 
・PT 延長 
・AST 及び Ure 増加 
・ALT、カリウム、TP、Alba、 

Glob 及びマグネシウム減少 
・エストラジオール、プロゲステ 

ロン及びプロラクチン減少 
・脾腫 (1 例) a 
・胎盤重量増加 
 

胎児 

・後期吸収胚数増加 
・生存胎児数減少 
・外表奇形［全身浮腫 (5 例/4 腹)、 

口蓋裂 (2 例/1 腹) a等］ 
・骨格奇形［上腕骨三角筋粗面の 

欠損 (24 例/12 腹)又は小型化  
(12 例/10 腹)］ 

・骨格変異 (舌骨未骨化、蝶形骨 
基底骨化不全、腰椎弓未骨化、 
胸骨分節未骨化、14 肋骨及び 
頚肋) 増加 

・後期吸収胚数増加 
・生存胎児数減少 
・外表奇形［全身浮腫 (2 例/2 腹) a、

口蓋裂 (1 例/1 腹) a］ 
・骨格変異 (蝶形骨基底骨化不全、 

腰椎弓未骨化、胸骨分節未骨化、 
14 肋骨及び頚肋) 増加 

 

a：統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 

 
（５）発生毒性試験（ラット）④ 

Wistar ラット（一群雌 23～25 匹）の妊娠 6～15 日に経皮（原体：100、400

及び 1,000 mg/kg 体重/日、6 時間/日、溶媒：0.5%CMC 水溶液）投与して発生

毒性試験が実施された。 
胎児の外表検査において、1,000 mg/kg 体重 /日投与群で口蓋裂が 1 例

（0.3%）みられた。発現頻度は背景データの範囲（0～0.4%）内であったが、

経口投与による発生毒性試験（［12.(2)］の用量設定試験及び［12.(4)］）で

も発現がみられたことから、検体投与による影響と考えられた。 

本試験において、1,000 mg/kg 体重/日投与群の母動物で胎盤重量増加が、胎

児で口蓋裂の発現及び骨格変異（14 肋骨及び頚肋）の増加が認められたので、

無毒性量は母動物及び胎児とも 400 mg/kg 体重/日であると考えられた。（参照

41、56） 

 
（６）発生毒性試験（ウサギ） 

ヒマラヤウサギ（一群雌 13～15 匹）の妊娠 7～19 日に強制経口（原体：0、
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5、20 及び 80 mg/kg 体重/日、溶媒：0.5%CMC 水溶液）投与して、発生毒性試

験が実施された。 

各投与群で認められた毒性所見は表 67 に示されている。 

本試験において、母動物では 20 mg/kg 体重/日以上投与群で体重増加抑制等

がみられ、胎児では 80 mg/kg 体重/日投与群で早期吸収胚数の増加が認められ

たので、無毒性量は母動物で 5 mg/kg 体重/日、胎児で 20mg/kg 体重/日である

と考えられた。（参照 42、55、56） 

 
表 67 発生毒性試験（ウサギ）で認められた毒性所見 

投与群 母動物 胎児 
80 mg/kg 体重/日  ・早期吸収胚数増加 
20 mg/kg 体重/日 
以上 

・出血（1 例）a 
・体重増加抑制 b 

・摂餌量減少 

20 mg/kg 体重/日以下 
毒性所見なし 

5 mg/kg 体重/日 毒性所見なし 
a 統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 
b 20 mg/kg 体重/日投与群で統計学的有意差はないが、毒性影響と判断した。 

 
１３．遺伝毒性試験 

エポキシコナゾール（原体）の細菌を用いた復帰突然変異試験、チャイニーズ

ハムスター卵巣由来細胞（CHO）を用いた染色体異常試験及び遺伝子突然変異試

験、ラット初代培養肝細胞を用いた UDS 試験、マウスを用いた小核試験並びにラ

ット及びマウスを用いた DNA 付加体形成試験が実施された。 

結果は表 68 に示されているとおり、全て陰性であったことから、エポキシコナ

ゾールに遺伝毒性はないものと考えられた。（参照 43～49、55、56）
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表 68 遺伝毒性試験概要（原体） 

試験 対象 処理濃度・投与量 結果 

in 
vitro 

復帰突然 
変異試験 

Salmonella typhimurium 
（TA98､TA100､ 

TA1535、TA1537 株） 

20~5,000 g/ﾌﾟﾚｰﾄ（+/-S9） 
陰性 

復帰突然 
変異試験 

Escherichia coli 
（WP2 uvrA 株） 

20~5,000 g/ﾌﾟﾚｰﾄ（+/-S9） 
陰性 

染色体 
異常試験 

チャイニーズハムスター 
卵巣由来 CHO 細胞 

10~140 g/mL（+/-S9） 
陰性 

遺伝子突然

変異試験 

チャイニーズハムスター 
卵巣由来細胞 
（CHO-K1-BH4株） 
（Hprt 遺伝子座） 

0.05~1.0 mg/mL（+/-S9） 

陰性 

UDS 試験 ラット初代培養肝細胞 0.15~150 g/mL 陰性 

in 
vivo 

小核試験 
NMRI マウス（骨髄細胞）

（一群雌雄各 5 匹） 
200、1,000、5,000 mg/kg 体重 
（単回経口投与） 

陰性 

DNA 付加体

形成試験 

Wistar ラット（雌 3 匹） 
C57BL マウス（雄 12 匹）

ラット：1,500 ppm で 24 日間混餌 
投与後、14C 標識体を 131  
mg/kg 体重で単回経口投与 

マウス：500 ppm で 24 日間混餌 
投与後、14C 標識体を 27.8  
mg/kg 体重で単回経口投与 

陰性 

+/-S9：代謝活性化系存在下及び非存在下 
 
１４．その他の試験 

（１）ラットのホルモン産生能に対する影響試験 

① 血中ホルモン濃度の測定 

Wistar ラット（一群雄 10 匹、雌 20 匹）にエポキシコナゾールを 0、1,500

及び 3,000 ppm の用量で 4～6 日間若しくは 4 週間混餌投与して又は 200 
mg/kg 体重/日で 4～6 日間強制経口投与して、血中ホルモン濃度の変化につい

て検討された。さらに、雌の発情周期に対する影響についても検討された。 

3,000 ppm の 4 週間投与群の雌雄におけるホルモン濃度の変化は表 69 に示さ

れている。 

投与開始直後に、全投与群の雌において発情周期が延長し、大部分の雌で発

情周期は不規則となった。これは投与 4 日後に認められたホルモン濃度の変化

に対応しており、雌では少なくとも投与 1 週間以内にホルモンの不均衡が誘発

されたことが示唆された。 

雌雄のラットでアンドロゲン性ステロイドの増加、副腎皮質ステロイド（コ

ルチコステロン及びアルドステロン）の減少及び ACTH の増加がみられた。雌

ではエストラジオールが減少し、特に発情間期に LH 及び FSH が増加した。雄

及び発情前期の雌ではプロラクチンが減少した。 
アンドロゲン性ステロイドの増加、エストラジオールの減少並びに LH 及び
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FSH の増加がみられたことから、エポキシコナゾールによるアロマターゼ阻害

作用が示唆された。副腎皮質ステロイド（コルチコステロン及びアルドステロ

ン）の減少及び ACTH の増加がみられたことから、11-又は 12-ヒドロキシラー

ゼの活性阻害が考えられた。（参照 51、53） 
 

表 69 3,000 ppm の 4 週間投与群の雌雄におけるホルモン濃度の変化 

（対照群の値に対する%） 

ホルモン 雄 
雌 

発情間期 発情前期 

テストステロン 124   

DHEA 94 270*** 150** 

アンドロステンジオン 170* 470*** 232 

エストラジオール 67 14* 21** 

LH 117 224*** 117 

FSH 207** 129** 106 

プロラクチン 44* 105 44** 

コルチコステロン 59* 83 36*** 

アルドステロン 75 37 15*** 

ACTH 127 309* 145* 
*：p<0.05、**：p<0.01、***：p<0.001 
DHEA：デヒドロエピアンドロステロン 

 
② In vitro における卵巣及び副腎ステロイド並びに下垂体ホルモン（プロラク

チン）に対する影響試験 

ラットの顆粒膜細胞、副腎細胞及び下垂体細胞、ヒトの顆粒膜細胞及び副腎

細胞並びにブタの黄体細胞及び副腎細胞を用い、エストラジオール、プロゲス

テロン、コルチコステロン、コルチゾール、17-OH-プロゲステロン及びプロラ

クチンの産生に対するエポキシコナゾールの影響について検討された。陽性対

照としてケトコナゾール（副腎ステロイド合成阻害剤）及びドーパミン（プロ

ラクチン分泌抑制剤）が用いられた。 

各ホルモンの産生に対する影響は表 70 に示されている。 

いずれの動物種の細胞においても、エポキシコナゾールのアロマターゼ阻害

作用が認められたが、その作用には種差が認められ、ヒト顆粒膜細胞はブタ黄

体細胞及びラット顆粒膜細胞より感受性が低かった。エポキシコナゾールの副

腎ステロイド産生阻害作用はケトコナゾールよりも弱かった。エポキシコナゾ

ールは 17-ヒドロキシラーゼ酵素活性に対して中等度の阻害作用を有することが

示された。 

また、in vivo 試験［14.(1)①］において、発情前期の雌ではプロラクチンの

減少がみられたが、in vitro 試験では、ラットの下垂体細胞におけるプロラクチ

ン分泌への影響はみられなかった。（参照 51、53） 
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表 70 各ホルモン産生に対する影響 

ホルモン 細胞 
エポキシコナゾール

処理濃度(mol/L) 
基礎分泌量に対する%

エストラジオール 

ラット顆粒膜細胞 

0 (DMSO) 425 

0.1 125 

1 100 

ヒト顆粒膜細胞 
0 (DMSO) 360 

1 250 

ブタ黄体細胞 

0 (DMSO) 130 

0.01 75 

0.1 25 

1 25 

10 20 

プロゲステロン 

ブタ黄体細胞 

0 (DMSO) 100 

0.01 90 

0.1 80 

1 70 

10 40 

ラット副腎細胞 

0 (DMSO) 2,000 

0.01 1,900 

0.1 1,750 

1 2,200 

ケトコナゾール(1 mol/L) 1,000 

17-OH-プロゲステロン ブタ副腎細胞 

0 (DMSO) 330 

0.01 330 

0.1 370 

1 450 

ケトコナゾール(1 mol/L) 120 

コルチゾール ブタ副腎細胞 

0 (DMSO) 500 

0.01 500 

0.1 480 

1 180 

ケトコナゾール(1 mol/L) 125 

コルチコステロン ラット副腎細胞 

0 (DMSO) 825 

0.01 825 

0.1 875 

1 925 

ケトコナゾール(1 mol/L) 100 

プロラクチン ラット下垂体細胞 

0 (DMSO) 210 

0.01 190 

0.1 220 



53 
 

1 225 

ドーパミン (1 mol/L) 100 
 
③ In vitro におけるアロマターゼ活性に対する影響試験 

ラット及びヒトの顆粒膜細胞を用い、エストラジオールを免疫学的手法で測

定し、エポキシコナゾールのアロマターゼ活性に及ぼす影響について検討され

た。陽性対照としてボロゾールが用いられた。 

アロマターゼ活性に対する影響は表 71 に示されている。 

いずれの細胞においてもエポキシコナゾールのアロマターゼ阻害作用が認め

られたが、その作用には種差がみられ、ラットの顆粒膜細胞の感受性はヒトの

顆粒膜細胞と比べて 10～100 倍高かった。（参照 51、53） 
 

表 71 アロマターゼ活性に対する影響（対照区に対する%） 

被験物質 エタノール エポキシコナゾール ボロゾール 

濃度(mol/L) 不明 10-8 10-7 10-6 10-4 10-7 

ヒト顆粒膜細胞 100 93 - 84 6.2 13.6 

ラット顆粒膜細胞 80 70 15 10 10 10 
-：測定されず 

 
（２）ラットにおける肝酵素誘導能検討試験 

Wistar ラット（一群雌雄各 5 匹）にエポキシコナゾールを 0、50、225、

1,000 及び 4,500 ppm の用量で 14 日間混餌投与して、エポキシコナゾールの肝

酵素誘導能について検討された。陽性対照群（雌雄各 5 匹）には、フェノバル

ビタールを 50 mg/kg 体重/日の用量で 14 日間腹腔内投与した。なお、4,500 

ppm 投与群で投与第 1 週に著しい体重減少及び摂餌量減少がみられたため、投

与を中止して同群の動物は検査から除外した。 

結果の概要は表 72 に示されている。 

1,000 ppm 投与群では、顕著な肝比重量増加及び肝ミクロソームのシトクロ

ム P450 誘導並びに第 1 相及び 2 相肝酵素の誘導が認められ、肝酵素誘導の程

度は、陽性対照群と同等又はそれ以上であった。225 ppm 投与群においても肝

酵素誘導は認められたが、陽性対照群よりも誘導の程度は弱かった。50 pm 投

与群では肝重量及び酵素活性は対照群より高い値を示したが、雌のシトクロム

P450 誘導を除き、統計学的有意差はみられなかった。（参照 51、53） 
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表 72 結果の概要 

被験物質 エポキシコナゾール 
フェノバル 

ビタール 

投与量 0 ppm 50 ppm 225 ppm 1,000 ppm 50 mg/kg 

性別 雄 雌 雄 雌 雄 雌 雄 雌 雄 雌 

肝絶対重量 

(g) 
14.1 7.7 15.6 8.4 15.7 8.9 17.7 10.6 16.1 9.2 

肝比重量 

(%) 
4.00 3.40 4.32 3.57 4.51* 3.79 5.25** 4.65** 4.69** 4.02*

P450 

(nmol/mg 

protein) 

0.61 0.49 0.70 0.62** 0.72* 0.66** 1.18** 0.76** 1.24** 0.94**

ミクロソーム 

タンパク質 

(mg/g 肝) 

29.0 29.7 26.8 27.9 31.0 29.9 36.4** 34.3** 35.4** 33.7**

AH 活性 

(nmol/h/mg 

protein) 

23.4 12.4 26.9 14.9 28.4 17.9 37.6** 28.4** 61.0** 39.8**

APDM 活性 

(mol/h/mg 

protein) 

365 163 390 169 491** 216 735** 408** 1,038** 598**

p-NP-GT活性 

(mol/h/mg 

protein) 

196 118 260 137 256 169** 360** 243** 261 164**

GST 活性 

(mol/min/

mgprotein) 

1.20 1.02 1.45 1.18 1.80 2.14** 3.05** 2.52** 2.87** 2.29**

*：p<0.05、**：p<0.01 
AH：アニリンヒドロキシラーゼ 
APDM：アミノピリン N-デメチラーゼ 
p-NP-GT：p-ニトロフェノール-グルクロニル-トランスフェラーゼ 

 
（３）マウスにおける肝酵素誘導能検討試験 

B6C3F1 マウス（一群雌雄各 10 匹）にエポキシコナゾールを 0、10、30、90

及び 270 ppm の用量で 14 日間混餌投与して、エポキシコナゾールの肝酵素誘

導能について検討された。陽性対照群（雌雄各 10 匹）には、フェノバルビター

ルを 50 mg/kg 体重/日の用量で 14 日間腹腔内投与した。 
結果の概要は表 73 に示されている。 

肝酵素誘導の程度は、雄より雌においてやや強かった。270 ppm 投与群では、

肝比重量増加及び肝ミクロソームのシトクロム P450 誘導並びに第 1 相酵素及

び GST 誘導が認められ、肝酵素誘導の程度は陽性対照群と同等又はそれ以上で
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あった。90 及び 30 ppm 投与群においても肝酵素誘導は認められたが、陽性対

照群よりも誘導の程度は弱かった。10 ppm 投与群では主に雌において第 1 相酵

素活性の上昇が認められたが、その程度は僅かであり、適応的変動と考えられ

た。（参照 51、53） 

 
表 73 結果の概要 

被験物質 エポキシコナゾール 
フェノバルビ

タール 

投与量 0 ppm 10 ppm 30 ppm 90 ppm 270 ppm 50 mg/kg 

性別 雄 雌 雄 雌 雄 雌 雄 雌 雄 雌 雄 雌 

肝絶対重量 

(g) 
1.36 1.32 1.40 1.29 1.48 1.27 1.60 1.37 1.81 1.61 1.55 1.38

肝比重量 

(%) 
4.98 5.33 5.08 5.81 5.25 5.21 5.79** 5.51 6.42** 6.39** 5.60** 5.81*

P450 

(nmol/mg 

protein) 

0.57 0.53 0.65 0.66** 0.78** 0.78** 0.92** 0.94** 1.27** 1.24** 1.08** 1.13**

ミクロソーム 

タンパク質 

(mg/g 肝) 

22.4 23.7 23.7 25.1 24.0 26.1 24.7 27.9** 26.7* 31.1** 26.6* 30.2**

AH 活性 

(nmol/h/mg 

protein) 

45.8 40.6 50.9 53.2** 53.7* 62.9** 64.0** 72.5** 72.9** 80.9** 71.5** 98.7**

APDM 活性 

(mol/h/mg 

protein) 

0.287 0.275 0.435** 0.481** 0.537** 0.697** 0.679** 0.952** 0.784** 1.08** 0.839** 1.33**

p-NP-GT活性 

(mol/h/mg 

protein) 

0.40 0.30 0.34 0.30 0.32* 0.27 0.31** 0.25 0.26** 0.21 0.27** 0.23

GST 活性 

(mol/min/

mg protein) 

3.47 1.37 3.67 1.40 3.62 1.56* 4.07** 1.78** 4.85** 2.71** 3.77 1.84**

*：p<0.05、**：p<0.01 
AH：アニリンヒドロキシラーゼ 
APDM：アミノピリン N-デメチラーゼ 
p-NP-GT：p-ニトロフェノール-グルクロニル-トランスフェラーゼ 
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Ⅲ．食品健康影響評価 

参照に挙げた資料を用いて、農薬「エポキシコナゾール」の食品健康影響評価

を実施した。 
14C で標識されたエポキシコナゾールのラットを用いた動物体内運命試験の結果、

投与後 48 時間における体内吸収率は、少なくとも雄で 62.4%、雌で 43.2%と算出

された。臓器及び組織への分布は速やかであったが、血液及び脾臓等の臓器では

放射能の減衰は緩やかであった。主に糞中に排泄された。尿中及び胆汁中では未

変化のエポキシコナゾールは検出されず、高用量群の糞中、肝臓及び腎臓で少量

検出された。代謝物として、尿中では K、L、R 及び S、糞中では F、KK 及び

QQ/QQ-i、胆汁中では L-i、PP/PP-i/PP-ii、RR 及び VV、肝臓及び腎臓では B-i、

K、L、R 及び S が認められた。 

ヤギ及びニワトリを用いた動物体内運命試験の結果、投与放射能の乳汁及び卵

への移行並びに組織中残留は低かった。畜産動物の可食部における主な成分は未

変化のエポキシコナゾールであり、10%TRR を超えて検出された代謝物は、BB

（最大 25.3%TRR、ヤギの腎臓）、CC（最大 12.9%TRR、ヤギの肝臓）及び G

（最大 19.6%TRR、ニワトリの筋肉）であった。 
14C で標識されたエポキシコナゾールを用いた植物体内運命試験の結果、残留放

射能の主要成分は未変化のエポキシコナゾールであった。小麦及びバナナでは

10%TRR を超える代謝物は認められなかったが、コーヒー豆では Dd が 19%TRR

検出された。 

エポキシコナゾールを分析対象化合物とした海外における作物残留試験の結果、

最大残留値は冬大麦（種子）の 0.393 mg/kg であった。 

乳牛及び産卵鶏を用いた家畜残留試験の結果、エポキシコナゾールの最大残留

値は全乳で 0.023 g/g、スキムミルクで 0.006 g/g、クリームで 0.16 g/g、肝臓

（乳牛）で 0.25 g/g、卵黄で 9.36 g/g、肝臓（産卵鶏）で 22.3 g/g であった。 

各種毒性試験結果から、エポキシコナゾール投与による影響は、主に肝臓（肝

細胞肥大等）、副腎（副腎皮質脂肪沈着等：ラット）、卵巣（卵巣嚢胞：ラッ

ト）に認められた。神経毒性及び遺伝毒性は認められなかった｡ 

発がん性試験において、雌ラットで副腎皮質腫瘍及び顆粒膜莢膜細胞腫、雌雄

マウスで肝細胞腺腫及び肝細胞癌の発生頻度増加が認められたが、遺伝毒性試験

の結果から腫瘍の発生機序は遺伝毒性によるものとは考え難く、評価に当たり閾

値を設定することは可能であると考えられた。 

ラットを用いた繁殖試験において、最高用量群の雄親動物で授胎率低下が、雌

親動物で膣出血、妊娠期間延長等が認められ、死産児数が増加した。 

ラットを用いた発生毒性試験においては、母動物で胎盤重量の増加が、胎児で

14 肋骨増加が認められた。 
植物体内運命試験及び畜産動物を用いた動物体内運命試験の結果、植物体にお

いて代謝物 Dd が、畜産動物の可食部において代謝物 BB、CC 及び G が
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10%TRR を超えて認められた。エポキシコナゾールの急性経口毒性は弱いことに

加え、代謝物 Dd の急性経口毒性も弱い（参照 57）こと、代謝物 BB 及び CC は

いずれも抱合体でありエポキシコナゾールよりも毒性が強くなるとは考えにくい

こと、代謝物 G はラットにおけるエポキシコナゾールの代謝過程でも生成しうる

と考えられることを総合的に勘案し、これらの代謝物は暴露評価対象物質に含め

ないこととした。以上より、農産物及び畜産物中の暴露評価対象物質をエポキシ

コナゾール（親化合物のみ）と設定した。 

各評価機関の評価結果及び各試験における無毒性量等は表 74 に示されている。 

食品安全委員会は、各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、マウスを用い

た 18 か月間発がん性試験の 0.69 mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠と

して、安全係数 100 で除した 0.0069 mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と

設定した。 

 
ADI 0.0069 mg/kg 体重/日 
（ADI 設定根拠資料） 発がん性試験 
（動物種） マウス 
（期間） 18 か月間 
（投与方法） 混餌 
（無毒性量） 0.69 mg/kg 体重/日 
（安全係数） 100 

 

 

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確

認することとする。 
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表 74 各評価機関の評価結果及び各試験における無毒性量等 

動物種 試験 
投与量 

(mg/kg 体重/日) 

無毒性量 (mg/kg 体重/日) 1) 

EU 米国 食品安全委員会 
参考 

(農薬抄録) 
ラット 

90 日間 
亜急性 

毒性試験 
① 

0、30、90、270、800 
ppm 

雄：7 
雌：8 
 
雌雄：肝細胞肥大等 
 

雄：－ 
雌：8 
 
雄：副腎重量減少 
雌：肝の病理組織学的変

化 

雄：7 
雌：8 
 
雌雄：小葉中心性肝細胞

肥大 

雄：7 
雌：8 
 
雌雄：小葉中心性肝細胞

肥大 

  
雄：0、2、7、20、59
雌：0、3、8、22、67
 

 

90 日間 
亜急性 

神経毒性 
試験 

0、250、750、 
2,000(雄)/3,000(雌)  
ppm 

雄：16 
雌：20 
 
体重及び体重増加量減少

 
 
(神経毒性は認められな

い) 

雄：50 
雌：59 
 
雌雄：体重増加抑制及び

摂餌量減少 
 
(神経毒性は認められな

い) 

雄：50 
雌：227 
 
雄：体重増加抑制 
雌：毒性所見なし 
 
(神経毒性は認められな

い) 

雄：16 
雌：20 
 
雌雄：臨床検査所見 
 
 
(神経毒性は認められな

い) 

  
雄：0、16、50、133 
雌：0、20、59、227 

 
2 年間 

慢性毒性 
試験 

0、 30、 150、 750、

1,500 ppm 
雄：1 
雌：2 
 
雄：PLT 減少 
雌：TG 減少 

 雄：6 
雌：2 
 
雄：PLT 減少等 
雌：TG 減少等 

雄：1 
雌：2 
 
雄：PLT 減少 
雌：TG 減少等 

  
雄：0、1、6、32、67
雌：0、2、9、44、89

 

2 年間 
発がん性 

試験 

0、 30、 150、 750、

1,500 ppm 
雄：6 
雌：2 
 
雄：肝細胞肥大等 
雌：卵巣嚢胞等 
 
副腎皮質腫瘍、顆粒膜莢

膜細胞腫(雌) 

雄：7 
雌：2 
 
雄：体重増加抑制等 
雌：副腎の病理組織学的

変化、卵巣嚢胞 
 
(発がん性の証拠あり) 

雄：6 
雌：2 
 
雄：肝細胞肥大等 
雌：卵巣嚢胞 
 
副腎皮質腫瘍、顆粒膜莢

膜細胞腫発生頻度増加

(雌) 

雄：6 
雌：2 
 
雄：肝細胞肥大等 
雌：卵巣嚢胞 
 
副腎皮質腫瘍、顆粒膜莢

膜細胞腫発生頻度増加

(雌) 

  
雄：0、1、6、34、69
雌：0、2、8、45、90
 
[0、2、7、40、80] 2) 
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動物種 試験 
投与量 

(mg/kg 体重/日) 

無毒性量 (mg/kg 体重/日) 1) 

EU 米国 食品安全委員会 
参考 

(農薬抄録) 
 

2 世代 
繁殖試験 

0、10、25、250 ppm 親動物、児動物、 
繁殖能：2.3 
 
 
 
 
 
親動物：体重増加抑制、

膣出血等 
児動物：生存児数減少等

繁殖能：妊娠期間延長等

親動物、繁殖能、児動物

雄：2.17 
雌：2.41 
 
 
 
 
親動物 
雄：体重増加量減少等 
雌：死亡、膣出血等 
児動物：体重増加抑制等

繁殖能：死産児増加等 
 

親動物、児動物、 
繁殖能： 
P 雄：2.4 
P 雌：2.6 
F1雄：1.9 
F1雌：2.2 
 
親動物 
雄：授胎率低下等 
雌：膣出血等 
児動物：死産児数増加等

繁殖能：妊娠期間延長等

 

親動物、児動物、 
繁殖能： 
 
約 2.3 
 
 
 
親動物 
雄：授胎率低下等 
雌：膣出血等 
児動物：体重増加抑制等 
繁殖能：妊娠期間延長 

 
P 雄：0、0.9、2.4、
24.1 
P 雌：0、1.0、2.6、
25.8 
F1 雄：0、0.8、1.9、
20.1 
F1 雌：0、0.9、2.2、
22.0 

発生毒性 
試験 
① 

0、5、15、45 母動物：15 
胎児：15 
 
母動物：体重増加抑制等

胎児：死亡吸収率増加等

母動物：15 
発生：5 
 
母動物：体重増加量減少

等 
発生：骨格変異増加 
 

母動物：5 
胎児：5 
 
母動物：胎盤重量増加 
胎児：14 肋骨増加 

母動物：5 
胎児：5 
 
母動物：胎盤重量増加 
胎児：骨格変異増加 

マウス 

90 日間 
亜急性 

毒性試験 
① 

0、7.5、125、250、
500、1,000 ppm 

雄：2 
雌：2 
 
雌雄：肝重量増加等 

雄：2 
雌：2 
 
雌雄：肝絶対及び比重量

増加等 

雄：2 
雌：2 
 
雌雄：肝絶対及び比重量

増加等 

雄：2 
雌：2 
 
雌雄：肝絶対及び比重量

増加等 

  
雄：0、2、26、53、
100、204 
雌：0、2、37、80、
146、324 
 
[0 、 2 、 32 、 67 、

123、264] 2) 
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動物種 試験 
投与量 

(mg/kg 体重/日) 

無毒性量 (mg/kg 体重/日) 1) 

EU 米国 食品安全委員会 
参考 

(農薬抄録) 
 

90 日間 
亜急性 

毒性試験 
② 

0、30、90、270 ppm 雄：－ 
雌：－ 
 
雌雄：肝比重量増加 

 雄：－ 
雌：－ 
 
雌雄：TG 及び Chol 
減少等 
 

雄：－ 
雌：－ 
 
雌雄：TG 及び Chol 
減少等 

  
雄：0、6、19、60 
雌：0、9、25、74 

 

90 日間 
亜急性 

毒性試験 
③ 

0、7.5、15、30 ppm 雄：4 
雌：5 
 
雄：TG、Chol 減少 
雌：試験②の 30 ppm 投

与群雌で肝比重量増加 
 

 雄：2 
雌：9 
 
雄：Chol 減少 
雌：毒性所見なし 

雄：2 
雌：9 
 
雄：Chol 減少 
雌：毒性所見なし 

  
雄：0、2、4、7 
雌：0、2、5、9 

 90 日間亜急性毒性試験②及び③の 
総合評価 

4 
 

 雄：2 
雌：5 

雄：2 
雌：5 

 

18 か月間 
発がん性 

試験 

0、1、5、200、 
500(雄)/1,000(雌) ppm

雄：0.7 
雌：0.9 
 
肝重量増加等 
 
 
肝細胞腺腫及び肝細胞癌

(雌雄) 

雌雄：200 ppm 
（検体摂取量不明） 
 
雌雄：肝絶対及び比重量

増加等 
 
(発がん性の証拠あり) 
 

雄：0.69 
雌：0.92 
 
雌雄：肝絶対及び比重量

増加等 
 
肝細胞腺腫及び肝細胞癌

発生頻度増加(雌雄) 

雄：0.69 
雌：0.92 
 
雌雄：肝絶対及び比重量

増加等 
 
肝細胞腺腫及び肝細胞癌

発生頻度増加(雌雄) 
 

  
雄：0、0.12、0.69、
28.1、72.2 
雌：0、0.22、0.92、
42.4、214 
 

ウサギ 

発生毒性 
試験 

0、5、20、80 母動物：5 
胎児：20 
 
母動物：体重増加抑制等

胎児：早期吸収胚数増加

母動物：5 
胎児：20 
 
母動物：体重増加量減少

胎児：早期吸収胚数増加

母動物：5 
胎児：20 
 
母動物：体重増加抑制等

胎児：早期吸収胚数増加

 
 

母動物：5 
胎児：20 
 
母動物：体重増加抑制等 
胎児：早期吸収胚数増加 
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動物種 試験 
投与量 

(mg/kg 体重/日) 

無毒性量 (mg/kg 体重/日) 1) 

EU 米国 食品安全委員会 
参考 

(農薬抄録) 
イヌ 

90 日間 
亜急性 

毒性試験 

0、50、200、800  
ppm 

雄：1.9 
雌：7.8 
 
雌雄：腎尿細管上皮細胞

肥大 
 

雄：6.8 
雌：7.8 
 
雄：Chol、TP 減少等 
雌：肝重量増加等 
 

雄：1.8 
雌：7.8 
 
雌雄：腎尿細管上皮細胞

肥大等 
 

雄：1.8 
雌：7.8 
 
雌雄：腎尿細管上皮細胞

肥大等 

  
雄：0、1.8、6.8、 
  28.2 
雌：0、2.0、7.8、 
  32.3 

 

1 年間 
慢性毒性 

試験 
① 

0、50、500、1,500  
ppm 

雄：－ 
雌：1.6 
 
雄：RBC 減少等 
雌：生化学検査値の変化

等 
 

雄：－ 
雌：1.6 
 
雌雄：低色素性貧血を示

す血液学的パラメータの

変化 

雄：－ 
雌：1.6 
 
雄：RBC 及び Hb 減少等

雌：ALP 増加等 
 

雄：－ 
雌：1.6 
 
雄：RBC 及び Hb 減少等 
雌：ALP 増加等 

  
雄：0、1.6、15、49 
雌：0、1.6、16、51 
 
[雄：0、1.5、14.4、46.1 
雌：0、1.6、16.3、51.4] 2)

 1 年間 
慢性毒性 

試験 
② 

0、10、20、30、40  
ppm 

雄：1.1 
 
雄：毒性所見なし 

雄：1.1 
 

雄：1.1 
 
雄：毒性所見なし 

雄：1.1 
 
雄：毒性所見なし   

雄：0､0.3､0.6､0.9､1.1

 1 年間慢性毒性試験①及び②の 
総合評価 

 雄：1.1 
雌：1.6 

雄：1.1 
雌：1.6 

雄：1.1 
雌：1.6 

ADI（cRfD） 
NOAEL：0.8 (雌雄の平均) 
SF：100 
ADI：0.008 

NOAEL：2 
UF：100 
cRfD：0.02 

NOAEL：0.69 
SF：100 
ADI：0.0069 

 

ADI（cRfD）設定根拠資料 
マウス 18 か月間 
発がん性試験 

ラット 2 年間 
発がん性試験 

マウス 18 か月間 
発がん性試験 

 

ADI：一日摂取許容量 cRfD：慢性参照用量 SF：安全係数 UF：不確実係数 NOAEL：無毒性量 －：無毒性量は設定できない /：記載なし 
1) ：無毒性量欄には、最小毒性量で認められた主な毒性所見等を記した。 
2) ：米国資料に記載されている検体摂取量。 
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＜別紙 1：代謝物/分解物略称＞ 

記号 名称（略称） 化学名 

A 
480M1 

BF480-1 
Ex31､L31 

3-(2-ｸﾛﾙ-4-ﾋﾄﾞﾛｷｼﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-[(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-
1-ｲﾙ)ﾒﾁﾙ]ｵｷｼﾗﾝ 

B 

480M2 
Ref. F 

BF480-2 
ｸﾛﾛﾋﾄﾞﾛｷｼ体 

Ex33､L33､Mu33 
MO7 

3-(2-ｸﾛﾙ-5-ﾋﾄﾞﾛｷｼﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-[(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-
1-ｲﾙ)ﾒﾁﾙ]ｵｷｼﾗﾝ 

B-i 

480M2 
Ⅵ 

R7､R8､R9､R10 
480M68 

3-(2-ｸﾛﾙ-ｘ-ﾋﾄﾞﾛｷｼﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-[(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-
1-ｲﾙ)ﾒﾁﾙ]ｵｷｼﾗﾝ 
 (ｘ=I､VI:3､4､5､6；III:3,6； 480M68:4,5,6) 

C 

480M3 
Ⅷ 

ⅩⅩⅩⅣ 
R10､R11､R47 

Ex32 

x-[3-(2-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-2-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙﾒﾁﾙ)-2- 
ｵｷｼﾗﾆﾙ]-y-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾉﾙ 
［x､y=2､5(VIII､XXXIV)or5､2=480M3］ 

D 

480M4 
Ⅸ 

Ref.B､231 761 
R12､R46 
BF480-11 

BF 480-11-DiaA 
BF 480-11-DiaB 

MO5 

1-(2-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-3-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)- 
1,2-ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｼﾞｵｰﾙ 

F 

480M6 
ⅩⅩⅩⅠ 

R43 
Ex18､L17､LP24 
EyP1/2､MO5/2 

1-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ｴﾀﾉﾝ 

G 

480M7 
BAS480F-ｱﾙｺｰﾙ 

Ex14､L14､Mu14 
S14､Ew14､Ey14 

MO1 

1-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ｴﾀﾉｰﾙ 

K 
480M10 

Ⅴ 
R6,L24/25､Mu24 

3-(2-ｸﾛﾛ-x-硫酸ﾌｪﾆﾙ）-2-[(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-
ｲﾙ-ﾒﾁﾙ)]ｵｷｼﾗﾝ 
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記号 名称（略称） 化学名 

L 

480M11 
B-i のｸﾞﾙｸﾛﾝ酸 

抱合体 
Ⅳ､R5､R17 
L18/20/25 

Mu18/20/25 

3-(2-ｸﾛﾛ-x-α-D-ｸﾞﾙｺﾋﾟﾗﾉｼﾙｳﾛﾝ酸ﾌｪﾆﾙ)-2[(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-(1H-
1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ-ﾒﾁﾙ)]ｵｷｼﾗﾝ (ｘ=3,4,5,6) 

L-i 
C のｸﾞﾙｸﾛﾝ酸 

抱合体 
R18 

3-(2-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-2[(4-ﾌﾙｵﾛ-x-α-D-ｸﾞﾙｺﾋﾟﾗﾉｼﾙｳﾛﾝ酸ﾌｪﾆﾙ)-2-(1H-
1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ-ﾒﾁﾙ)]ｵｷｼﾗﾝ (ｘ=3,4,5,6) 

M 
480M12 

L29 

1-(2-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-1-(ﾒﾁﾙｽﾙﾌｧﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-3-(1H-1,2,4- 
ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)-2-ﾌﾟﾛﾊﾟﾉｰﾙ 

N 

480M13 
ⅩⅩⅢ 

R31､R32､R33 
Ex14､LP13/14 

EyP1/2/3/4 

[1-(2-ｸﾛﾛ-ｘ-ﾋﾄﾞﾛｷｼﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-3-(1H-
1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]ｼｽﾃｲﾝ 

O 
480M15 

EyP4/5､LP15 

N-(2-ｱﾐﾉ-3-{[1-(2-ｸﾛﾛ-ｘ-ﾋﾄﾞﾛｷｼﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ
-3-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]ｽﾙﾌｧﾆﾙ}ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝ)-β-ｱﾗﾆﾝ 

P 
480M16 

Ex17 

1-(2-ｸﾛﾛ-ｘ-ｼｽﾃｲﾝ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-3-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ) -
1,2-ｼﾞﾋﾄﾞﾛｷｼﾌﾟﾛﾊﾟﾉｰﾙ (ｘ=3,4,5,6) 

Q 
480M17 
Eｘ18/19 

[1-(2-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-2- (4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-3-(1H-1,2,4- 
ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]ｼｽﾃｲﾝ 

R 

480M18 
Ⅱ 
R2 

thio-BF480-11 

1-(2-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-1-ｽﾙﾌｧﾆﾙ-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-3-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-
ｲﾙ)-2-ﾌﾟﾛﾊﾟﾉｰﾙ 

S 

480M19 
Ⅲ 
R3 

Ex21/25 

3-ｸﾛﾛ-4-[2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-1-(ﾒﾁﾙｽﾙﾌｧﾆﾙ)-3- 
(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]ﾌｪﾉｰﾙ 

T 
480M20 

Ex22 

N-ｱｾﾁﾙ[1-(2-ｸﾛﾛ-x-ﾋﾄﾞﾛｷｼﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-3-
(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]ｼｽﾃｲﾝ  (x=3,4,5,6) 

Y 
480M23 

Ex27 

N-ｱｾﾁﾙ{x-ｸﾛﾛ-y-[2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)- 3-1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ) 
ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]ﾌｪﾆﾙ}ｼｽﾃｲﾝ (x,y=3,4 or 2,3 or 4,3 or 2,1) 
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記号 名称（略称） 化学名 

Z 
480M25 

L26 

未知物質 MW=57 が抱合した x-ｸﾛﾛ-y-[2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)- 
2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-1-ｽﾙﾌｧﾆﾙ-3- (1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]ﾌｪﾉｰﾙ 
(x,y=2,3 or 3,4 or 4,3 or 3,2) 

BB 
ⅩⅣ 

R15､R16 

(1-{[3-(2-ｸﾛﾛ-ﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ｵｷｼﾗﾆﾙ]ﾒﾁﾙ}-1,2,4- 
ﾄﾘｱｿﾞｰﾘｳﾑｲﾙ)D-1-ﾃﾞｵｷｼｸﾞﾙｺﾋﾟﾗﾉｼﾄﾞｳﾛﾈｰﾄ 

CC 
ⅩⅢ 

R21､R22､R23 

1-(2-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-3-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-
ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ β-D-ｸﾞﾙｺﾋﾟﾗﾉｼﾄﾞｳﾛﾝ酸 

KK 
ⅩⅩⅩ 

R42､R44 
(R42 の異性体) 

2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-1-[2-(ﾒﾁﾙｽﾙﾌｧﾆﾙ)ﾌｪﾆﾙ]-3-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲ
ﾙ)-1,2-ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｼﾞｵｰﾙ 

PP 
ⅩⅥ 
R24 

(2S)-2-ｱﾐﾉ-5-{[(1R)-2-[(ｶﾙﾎﾞｷｼﾒﾁﾙ)ｱﾐﾉ]-1-({[1-(3-ｸﾛﾛ-4- 
[2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-1-ｽﾙﾌｧﾆﾙ-3-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1- 
ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]-6 -ｵｷｿ-2-ｼｸﾛﾍｷｾﾝ-1-ｲﾙ}ｽﾙﾌｧﾆﾙ)ﾒﾁﾙ]-2-ｵｷｿｴﾁﾙ}ｱﾐﾉ)- 
5-ｵｷｿﾍﾟﾝﾀﾉﾝ酸 

PP-i 
ⅩⅤ 
R24 

(2S)-2-ｱﾐﾉ-5-{[(1R)-2-[(ｶﾙﾎﾞｷｼﾒﾁﾙ)ｱﾐﾉ]-1-({[1-(2-ｸﾛﾛ-4-ｽﾙﾌｧﾆﾙ-
5-ｵｷｿ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-3-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ﾌﾟﾛ
ﾋﾟﾙ]ｽﾙﾌｧﾆﾙ}ﾒﾁﾙ)-2-ｵｷｿｴﾁﾙ]ｱﾐﾉ}-5-ｵｷｿﾍﾟﾝﾀﾉﾝ酸 
(x=3,4,5,6) 

PP-ii 
ⅩⅦ 
R24 

4-ｸﾛﾛ-3-[2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-1-R1-3-(1H-1,2,4- 
ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]-6-(R2)ｼｸﾛﾍｷｻ-2,4-ｼﾞｴﾝ-1-ｵｰﾙ 
(R1=SG,R2=SH 又は R1=SH,R2=SG) 

QQ 
ⅩⅩⅨ 

R41 

4-ｸﾛﾛ-3-[2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-1-ｽﾙﾌｧﾆﾙ-3-(1H-1,2,4- 
ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]-6-ｽﾙﾌｧﾆﾙ-3-ｼｸﾛﾍｷｾﾝ-1-ｵﾝ 

QQ-i 
ⅩⅩⅧ 

R41 

4-ｸﾛﾛ-3-[2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-1-ｽﾙﾌｧﾆﾙ-3-(1H-1,2,4- 
ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]-6-ｽﾙﾌｧﾆﾙ-2,4-ｼｸﾛﾍｷｻﾉｰﾙ 

RR 
ⅩⅨ 

R26､R27 

(2S)-2-ｱﾐﾉ-5-{[(1R)-2-[(ｶﾙﾎﾞｷｼﾒﾁﾙ)ｱﾐﾉ]-1-({[1-(2-ｸﾛﾛ-x- 
ﾋﾄﾞﾛｷｼﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)- 2-ﾋﾄﾞﾛｷｼ-3-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-
ｲﾙ)ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ]ｽﾙﾌｧﾆﾙ}ﾒﾁﾙ)-2-ｵｷｿｴﾁﾙ]ｱﾐﾉ}-5-ｵｷｿﾍﾟﾝﾀﾉﾝ酸 
(x=3,4,5,6) 

VV 
ⅩⅩⅥ 

R36､R37､R38 

{x-ｸﾛﾛ-y-[3-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-3- (1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ-ﾒﾁﾙ)- 
2-ｵｷｼﾗﾆﾙ]ﾌｪﾆﾙ}ｼｽﾃｲﾝ (x,y=2,3or3,4or4,3or3,2) 

WW 480M65 
3-(2-ｸﾛﾛ-3-ﾋﾄﾞﾛｷｼﾌｪﾆﾙ)-2- (4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-[(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-
1-ｲﾙ)ﾒﾁﾙ]ｵｷｼﾗﾝのｸﾞﾙｺｰｽ抱合体 

YY 480M66 
3-(2-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛ-x-ﾋﾄﾞﾛｷｼﾌｪﾆﾙ)-2-[(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-
1-ｲﾙ)ﾒﾁﾙ]ｵｷｼﾗﾝのｸﾞﾙｺｰｽ抱合体 (x=2,3) 

ZZ 
480M67 
MO7/8 

3-(2-ｸﾛﾛ-x-ﾋﾄﾞﾛｷｼﾌｪﾆﾙ)-2- (4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2-[(1H-1,2,4- 
ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)ﾒﾁﾙ]ｵｷｼﾗﾝのｸﾞﾙｺｰｽ抱合体 (x=4,5,6) 
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記号 名称（略称） 化学名 

Dd TA 
トリアゾールアラニン 

Ee TAA 
トリアゾール酢酸 

Ff BF 480-entriazole 
1-[(2Z)-3-(2-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-2 ﾌ゚ ﾛﾍ゚ ﾆﾙ]-1H-1,2,4- 
ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ 

Gg BF 480-alcohol 
1-(2-ｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-2-(4-ﾌﾙｵﾛﾌｪﾆﾙ)-1-ﾋﾄﾞﾛｷｼ -3-(1H-1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ-
1-ｲﾙ)ﾌ゚ ﾛﾊ゚ ﾝ 

Hh BF 480-16 
1,2,4-トリアゾール 
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＜別紙 2：検査値等略称＞ 

略称 名称 

ACTH 副腎皮質刺激ホルモン 

AH アニリンヒドロキシラーゼ 

ai 有効成分量（active ingredient） 

Alb アルブミン 

ALP アルカリホスファターゼ 

ALT 
アラニンアミノトランスフェラーゼ 
［=グルタミン酸ピルビン酸トランスアミナーゼ（GPT）］ 

APDM アミノピリン N-デメチラーゼ 

AST 
アスパラギン酸アミノトランスフェラーゼ 
［=グルタミン酸オキサロ酢酸トランスアミナーゼ（GOT）］ 

AUC 薬物濃度曲線下面積 

Chol コレステロール 

Cmax 最高濃度 

CMC カルボキシメチルセルロース 

DHEA デヒドロエピアンドロステロン 

DMSO ジメチルスルホキシド 

FSH 卵胞刺激ホルモン 

GGT 
-グルタミルトランスフェラーゼ 
［=-グルタミルトランスペプチダーゼ（-GTP）］ 

Glob グロブリン 

Glu グルコース（血糖） 

GST グルタチオントランスフェラーゼ 

Hb ヘモグロビン（血色素量） 

Ht ヘマトクリット値［＝血中血球容積（PCV）］ 

LC50 半数致死濃度 

LD50 半数致死量 

LH 黄体形成ホルモン 

MCH 平均赤血球血色素量 

MCHC 平均赤血球血色素濃度 

MCV 平均赤血球容積 

P450 シトクロム P450 

PHI 最終使用から収穫までの日数 

PLT 血小板数 

p-NP-GT p-ニトロフェノール-グルクロニル-トランスフェラーゼ 

PT プロトロンビン時間 

RBC 赤血球数 

T1/2 消失半減期 
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TAR 総投与（処理）放射能 

TG トリグリセリド 

Tmax 最高濃度到達時間 

TP 総蛋白質 

TRR 総残留放射能 

UDS 不定期 DNA 合成 

Ure 尿素 
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＜別紙 3：作物残留試験成績＞ 
－海外ほ場－ 

作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
冬小麦 
(種子) 

1991 年 
英国 

茎葉散布 
SC 

3 
- 

161
31 

125 
188 
125 

438 46 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 

冬小麦 
(種子) 

1991 年 
英国 茎葉散布 

SC 
3 

- 
162
19 

125 
188 
125 

438 63 <0.05 <0.05 

冬小麦 
(種子) 

1991 年 
英国 茎葉散布 

SC 
3 

- 
131
21 

125 
188 
125 

438 58 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 

冬小麦 
(種子) 

1991 年 
英国 

茎葉散布 
SC 

3 
- 

160
25 

125 
188 
125 

438 73 <0.05 <0.05 

冬小麦 
(種子) 

1991 年 
英国 茎葉散布 

SC 
1 - 250 250 65 <0.05 <0.05 

冬小麦 
(種子) 

1992 年 
英国 

茎葉散布 
混合 SE 

2 - 
13 

126 
126 

252 76 <0.05 
<0.05 

<0.05 

冬小麦 
(種子) 

1992 年 
英国 

茎葉散布 
混合 SE 

2 - 
13 

126 
126 252 64 <0.05 

<0.05 <0.05 

冬小麦 
(種子) 

1992 年 
英国 茎葉散布 

SC 
2 - 

12 
125 
125 250 76 <0.05 <0.05 

冬小麦 
(種子) 

1992 年 
英国 茎葉散布 

SC 
2 - 

12 
125 
125 

250 64 <0.05 <0.05 

冬小麦 
(種子) 

1992 年 
英国 

茎葉散布 
SC 

2 - 
9 

250 
250 500 76 

<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 

冬小麦 
(種子) 

1992 年 
英国 茎葉散布 

SC 
2 - 

10 
125 
125 250 74 <0.05 <0.05 

冬小麦 
(種子) 

1992 年 
ドイツ 茎葉散布 

SE 
3~4 

- 
23 
5 
36 

125 
125 
125 
125 

375~500 35 
41 

<0.05/<0.05 
<0.05/<0.05 

<0.05 
<0.05 

冬小麦 
(種子) 

2002 年 

スペ

イン 
茎葉散布 

SC 
1 - 125 125 72 <0.01 <0.01 

冬小麦 
(種子) 

2002 年 
ドイツ 茎葉散布 

SC 
1 - 125 125 68 <0.01 <0.01 

冬小麦 
(種子) 

2002 年 

フラ

ンス 
茎葉散布 

SC 
1 - 125 125 78 <0.01 <0.01 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
冬小麦 
(種子) 

2002 年 
英国 茎葉散布 

SC 
1 - 125 125 96 <0.01 <0.01 

冬小麦 
(種子) 

2000 年 

スペ

イン 
茎葉散布 

SC 
1 - 125 125 34 

42 
0.097 
<0.05 

0.097 
<0.05 

冬小麦 
(種子) 

2000 年 

フラ

ンス 
茎葉散布 

SC 
1 - 125 125 36 

42 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 

冬小麦 
(種子) 

2001 年 

フラ

ンス 
茎葉散布 

SC 
2 - 

37 
125 
125 250 35 

43 
0.03 
0.04 

0.03 
0.04 

冬小麦 
(種子) 

2001 年 

イタ

リア 
茎葉散布 

SC 
2 - 

33 
125 
125 

250 34 
41 

0.03 
0.02 

0.03 
0.02 

冬小麦 
(種子) 

2002 年 

スペ

イン 
茎葉散布 

SC 
2 - 

36 
125 
125 250 36 

42 
<0.01 
<0.01 

<0.01 
<0.01 

冬小麦 
(種子) 

2002 年 

フラ

ンス 
茎葉散布 

SC 
2 - 

33 
125 
125 250 35 

41 
<0.01 
<0.01 

<0.01 
<0.01 

春小麦 
(種子) 

1992 年 
ドイツ 茎葉散布 

SE 
3~4 

- 
7 
7 
21 

125 
125 
125 
125 

375~500 35 
42 

<0.05/<0.05 
<0.05/<0.05 

<0.05 
<0.05 

春大麦 
(種子) 

1991 年 
英国 茎葉散布 

SC 
3 

- 
15 
20 

188 
125 
125 

438 51 <0.05 <0.05 

春大麦 
(種子) 

1991 年 
英国 茎葉散布 

SC 
3 

- 
17 
12 

188 
125 
125 

438 50 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 

春大麦 
(種子) 

1991 年 
英国 

茎葉散布 
SC 

1 - 250 250 68 <0.05 <0.05 

春大麦 
(種子) 

1992 年 
英国 

茎葉散布 
混合 SE 

2 - 
10 

126 
126 252 88 <0.05 

<0.05 <0.05 

春大麦 
(種子) 

1992 年 
英国 

茎葉散布 
混合 SE 

2 - 
7 

126 
126 

252 46 
0.055 
0.051 
<0.05 

<0.05 

春大麦 
(種子) 

1992 年 
英国 

茎葉散布 
SC 

2 - 
10 

125 
125 250 88 <0.05 <0.05 

春大麦 
(種子) 

1992 年 
英国 茎葉散布 

SC 
2 - 

8 
125 
125 250 46 <0.05 <0.05 

春大麦 
(種子) 

1992 年 
英国 茎葉散布 

SC 
2 - 

12 
125 
125 

250 53 <0.05 
<0.05 

<0.05 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 

春大麦 
(種子) 

1992 年 
ドイツ 

茎葉散布 
SE 

3~4 

- 
5 
4 
4 

125 
125 
125 
125 

375~500 35 
42 

<0.05/<0.05 
<0.05/<0.05 

<0.05 
<0.05 

冬大麦 
(種子) 

1991 年 
英国 茎葉散布 

SC 
4 

- 
84 
39 
20 

125 
188 
125 
125 

563 63 <0.05 <0.05 

冬大麦 
(種子) 

1991 年 
英国 茎葉散布 

SC 
4 

- 
137
20 
11 

125 
188 
125 
125 

563 85 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 

冬大麦 
(種子) 

1992 年 
英国 

茎葉散布 
混合 SE 

2 - 
7 

126 
126 252 59 <0.05 

<0.05 <0.05 

冬大麦 
(種子) 

1992 年 
英国 

茎葉散布 
混合 SE 

2 
- 
8 

126 
126 252 67 

<0.05 
<0.05 <0.05 

冬大麦 
(種子) 

1992 年 
英国 茎葉散布 

SC 
2 - 

7 
125 
125 250 59 <0.05 <0.05 

冬大麦 
(種子) 

1992 年 
英国 茎葉散布 

SC 
2 - 

8 
125 
125 250 67 <0.05 <0.05 

冬大麦 
(種子) 

1992 年 
英国 茎葉散布 

SC 
2 

- 
10 

125 
125 250 66 

<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 

冬大麦 
(種子) 

1992 年 
英国 茎葉散布 

SC 
2 - 

12 
250 
250 500 65 <0.05 <0.05 

冬大麦 
(種子) 

2000 年 

スペ

イン 
茎葉散布 

SC 
1 - 125 125 35 

42 
0.294 
0.271 

0.297 
0.271 

冬大麦 
(種子) 

2000 年 

イタ

リア 
茎葉散布 

SC 
1 - 125 125 

35 
42 

0.393 
0.368 

0.393 
0.368 

冬大麦 
(種子) 

2002 年 

フラ

ンス 
茎葉散布 

SC 
2 - 

28 
125 
125 250 35 

50 
<0.01 
<0.01 

<0.01 
<0.01 

冬ライ麦 
(種子) 

1992 年 
ドイツ 茎葉散布 

SE 
3~4 

- 
13 
7 
34 

125 
125 
125 
125 

375~500 35 
42 

<0.05/<0.05 
0.063/0.065 

<0.05 
0.064 

オート麦 
(種子) 

1992 年 
ドイツ 茎葉散布 

SE 
3~4 

- 
13 
15 
24 

125 375~500 
35 
41 

0.057/0.064 
<0.05/0.096 

0.061 
（0.096） 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 

コーヒー 
(豆) 

1995 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

SC 
2 - 

90 
75 
50 125 

15 
30 
45 
60 
75 
90 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 

コーヒー 
(豆) 

1995 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

SC 
2 - 

90 

75 
50 125 45 <0.05 <0.05 

150 
100 250 45 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

1995 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

SC 
2 - 

90 

75 
50 125 35 

45 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 

150 
100 250 45 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

1995 年 

コスタ

リカ 
葉上散布 

ECa 
2 

- 
114

150 
100 250 89 0.008 - 

コーヒー 
(豆) 

1995 年 

コスタ

リカ 
葉上散布 

ECb 
2 - 

114
150 
100 250 89 0.009 - 

コーヒー 
(豆) 

2000 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 1 - 

275 275 45 <0.05 <0.05 

549 549 45 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

2000 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 1 - 

275 275 45 <0.05 <0.05 

549 549 45 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

2000 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 1 - 

275 275 45 <0.05 <0.05 

549 549 45 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

1997 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

SC 
2 - 

60 
75 
50 125 44 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

1997 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

SC 
2 

- 
60 

75 
50 125 45 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

1997 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

SC 
2 - 

60 
75 
50 125 35 

45 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 

コーヒー 
(豆) 

1997 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

SC 
2 - 

60 
375 
250 625 45 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

1997 年 

コロン

ビア 
葉上散布 

SC 
2 - 

32 
75 
50 125 

35 
44 
55 
66 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

コーヒー 
(豆) 

1997 年 

コロン

ビア 
葉上散布 

SC 
2 - 

32 

75 
50 125 45 <0.05 <0.05 

375 
250 625 45 <0.05 <0.05 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
コーヒー 

(豆) 
1997 年 

コスタ

リカ 
葉上散布 

SC 
2 - 

60 
75 
50 125 45 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

1997 年 

ホンジ

ュラス 
葉上散布 

SC 
2 - 

60 
75 
50 

125 45 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

1997 年 

メキ

シコ 
葉上散布 2 - 

60 
75 
50 125 45 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

1997 年 

メキ

シコ 
葉上散布 2 - 

61 
75 
50 125 44 <0.05 <0.05 

コーヒー 
(豆) 

2002 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

CS 
2 - 

90 
75 
50 125 

0 
15 
30 
45 
60 

<0.02 
<0.02 
<0.02 
<0.02 
<0.02 

<0.02 
<0.02 
<0.02 
<0.02 
<0.02 

コーヒー 
(豆) 

2002 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

CS 
2 - 

90 

75 
50 125 45 <0.02 <0.02 

150 
100 250 45 0.02 0.02 

コーヒー 
(豆) 

2002 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

CS 
2 - 

90 

75 
50 125 45 <0.02 <0.02 

150 
100 250 45 0.03 0.03 

コーヒー 
(豆) 

2002 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

CS 
2 - 

90 

75 
50 125 45 <0.02 <0.02 

150 
100 250 45 <0.02 <0.02 

コーヒー 
(豆) 

2002 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 

CS 
2 - 

90 

75 
50 125 45 <0.02 <0.02 

150 
100 250 45 0.02 0.02 

コーヒー 
(豆) 

2005 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 
混合剤 

2 
詳細

不明
177 

147.5 
324.5 

0 
15 
30 
45 
60 

<0.02 
<0.02 
<0.02 
<0.02 
<0.02 

<0.02 
<0.02 
<0.02 
<0.02 
<0.02 

コーヒー 
(豆) 

2005 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 
混合剤 

2 
詳細

不明

177 
147.5 324.5 45 <0.02 <0.02 

177 
147.5 324.5 45 <0.02 <0.02 

コーヒー 
(豆) 

2005 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 
混合剤 

2 
詳細

不明

177 
147.5 324.5 45 <0.02 <0.02 

354 
295 649 45 <0.02 <0.02 

コーヒー 
(豆) 

2005 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 
混合剤 

2 
詳細

不明

177 
147.5 324.5 45 0.03 0.03 

354 
295 649 45 0.03 0.03 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 

コーヒー 
(豆) 

2005 年 

ブラ

ジル 
葉上散布 
混合剤 

2 
詳細

不明

177 
147.5 

324.5 45 <0.02 <0.02 

354 
295 

649 45 <0.02 <0.02 

バナナ 
(果肉) 

1995 年 

コスタ

リカ 

葉上散布 
(房被覆) 

SC b 
4 

- 
21 
54 
22 

150 
150 
150 
150 

600 1 

未熟成： 
0.011 
熟成： 
0.005 

0.008 

バナナ 
(果皮) 

1995 年 

未熟成： 
0.006 
熟成： 
0.010 

0.008 

バナナ 
(葉) 

1995 年 

9.088 
16.481 
12.256 

12.61 

バナナ 
(果肉) 

1995 年 

コスタ

リカ 

葉上散布 
(房被覆) 

SC a 
4 

- 
21 
54 
22 

150 
150 
150 
150 

600 1 

未熟成： 
0.020 
熟成： 
0.006 

0.013 

バナナ 
(果皮) 

1995 年 

未熟成： 
0.028 
熟成： 
0.009 

0.019 

バナナ 
(葉) 

1995 年 

9.853 
12.339 
19.160 

13.784 

バナナ 
(果肉) 

1995 年 

コスタ

リカ 

葉上散布 
(房無被覆) 

SC b 
4 

- 
21 
54 
22 

150 
150 
150 
150 

600 1 

未熟成： 
0.029 
熟成： 
0.020 

0.025 

バナナ 
(果皮) 

1995 年 

未熟成： 
0.071 
熟成： 
0.036 

0.057 

バナナ 
(葉) 

1995 年 

12.797 
10.077 
23.779 
18.764 

16.35 

バナナ 
(果肉) 

1995 年 

コスタ

リカ 

葉上散布 
(房無被覆) 

SC a 
4 

- 
21 
54 
22 

150 
150 
150 
150 

600 1 

未熟成： 
0.012 
熟成： 
0.010 

0.011 

バナナ 
(果皮) 

1995 年 

未熟成： 
0.051 
熟成： 
0.024 

0.038 

バナナ 
(葉) 

1995 年 

19.513 
14.533 
17.283 

17.110 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 

バナナ 
(果肉) 

1995 年 

コスタ

リカ 

葉上散布 
(房無被覆) 

SC b 
4 

- 
21 
54 
22 

150 
150 
150 
150 

600 1 

未熟成： 
0.015 
熟成： 
0.017 

0.016 

バナナ 
(果皮) 

1995 年 

未熟成： 
0.019 
熟成： 
0.032 

0.026 

バナナ 
(全果実) 
1995 年 

未熟成： 
0.034 
熟成： 
0.049 

0.042 

バナナ 
(果肉) 

1995 年 

コスタ

リカ 

葉上散布 
(房無被覆) 

SC a 
4 

- 
21 
54 
22 

150 
150 
150 
150 

600 1 

未熟成： 
0.008 
熟成： 
0.008 

0.008 

バナナ 
(果皮) 

1995 年 

未熟成： 
0.013 
熟成： 
0.013 

0.013 

バナナ 
(全果実) 
1995 年 

未熟成： 
0.021 
熟成： 
0.021 

0.021 

バナナ 
(果肉) 

1995 年 

コスタ

リカ 

葉上散布 
(房被覆) 

SC b 
4 

- 
21 
54 
22 

150 
150 
150 
150 

600 1 

未熟成： 
0.005 
熟成： 
0.005 

0.005 

バナナ 
(果皮) 

1995 年 

未熟成： 
0.005 
熟成： 
0.005 

0.005 

バナナ 
(全果実) 
1995 年 

未熟成： 
0.010 
熟成： 
0.010 

0.010 

バナナ 
(果肉) 

1995 年 

コスタ

リカ 

葉上散布 
(房被覆) 

SC a 
4 

- 
21 
54 
22 

150 
150 
150 
150 

600 1 

未熟成： 
0.006 
熟成： 
0.006 

0.006 

バナナ 
(果皮) 

1995 年 

未熟成： 
0.008 
熟成： 
0.007 

0.008 

バナナ 
(全果実) 
1995 年 

未熟成： 
0.014 
熟成： 
0.013 

0.014 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コスタ

リカ 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 92.8 371.2 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コスタ

リカ 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 92.8 371.2 

0 
5 

0.044 
0.064 

0.044 
0.064 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

0.071 
0.16 

0.071 
0.16 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コスタ

リカ 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 99.2 396.8 

0 
5 
10 
15 
25 

0.026 
<0.025 
0.032 
0.05 
0.043 

.026 
<0.025 
0.032 
0.05 

0.043 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 
10 
15 
25 

<0.025 
0.053 

<0.025 
0.082 
0.054 

<0.025 
0.053 

<0.025 
0.082 
0.054 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コスタ

リカ 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 99.2 396.8 

0 
5 
10 
15 
25 

- 
0.099 
0.17 
0.058 
0.044 

- 
0.099 
0.17 

0.058 
0.044 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 
10 
15 
25 

0.41 
0.17 
0.40 
0.12 
0.079 

0.41 
0.17 
0.40 
0.12 

0.079 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コスタ

リカ 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 91.8 367.2 

0 
5 

- 
<0.025 

- 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
0.033 

<0.025 
0.033 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コスタ

リカ 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 91.8 367.2 

0 
5 

0.15 
0.11 

0.15 
0.11 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

0.21 
0.13 

0.21 
0.13 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 エクア

ドル 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 95.6 382.4 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 エクア

ドル 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 95.6 382.4 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 エクア

ドル 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 87.2 348.8 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
0.035 

<0.025 
0.035 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 エクア

ドル 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 87.2 348.8 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
0.035 

<0.025 
0.035 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 エクア

ドル 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 96.2 384.8 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 エクア

ドル 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 96.2 384.8 

0 
5 

0.036 
0.028 

0.036 
0.028 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

0.044 
0.04 

0.044 
0.04 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コロン

ビア 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 91.6 366.4 

0 
5 
10 
15 
25 

<0.025 
<0.025 
<0.025 
<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 
<0.025 
<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 
10 
15 
25 

<0.025 
<0.025 
<0.025 
<0.025 
0.026 

<0.025 
<0.025 
<0.025 
<0.025 
0.026 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コロン

ビア 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 91.6 366.4 

0 
5 
10 
15 
25 

<0.025 
<0.025 

0.03 
0.028 

<0.025 

<0.025 
<0.025 

0.03 
0.028 

<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 
10 
15 
25 

0.04 
<0.025 
0.049 

<0.025 
<0.025 

0.04 
<0.025 
0.049 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コロン

ビア 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 88.8 355.2 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コロン

ビア 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 88.8 355.2 

0 
5 

0.025 
<0.025 

0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

0.05 
<0.025 

0.05 
<0.025 

          
          
          
          
          
          
          



78 
 

作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 
ホン

ジュ

ラス 

葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 83.8 335.2 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 
ホン

ジュ

ラス 

葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 83.8 335.2 

0 
5 

0.045 
0.05 

0.045 
0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

0.09 
0.076 

0.09 
0.076 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 
ホン

ジュ

ラス 

葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 84.3 337.2 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 
ホン

ジュ

ラス 

葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 84.3 337.2 

0 
5 

0.031 
0.058 

0.031 
0.058 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

0.059 
0.058 

0.059 
0.058 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 グアテ

マラ 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 96.1 384.4 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 グアテ

マラ 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 96.1 384.4 

0 
5 

0.074 
0.11 

0.074 
0.11 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

0.23 
0.18 

0.23 
0.18 



79 
 

作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 メキ

シコ 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 91.5 366 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
0.025 

<0.025 
0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 メキ

シコ 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 91.5 366 

0 
5 

0.041 
0.035 

0.041 
0.035 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

0.072 
0.071 

0.072 
0.071 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コスタ

リカ 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 91.5 366 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コスタ

リカ 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 91.5 366 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 エクア

ドル 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 85.6 342.4 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 エクア

ドル 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 85.6 342.4 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 



80 
 

作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コロン

ビア 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 90.6 362.4 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

1996 年 コロン

ビア 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 90.6 362.4 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
1996 年 

0 
5 

<0.025 
<0.025 

<0.025 
<0.025 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コスタ

リカ 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 101-104 606-624 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コスタ

リカ 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 101-104 606-624 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

          
          
          
          
          



81 
 

作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コスタ

リカ 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 91-94 364-376 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
0.055 
0.06 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
0.055 
0.06 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コスタ

リカ 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 91-94 364-376 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

0.133 
0.107 
0.121 
0.115 
0.12 

0.133 
0.107 
0.121 
0.115 
0.12 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

0.239 
0.152 
0.088 
0.18 
0.1 

0.239 
0.152 
0.088 
0.18 
0.1 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コスタ

リカ 
葉上散布 
(房被覆) 

6 10-15 98-103 588-618 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

          
          
          
          
          
          
          
          
          
          



82 
 

作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コスタ

リカ 
葉上散布 
(房無被覆) 

6 10-15 98-103 588-618 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

エクア

ドル 
葉上散布 
(房被覆) 

6 10-15 100-105 600-630 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

エクア

ドル 
葉上散布 
(房無被覆) 

6 10-15 100-105 600-630 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

          
          
          
          
          
          
          
          
          
          



83 
 

作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

エクア

ドル 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 90-92 360-368 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

エクア

ドル 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 90-92 360-368 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 
3 
5 
7 
10 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 
<0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

エクア

ドル 
葉上散布 
(房被覆) 

6 10-15 99-102 594-612 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

          
          
          
          
          
          
          
          
          
          



84 
 

作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

エクア

ドル 
葉上散布 
(房無被覆) 

6 10-15 99-102 594-612 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コロン

ビア 
葉上散布 
(房被覆) 

6 10-15 102-104 612-624 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コロン

ビア 
葉上散布 
(房無被覆) 

6 10-15 102-104 612-624 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コロン

ビア 
葉上散布 
(房被覆) 

4 10-15 90-92 360-368 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 



85 
 

作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コロン

ビア 
葉上散布 
(房無被覆) 

4 10-15 90-92 360-368 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コロン

ビア 
葉上散布 
(房被覆) 

6 10-15 102-104 612-624 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

コロン

ビア 
葉上散布 
(房無被覆) 

6 10-15 102-104 612-624 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

ホン

ジュ

ラス 

葉上散布 
(房被覆) 

6 10-15 99-100 594-600 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

ホン 
ジュ

ラス 

葉上散布 
(房無被覆) 

6 10-15 99-100 594-600 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

ホン

ジュ

ラス 

葉上散布 
(房被覆) 

6 10-15 99-100 594-600 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

ホン 
ジュ

ラス 

葉上散布 
(房無被覆) 

6 10-15 99-100 594-600 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

グアテ

マラ 
葉上散布 
(房被覆) 

6 10-15 97-101 582-606 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

グアテ

マラ 
葉上散布 
(房無被覆) 

6 10-15 97-101 582-606 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

メキ

シコ 
葉上散布 
(房被覆) 

6 10-15 101-106 606-636 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

メキ

シコ 
葉上散布 
(房無被覆) 

6 10-15 101-106 606-636 

0 0.116 0.116 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 0.098 0.098 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

マルテ

ィニー

ク 

葉上散布 
(房被覆) 

6 10-15 96-100 576-600 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 0.074 0.074 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 
バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

マルテ

ィニー

ク 

葉上散布 
(房無被覆) 

6 10-15 96-100 576-600 

0 0.180 0.180 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 0.230 0.230 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 0.486 0.486 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

マルテ

ィニー

ク 

葉上散布 
(房被覆) 

6 10-15 98-100 588-600 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 <0.05 <0.05 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 0.082 0.082 

バナナ 
(熟成) 
(果肉) 

2002 年 

マルテ

ィニー

ク 

葉上散布 
(房無被覆) 

6 10-15 98-100 588-600 

0 0.098 0.098 

バナナ 
(熟成) 

(全果実) 
2002 年 

0 0.317 0.317 

バナナ 
(熟成) 
(果皮) 

2002 年 

0 0.338 0.338 

だいず 
(子実) 

2002 年 

ブラ

ジル 
SE c 2 14-21 37.5 75 14 <0.02 

0.002 <0.02 

だいず 
(子実) 

2002 年 

ブラ

ジル 
SE c 2 14-21 37.5 75 14 ND 

<0.002 
<0.002 

だいず 
(子実) 

2002 年 

ブラ

ジル 
SE c 2 14-21 37.5 75 14 0.03 0.03 

だいず 
(子実) 

2002 年 

ブラ

ジル 
SE c 2 14-21 37.5 75 14 ND 

<0.002 <0.002 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 

だいず 
(子実) 

2004 年 

ブラ

ジル 
SE c 2 14-21 44 88 

0 
7 
14 
21 
28 

<0.02 
<0.02 
0.02 

<0.02 
<0.02 

0.02 

だいず 
(子実) 

2004 年 

ブラ

ジル 
SE c 2 14-21 44 88 14 0.03 0.03 

だいず 
(子実) 

2005 年 

ブラ

ジル 
SE c 2 14-21 44 88 14 <0.02 <0.02 

だいず 
(子実) 

2005 年 

ブラ

ジル 
SE c 2 14-21 44 88 14 0.02 0.02 

だいず 
(子実) 

2005 年 

ブラ

ジル 
SE c 2 14-21 44 88 14 <0.02 <0.02 

らっかせい 
(子実) 

2005 年 

ブラ

ジル 
SE c 4 14-21 44 176 

7 
14 
21 
28 

ND/<0.006 
ND/<0.006 
ND/<0.006 
ND/<0.006 

<0.006 

らっかせい 
(子実) 

2005 年 

ブラ

ジル 
SE c 4 14-21 44 176 14 ND 

<0.006 <0.006 

らっかせい 
(子実) 

2005 年 

ブラ

ジル 
SE c 4 14-21 44 176 14 ND 

<0.006 
<0.006 

らっかせい 
(子実) 

2005 年 

ブラ

ジル 
SE c 4 14-21 44 176 14 ND 

<0.006 <0.006 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
ECd×1 
茎葉散布 
SEc×5 

1 
+ 
5 

畝間

99 
茎葉

18-20

200 e×1 
 

206 e×5 
77.5 f×5

1230.75 e 

 

387.5 f 

0 
15 
30 
40 

0.020 
0.015 
0.021 
0.017 

0.020 
0.015 
0.021 
0.017 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
ECd×1 
茎葉散布 
SEc×5 

1 
+ 
5 

畝間

115
茎葉

20 

200 e×1 
 

206 e×5 
77.5 f×5

1230.75 e 

 

387.5 f 

0 
15 
30 
40 

0.013 
0.026 
0.025 
0.020 

0.013 
0.026 
0.025 
0.020 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
ECd×1 
茎葉散布 
SEc×5 

1 
+ 
5 

畝間

145
茎葉

20 

200 e×1 
 

206 e×5 
77.5 f×5

1230.75 e 

 

387.5 f 
30 0.017 0.017 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
ECd×1 
茎葉散布 
SEc×5 

1 
+ 
5 

畝間

385
茎葉

20 

200 e×1 
 

206 e×5 
77.5 f×5

1230.75 e 

 

387.5 f 
30 <0.01 <0.01 
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作物名 
(分析部位) 
実施年度 

試験 
実施 
場所 

使用方法 
剤型 

回

数 
(回) 

散布

間隔

(日)

使用量 (g ai/ha) 
PHI
(日)

残留値（mg/kg） 

1回当たり 
最大処理量 

1作付当たり

最大処理量 
エポキシコナゾール 

反復分析値 平均値 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
ECd×1 
茎葉散布 
SCc×5 

1 
+ 
5 

畝間

112
茎葉

20-21

200 e×1 
 

200 e×5 
123 f×5 

1201 e 

 

616 f 

0 
15 
30 
45 

0.028 
0.034 
0.046 
0.029 

0.028 
0.034 
0.046 
0.029 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
ECd×1 
茎葉散布 
SCc×5 

1 
+ 
5 

畝間

129
茎葉

20 

200 e×1 
 

200 e×5 
123 f×5 

1201 e 

 

616 f 

0 
15 
30 
45 

0.033 
0.051 
0.10 
0.022 

0.033 
0.051 
0.10 

0.022 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
ECd 1 

茎葉散布 
SCc×5 

1 
+ 
5 

畝間

145
茎葉

20 

200 e×1 
 

200 e×5 
123 f×5 

1201 e 

 

616 f 
30 0.078 0.078 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
ECd×1 
茎葉散布 
SCc×5 

1 
+ 
5 

畝間

161
茎葉

20 

200 e×1 
 

200 e×5 
123 f×5 

1201 e 

 

616 f 
30 0.019 0.019 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
SCc×1 
茎葉散布 
SCc×5 

1 
+ 
5 

畝間

112
茎葉

19-20

200 e×6 
 

123 f×6 

1201.2 e 

 

739.2 f 

0 
15 
30 
45 

0.042 
0.038 
0.043 
0.025 

0.042 
0.038 
0.043 
0.025 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
SCc×1 
茎葉散布 
SCc×5 

1 
+ 
5 

畝間

129
茎葉

20 

200 e×6 
 

123 f×6 

1201.2 e 

 

739.2 f 

0 
15 
30 
45 

0.022 
0.030 
0.050 
0.042 

0.022 
0.030 
0.050 
0.042 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
SCc×1 
茎葉散布 
SCc×5 

1 
+ 
5 

畝間

127
茎葉

20 

200 e×6 
 

123 f×6 

1201.2 e 

 

739.2 f 
30 0.074 0.074 

さとうきび 
(茎) 

2010 年 

ブラ

ジル 

畝間散布 
SCc×1 
茎葉散布 
SCc×5 

1 
+ 
5 

畝間

161
茎葉

20 

200 e×6 
 

123 f×6 

1201.2 e 

 

739.2 f 
30 0.017 0.017 

SC：フロアブル剤、SE：サスポエマルジョン剤、EC：乳剤、CS：濃縮懸濁液、ND：検出限界以下 
a [fph-14C]エポキシコナゾール使用 
b [cph-14C]エポキシコナゾール使用 
c ピラクロストロビン及びエポキシコナゾールの混合剤 
dピラクロストロビン単剤 
eピラクロストロビン 
f エポキシコナゾール 
 
 
 



91 
 

＜参照＞ 
1. 食品、添加物等の規格基準（昭和 34 年厚生省告示第 370 号）の一部を改正する

件（平成 17 年 11 月 29 日付け平成 17 年厚生労働省告示第 499 号） 

2. 農薬抄録 エポキシコナゾール（平成 23 年 9 月 15 日改訂）：ハンティンドン 

ライフサイエンス株式会社、未公表 

3. [14C]-エポキシコナゾールのラットにおける代謝試験（吸収、分布、排泄）

（GLP 対応）：RCC Umweltchemie AG（スイス）、1990 年、未公表 

4. [14C]-エポキシコナゾールのラットにおける代謝試験（代謝物：特定、同定）

（GLP 対応）：RCC Umweltchemie AG（スイス）、1990 年、未公表 

5. [14C]-エポキシコナゾールのラットにおける代謝試験（代謝物同定）（GLP 対

応）：BASF 株式会社（ドイツ）、1991 年、未公表 

6. 14C-エポキシコナゾール 0.5 mg/kg を経口投与した泌乳ヤギにおける代謝試験

（GLP 対応）：NATEC-INSTITUTE FUR NATUR-WISSENSCHAFTLICH-

TECHNISCHE DIENSTE（ドイツ）、1989 年、未公表 

7. 14C-エポキシコナゾール 10 mg/kg を経口投与した泌乳ヤギにおける代謝試験

（GLP 対応）：NATEC-INSTITUTE FUR NATUR-WISSENSCHAFTLICH-

TECHNISCHE DIENSTE（ドイツ）、1989 年、未公表 

8. 14C-エポキシコナゾールの泌乳ヤギにおける代謝試験（GLP 対応）：BASF 株

式会社（ドイツ）、1990 年、未公表 

9. エポキシコナゾールの産卵鶏における代謝試験（GLP 対応）：Huntingdon 

Research Centre Ltd.（英国）、1993 年、BASF 株式会社（ドイツ）、1999 年、

未公表 

10. [14C]-エポキシコナゾールのコーヒーにおける代謝試験（GLP 対応）：BASF 農

業センター（ドイツ）、1991 年、未公表 
11. トリアゾル-3(5)-14C エポキシコナゾールの春小麦における代謝試験(1)（GLP 対

応）：BASF 株式会社（ドイツ）、1991 年、未公表 

12. オキシラン-2-14C エポキシコナゾールの春小麦における代謝試験(2)（GLP 対

応）：BASF 株式会社（ドイツ）、1991 年、未公表 

13. フェニル-U-14C エポキシコナゾールのバナナにおける代謝試験（GLP 対応）：

BASF 株式会社（ドイツ）、1996 年、未公表 
14. フルオロフェニル-U-14C エポキシコナゾールのてんさいにおける代謝試験

（GLP 対応）：BASF 株式会社（ドイツ）、1999 年、未公表 

15. 作物残留試験：Huntingdon Research Centre（英国）、BASF 株式会社（ドイ

ツ、英国、ブラジル）等、1993～2011 年、未公表 

16. エポキシコナゾールの乳牛における乳肉残留試験（GLP 対応）：CEM 

Analytycal Services Ltd.（英国）、ADAS Bridgents（英国）、1998 年、未公

表 

17. エポキシコナゾールのラットを用いた急性経口毒性試験（GLP 対応）：BASF
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株式会社（ドイツ）、1988 年、未公表 
18. エポキシコナゾールのラットを用いた急性経皮毒性試験（GLP 対応）：BASF

株式会社（ドイツ）、1988 年、未公表 

19. エポキシコナゾールのラットを用いた急性吸入毒性試験（GLP 対応）：BASF

株式会社（ドイツ）、1988 年、未公表 

20. エポキシコナゾールのラットを用いた単回経口投与による急性神経毒性試験

（GLP 対応）：BASF 株式会社（ドイツ）、1996 年、未公表 

21. エポキシコナゾールのウサギを用いた皮膚刺激性試験（GLP 対応）：BASF 株

式会社（ドイツ）、1988 年、未公表 

22. エポキシコナゾールのウサギを用いた眼刺激性試験（GLP 対応）：BASF 株式

会社（ドイツ）、1988 年、未公表 

23. エポキシコナゾールのモルモットを用いた皮膚感作性試験（GLP 対応）：

BASF 株式会社（ドイツ）、1988 年、未公表 

24. エポキシコナゾールのラットを用いた混餌投与による 3 カ月間反復経口投与毒

性試験（GLP 対応）：BASF 株式会社（ドイツ）、1991 年、未公表 

25. エポキシコナゾールのラットを用いた混餌投与による 3 カ月間反復経口投与毒

性試験（長期毒性試験における最大耐量検討用補足試験）（GLP 対応）：

BASF 株式会社（ドイツ）、1991 年、未公表 
26. エポキシコナゾールのマウスを用いた混餌投与による 3 カ月間反復経口投与毒

性試験（最大耐量および標的臓器検討）（GLP 対応）：BASF 株式会社（ドイ

ツ）、1991 年、未公表 

27. エポキシコナゾールのマウスを用いた混餌投与による 3 カ月間反復経口投与毒

性試験（GLP 対応）：BASF 株式会社（ドイツ）、1991 年、未公表 

28. エポキシコナゾールのマウスを用いた混餌投与による 3 カ月間反復経口投与毒

性試験（無毒性量検討）（GLP 対応）：BASF 株式会社（ドイツ）、1991 年、

未公表 

29. エポキシコナゾールのイヌを用いた混餌投与による 3 カ月間反復経口投与毒性

試験（GLP 対応）：BASF 株式会社（ドイツ）、1990 年、未公表 

30. エポキシコナゾールのラットを用いた混餌投与による 90 日間亜急性神経毒性試

験（GLP 対応）：BASF 株式会社（ドイツ）、1996 年、未公表 
31. エポキシコナゾール原体のラットを用いた 3 週間反復経皮投与毒性試験（GLP
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要 約 

 
トリアゾール系農薬の共通代謝物である 1,2,4-トリアゾール (CAS No. 

288-88-01)、トリアゾールアラニン(CAS No. 10109-05-4)及びトリアゾール酢酸

(CAS No. 28711-29-7)について、JMPR及び米国が行った評価結果等を検討したと

ころ、食品安全委員会農薬専門調査会では、参照した資料は十分なものとは言えな

いが、現時点で得られている科学的知見がまとめられたものであり、トリアゾール

系農薬を評価する際の参考資料としては利用可能であると判断した。 

検討に用いた試験成績は、動物体内運命（ラット）、急性毒性（ラット、マウス

及びウサギ）、亜急性毒性（イヌ、ラット及びマウス）、2 世代繁殖（ラット）、

発生毒性（ラット及びウサギ）、遺伝毒性等の試験成績である。 

試験結果から、1,2,4-トリアゾール投与による影響として、主に精巣（アポトー
シス小体、絶対重量減少）、体重増加抑制が認められた。ラットを用いた発生毒性

試験において、親動物に体重増加抑制が認められた用量において口蓋裂の発生頻度

増加、骨格変異の増加が認められ、ラットを用いた 90日亜急性毒性/神経毒性併合

試験において、振戦、脳絶対重量減少、小脳組織の変性/壊死、末梢神経線維変性等

が認められた。遺伝毒性は認められなかった。 

トリアゾールアラニン投与による影響として体重増加抑制が認められたが、繁殖

に対する影響、催奇形性及び遺伝毒性は認められなかった。 

トリアゾール酢酸投与においても遺伝毒性は認められなかった。 
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Ⅰ．検討対象物質の概要 

１．一般名 

和名：1,2,4-トリアゾール 

英名：1,2,4-triazole 

 
和名：トリアゾール酢酸 
英名：Triazole acetic acid 

 
和名：トリアゾールアラニン 

英名：Triazole alanine 

 
２．化学名 

1,2,4-トリアゾール (CAS No. 288-88-01) 

IUPAC 
和名： 1H-1,2,4-トリアゾール 

英名： 1H-1,2,4-triazole 

 
トリアゾール酢酸 (CAS No. 28711-29-7) 

IUPAC 
和名： 1H -1,2,4-トリアゾール-1-イル-酢酸 

英名： 1H -1,2,4-triazole-1-yl-acetic acid 

 
トリアゾールアラニン(CAS No. 10109-05-4) 

IUPAC  
和名： 1,2,4-トリアゾリル-3-アラニン 

英名： 1,2,4-triazolyl-3-alanine 

 
３．分子式 

1,2,4-トリアゾール：C2H3N3 

トリアゾール酢酸：C4H5N3O2 

トリアゾールアラニン：C5H8N4O3 

 
４．分子量 

1,2,4-トリアゾール：69.07 

トリアゾール酢酸：127.10 

トリアゾールアラニン: 172.14   
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５．構造式 

                        

 

 
1,2,4-トリアゾール  トリアゾール酢酸         トリアゾールアラニン 

 
 
６．経緯 

1,2,4-トリアゾール、トリアゾールアラニン及びトリアゾール酢酸は、トリアゾ

ール系農薬の共通代謝物であり、植物及び土壌中で生成される。トリアゾールアラ

ニンは 1989年に JMPRにおいて評価され、毒性はないと結論された。 

これらの結果を受け、食品安全委員会農薬専門調査会では、トリアゾールアラニ

ン及びトリアゾール酢酸を毒性上問題ないとしてきたところであるが、1,2,4-トリ

アゾール、トリアゾールアラニン及びトリアゾール酢酸について、2006 年に米国

で、2008年に JMPRで評価され ADIが設定された。 

N
N

N

COOH

NH2

NH
N

N

N

N
N COOH
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Ⅱ．安全性に係る試験の概要 

Ⅱ-１．【1,2,4-トリアゾール】 

JMPR資料（2008年）及び米国資料（2006年）を基に、毒性に関する主な科学

的知見を整理した。（参照 1、2） 

各種運命試験［Ⅱ-1.］は、トリアゾール環の 3位及び 5位の炭素を 14Cで標識

したもの（以下「14C-トリアゾール」という。）を用いて実施された。放射能濃度
及び代謝物濃度は、特に断りがない場合は 1,2,4-トリアゾールに換算した。検査値

等略称は別紙 1に示されている。 

 
１．動物体内運命試験 

（１）ラット①  

SDラット（一群雌雄各 2匹）に 14C-トリアゾールを 0.4、48.8、865.7 mg/kg
体重で単回経口投与し、動物体内運命試験が実施された。 

投与後 168時間における尿及び糞中排泄率は表 1に示されている。 

1,2,4-トリアゾールは速やかに吸収され、24時間以内にほとんどが排泄された。

吸収率は、尿中排泄率及び組織残留率から少なくとも 80%と推定された。（参照

1） 

 
表 1 投与後 168 時間における尿及び糞中排泄率（％TAR） 

投与量 
(mg/kg体重) 

0.4 48.8 865.7 

性別 雄 雌 雄 雌 雄 雌 

尿 93.5 90.6 80.0 92.4 87.6 91.9 
ケージ洗浄液 0.0 0.5 0.3 0.8 1.0 1.2 

糞 8.7 7.4 19.9 10.4 6.5 9.2 
組織残留 0.8 0.6 0.8 0.9 1.6 1.3 
排泄合計 103 99.1 101 105 96.7 104 

 
（２）ラット②  

SDラット（一群雄各 5匹）に 14C-トリアゾールを 1.0 mg/kg体重で単回経口
投与し、0.1、1、10若しくは 100 mg/kg体重で静脈内投与し、動物体内運命試

験が実施された。 

投与後 48時間における尿及び糞中排泄率は表 2に示されている。 

経口又は静脈内投与後 30 時間で、約 0.1%TAR が呼気中に排泄された。主要

排泄経路は尿中であった。 

静脈内投与 8時間後に体内残留濃度は 55%TARに、3日後に 1.9%TARに減少
した。放射能は体内に均一に分布し、投与 30分後に筋肉及び肺で最も高く（1.2 

g/g）、腎脂肪で最も低かった（0.48 g/g）。 
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表 2 投与後 48 時間における尿及び糞中排泄率（％TAR） 

投与経路 静脈内投与 経口投与 

投与量 
(mg/kg体重) 0.1 1 10 100 1 

尿 93.9 92.6 92.1 93.9 91.9 
糞 3.9 5.0 5.0 3.6 5.4 

排泄合計 97.8 97.6 97.1 97.5 97.3 
組織残留 1.7 2.1 2.4 2.0 2.2 
消化管残留 0.51 0.44 0.51 0.47 0.47 

 
また、胆管カニューレを挿入した SDラット（一群雄各 4匹）に 14C-トリアゾ

ールを 1.0 mg/kg体重で静脈又は十二指腸内投与し、動物体内運命試験が実施さ

れた。 

静脈又は十二指腸内投与後 24 時間で胆汁中に約 12%TAR、尿中に 60～
65%TAR及び糞中に 3.5～4%TARが排泄された。また組織に 14～18%TAR、消

化管に 6～9%TARの残留が認められた。（参照 1） 

 
（３）ラット③  

SDラット（一群雄 10匹）に 14C-トリアゾールを 10 mg/kg体重で単回経口投

与し、動物体内運命試験が実施された。 
尿中残留放射能の 95.3%は 1,2,4-トリアゾールであった。（参照 1） 

 
２．急性毒性試験 

1,2,4-トリアゾールのラット及マウスを用いた急性毒性試験が実施された。 

結果は表 3に示されている。（参照 1、2） 
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表 3 急性毒性試験概要（原体） 

投与経

路 
動物種 

LD50（mg/kg体重） 
観察された症状 

雄 雌 

経口 

SDラット 

一群雄 3匹 
500<LD50<5,000   

5,000 mg/kg 体重投与群で

全例死亡 

Wistarラット 

一群雌雄各 15匹 
1,650 1,650 

鎮静、呼吸障害、一般状態の

悪化、腹臥位又は側臥位 

1,250 mg/kg 体重以上投与

群で死亡例 

 

マウス 

(性別及び匹数不明) 
3,650 参照した資料に記載なし 

ウサギ 

(性別及び匹数不明) 
666 参照した資料に記載なし 

経皮 

Wistarラット 

一群雌雄各 5～20匹 
4,200 3,130 

鎮静、呼吸障害、一般状態の

悪化、腹臥位又は側臥位 

2,500 mg/kg体重以上投与群

で死亡例 

NZWウサギ 

一群雄 2匹 
200<LD50<5,000   

腹式呼吸、透明の鼻汁、黄色

い鼻汁、あえぎ、虹彩炎、瀕

死、流涎、軟便、振戦 

2,000 mg/kg以上投与群で全

例死亡 

吸入 

Wistarラット 

一群雌雄 5匹 

LC50（mg/ m3） 
参照した資料に記載なし 

2,050 mg/m3 

NMRIマウス 

一群雄 10匹 
2,200 mg/m3 参照した資料に記載なし 

 

 
３．眼・皮膚に対する刺激性及び皮膚感作性試験  

1,2,4-トリアゾールの NZW ウサギを用いた眼刺激性及び皮膚刺激性試験が実施

された。その結果、眼に対して重度の眼刺激性、皮膚に対して軽度の刺激性が認め

られた。 

Hartley モルモットを用いた皮膚感作性試験（Magnusson＆Kligman 法）が実

施され、結果は陰性であった。（参照 1） 

 
４．亜急性毒性試験 

（１）90 日間亜急性毒性試験（ラット） 

Wistarラット（一群雌雄各 15匹）を用いた混餌（1,2,4-トリアゾール：0、100、

500及び 2,500 ppm：検体摂取量は表 4参照）投与による 90日間亜急性毒性試

験が実施された。 
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表 4 90 日間亜急性毒性試験（ラット）の平均検体摂取量 

投与群 100 ppm 500 ppm 2,500 ppm 
平均検体摂取量 
（mg/kg体重/日） 

雄 7.8 37.9 212 
雌 10.2 54.2 267 

 
2,500 ppm投与群の雌雄で痙攣（雌雄各 2例）及び体重増加抑制、同群雄で小

球性低色素性貧血及び肝実質細胞脂肪蓄積が認められたので、無毒性量は雌雄と

も 500 ppm（雄：37.9 mg/kg体重/日、雌：54.2 mg/kg体重/日）であると考え

られた。（参照 1） 

 
（２）90 日間亜急性毒性/神経毒性併合試験（ラット） 

Wistarラット（一群雌雄各 20匹）を用いた混餌（1,2,4-トリアゾール：0、250、

500、3,000及び 1,000/4,000 ppm1：検体摂取量は表 5参照）投与による 90日

間亜急性神経毒性試験が実施された。 

 
表 5 90 日間亜急性毒性/神経毒性試験（ラット）の平均検体摂取量 

投与群 250 ppm 500 ppm 3,000 ppm 1,000/4000 ppm 
平均検体摂取量 
（mg/kg体重/日）

雄 16 33 183 210 
雌 19 41 234 275 

 
各投与群で認められた毒性所見は表 6に示されている。 
雄の全投与群で TSHの減少が認められたが（500 ppm以上投与群で有意差あ

り）、T3及び T4に投与の影響はなく、甲状腺に病理所見も認められなかったこ

とから、毒性学的意義は低いと考えられた。 

本試験において、3,000 ppm以上投与群の雌雄で体重増加抑制、振戦、運動量

減少、網膜変性、並びに末梢・中枢神経系の病理組織学的変化等が認められたの

で、無毒性量は雌雄とも 500 ppm（雄：33 mg/kg体重/日、雌：41mg/kg体重/
日）であると考えられた。（参照 1） 

 

 

 

 

 
 

 

 

                                            
1 最初の 4週間は 1,000 ppm、その後は 4,000 ppmで投与された。 
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表 6 90 日間亜急性毒性/神経毒性試験（ラット）で認められた毒性所見 
投与群 雄 雌 

1,000/4,000 ppm   
3,000 ppm以上 ・体重増加抑制 

・TG及び尿酸減少 
・網膜変性 
・脳絶対重量減少 
・毛づくろいの減少、赤色鼻汁及び

染色涙、着色尿、筋攣縮、振戦、

歩行失調、オープンフィールドで

の活動量減少、立ち上がり行動の

減少、立ち直り反射の消失、開脚

幅増大 
・運動量及び自発運動量減少 
・末梢神経線維変性（坐骨、腓腹、

脛骨、脊髄神経根） 
・小脳組織の変性/壊死 

・体重増加抑制 
・網膜変性 
・黄体のう胞§1 
・脳絶対重量減少§2 
・毛づくろいの減少、赤色鼻汁及び

染色涙、着色尿、筋攣縮、振戦、

歩行失調、オープンフィールドで

の活動量減少、立ち上がり行動の

減少、立ち直り反射の消失、開脚

幅増大 
・運動量及び自発運動量減少 
・末梢神経線維変性（坐骨、腓腹、

脛骨、脊髄神経根）§1 
・小脳組織の変性/壊死 

500 ppm以下 毒性所見なし 毒性所見なし 
§1：有意差はないが投与の影響と判断した。 
§2：1,000/4,000 ppm投与群では有意差がないが、投与の影響と判断した。  
 

 
（３）28 日間亜急性毒性試験（マウス）  

ICR マウス（一群雌雄各 15 匹）を用いた混餌（1,2,4-トリアゾール：0、50、

250、500及び 2,000 ppm：検体摂取量は表 7参照）投与による 28日間亜急性

毒性試験が実施された。 

 
表 7 28 日間亜急性毒性試験（マウス）の平均検体摂取量 

投与群 50 ppm 250 ppm 500 ppm 2,000 ppm 
平均検体摂取量 
（mg/kg体重/日） 

雄 9 47 90 356 
雌 12 60 120 479 

 
2,000 ppm投与群の雄で精巣の変性、精細管萎縮等が認められた。雌では投与

に関連した毒性所見は認められず、無毒性量は雄で 500 ppm（90 mg/kg 体重/
日）、雌で本試験の最高用量 2,000 ppm（479 mg/kg体重/日）であると考えら

れた。（参照 1） 
 

（４）90 日間亜急性毒性試験（マウス） 

ICRマウス（一群雌雄各 20匹）を用いた混餌（1,2,4-トリアゾール：0、500、
1,000、3,000及び 6,000 ppm：検体摂取量は表 8参照）投与による 90日間亜急

性毒性試験が実施された。 
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表 8 90 日間亜急性毒性試験（マウス）の平均検体摂取量 

投与群 500 ppm 1,000 ppm 3,000 ppm 6,000 ppm 
平均検体摂取量 
（mg/kg体重/日） 

雄 80 161 487 988 
雌 105 215 663 1,350 

 
各投与群で認められた毒性所見は表 9に示されている。 

6,000 ppm投与群の雌雄で肝臓の P450活性増加及び UDPGT 活性の僅かな

増加、3,000 ppm以上投与群の雌雄で ECOD、EROD及び ALD活性の増加が認

められた。 

本試験において、3,000 ppm以上投与群の雄で振戦、脳絶対重量減少、精上皮

細胞にアポトーシス様の変化が認められ、6,000 ppm投与群の雌で振戦、脳絶対
重量減少等が認められたので、無毒性量は雄で 1,000 ppm（161 mg/kg体重/日）、

雌で 3,000 ppm（663 mg/kg体重/日）であると考えられた。（参照 1） 

 
表 9 90 日間亜急性毒性試験（マウス）で認められた毒性所見 

投与群 雄 雌 
6,000 ppm ・粗毛 

・体重増加抑制、摂餌量減少 
・精巣絶対重量減少 
・プルキンエ細胞減少 

・振戦 
・体重増加抑制 
・脳絶対重量減少 
・プルキンエ細胞減少 

3,000 ppm以上 ・振戦 
・脳絶対重量減少 
・精巣アポトーシス様小体、精子細

胞変性/枯渇、精細管萎縮 

3,000 ppm以下、毒性所見なし 

1,000 ppm以下 毒性所見なし 

 
５．生殖発生毒性試験 

（１）2世代繁殖試験（ラット）  

Wistarラット（一群雌雄各 30匹）を用いた混餌（1,2,4-トリアゾール：0､250､

500及び 3,000 ppm2：検体摂取量は表 10参照）投与による 2世代繁殖試験が実
施された。3,000 ppm投与群では F1児動物が十分に得られなかったため、F1親

世代は 250及び 500 ppm投与群のみ試験が行われた。 

 
 

 

 

 

 

                                            
2 授乳期間中の 0~7日/7~21日は、被験物質を一定量摂取させるため、全投与群の検体混餌濃度が
139/104、278/207及び 1,666/1,245 ppmに減じられた。 
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表 10  2 世代繁殖試験（ラット）の平均検体摂取量 

投与群 250 ppm 500 ppm 3,000 ppm 

平均検体摂取量

(mg/kg体重/日) 

P世代 
雄 15.4 30.9 189 

雌 17.5 36.2 218 

F1世代 
雄 16.0 32.0  

雌 18.9 37.5  

 
各投与群で認められた毒性所見は表 11に示されている。 

本試験において、親動物で 250 ppm投与群の F1雄で体重増加抑制が認められ

たので、一般毒性に対する無毒性量は親動物で 250 ppm未満（P雄：15.4 mg/kg

体重/日未満、P雌：17.5 mg/kg体重/日未満、F1雄：16.0 mg/kg体重/日未満、

F1雌：18.9 mg/kg体重/日未満）、児動物ではいずれの世代においても影響が認

められなかったので、無毒性量は本試験の最高用量である 500 ppm（P雄：30.9 
mg/kg体重/日、P雌：36.2 mg/kg体重/日、F1雄：32.0 mg/kg体重/日、F1雌：

37.5 mg/kg体重/日）であると考えられた。500 ppm投与群の雄で異常精子増加、

雌で黄体数減少、膣開口の遅れが認められたので、繁殖能に対する無毒性量は

250 ppm（P雄：15.4 mg/kg体重/日、P雌：17.5 mg/kg体重/日、F1雄：16.0 mg/kg

体重/日、F1雄：18.9 mg/kg体重/日）であると考えられた。（参照 1） 

 

表 11 2 世代繁殖試験（ラット）で認められた毒性所見 

投与群 
親：P、児：F1 親：F1、児：F2 

雄 雌 雄 雌 

親

動

物 

3,000 ppm ・体重増加抑制 
・脳絶対重量減少 
・小脳組織の変性

/壊死 
・精子数減少 

・体重増加抑制 
・脳絶対重量減少

・小脳組織の変性

/壊死 
・受胎率低下 
・着床数減少 
・卵巣重量増加 
・黄体数増加 
・子宮拡張 

    

500 ppm 
以上 

・異常精子増加 500 ppm以下毒
性所見なし 

・異常精子増加 
・脳絶対重量減少 
 

・黄体数減少 
・膣開口の遅れ 

250 ppm 
以上 

250 ppm毒性所
見なし 

・体重増加抑制 250 ppm毒性所
見なし 

児

動

物 

3,000 ppm    
500 ppm 
以下 

毒性所見なし 
 

毒性所見なし 
 

／：F1児動物が十分に得られなかったため、試験群を設定せず。 
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（２）発生毒性試験（ラット）  

Wistarラット（一群雌 10匹）の妊娠 7～17日に強制経口（1,2,4-トリアゾー

ル：0、25及び 100 mg/kg体重/日）投与して、発生毒性試験が実施された。 

本試験において、いずれの投与群の母動物及び胎児にも検体投与に関連した毒

性所見は認められなかったので、無毒性量は母動物及び胎児で本試験の最高用量

100 mg/kg体重/日であると考えられた。催奇形性は認められなかった。（参照 1） 

 
（３）発生毒性試験（ラット）  

Wistarラット（一群雌 25匹）の妊娠 6～15日に強制経口（1,2,4-トリアゾー

ル：0、10、30及び 100 mg/kg体重/日）投与して、発生毒性試験が実施された。 

100 mg/kg 体重/日投与群において、母動物で体重増加抑制、胎児で低体重及

び発育不良が認められたので、無毒性量は母動物及び胎児で 30 mg/kg体重/日で
あると考えられた。（参照 1） 

 
（４）発生毒性試験（ラット）  

Wistarラット（一群雌 25匹）の妊娠 6～15日に強制経口（1,2,4-トリアゾー

ル：0、100及び 200 mg/kg体重/日）投与して、発生毒性試験が実施された。 

母動物では、100 mg/kg体重/日以上投与群で体重増加抑制（100 mg/kg体重/
日では有意差なし）が認められた。 

胎児では、200 mg/kg体重/日投与群で、腹当たりの生存胎児数減少、100 mg/kg

体重/日以上投与群で胎児体重及び胎盤重量減少が認められた。また、200 mg/kg

体重/日投与群で口蓋裂及び後肢奇形の発生頻度増加、100 mg/kg体重/日で骨格

変異が増加した。 

本試験における無毒性量は、母動物、胎児とも 100 mg/kg体重/日未満と考え
られた。（参照 1） 

 
（５）発生毒性試験（ウサギ） 

NZWウサギ（一群雌 25匹）の妊娠 6～28日に強制経口（1,2,4-トリアゾール：

0、5、15、30及び 45 mg/kg体重/日）投与して、発生毒性試験が実施された。 

45 mg/kg体重/日投与群の母動物では、妊娠 7日から摂餌量減少及び体重増加

抑制が認められた 5例は妊娠 16～24日に切迫と殺された。また、同投与群では

妊娠子宮重量減少、自発運動量低下、眼瞼下垂、糞量の減少、軟便、液状便、鼻

汁及び流涎が認められた。 

胎児では、45 mg/kg体重/日投与群で低体重及び尿路奇形（腎小型化、腎欠損

及び輸尿管欠損）が認められた。 

本試験における無毒性量は、母動物、胎児とも30 mg/kg体重/日と考えられた。
（参照 1） 
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６．遺伝毒性試験 

1,2,4-トリアゾールの細菌を用いた復帰突然変異試験、チャイニーズハムスター

卵巣由来細胞を用いた遺伝子突然変異試験（Hgprt遺伝子）、ラットリンパ球細胞
を用いた染色体異常試験が実施された。 

結果は表 12に示されているとおり、すべて陰性であった。（参照 1） 

 
表 12 遺伝毒性試験概要 

試験 対象 処理濃度・投与量 結果 

in 
vitro 

復帰突然 
変異試験 

Salmonella typhimurium
（TA98､TA100､TA1535 

TA1537株） 
10~5,000 g/ﾌﾟﾚｰﾄ（+/-S9） 陰性 

S.typhimurium
（TA98､TA100､TA1535 
TA1537株） 

100~7,500 g/ﾌﾟﾚｰﾄ（+/-S9） 陰性 

遺伝子突然

変異試験 

チャイニーズハムスター 
卵巣由来細胞 
（Hgprt遺伝子） 

43.2~691 g/mL（+/-S9） 陰性 

染色体異常

試験 
ラットリンパ球細胞 10.8~691 g/mL 陰性 

注）+/- S9：代謝活性化系存在下及び非存在下 
 

７．その他の試験  

（１）エストロゲン生合成 

1,2,4-トリアゾールのエストロゲン生合成に対する影響を検討するため、ラッ

ト顆粒膜細胞に 1,2,4-トリアゾールを 10-5 mol/Lで添加し、37℃で 48時間培養

後、エストラジオール及びプロゲステロンが測定された。 
その結果、1,2,4-トリアゾールはアロマターゼ活性阻害を示さなかった。（参

照 1） 

 
（２）ラット培養胎児を用いた in vitro 試験  

ラットの培養胎児（9.5日齢）に 1,2,4-トリアゾールを 500又は 5,000 mol/L

で処理し、in vitroで発生毒性が検討された。 
処理 48時間後に、卵黄嚢の直径、頭臀長、頭長及び体節数の測定並びに Brown

及び Fabio の方法による形態スコアリングが実施され、5,000 mol/L 処理群に

おいて、卵黄嚢径、頭臀長、体節数及び総スコアが有意に減少した。胎児の DNA

及びタンパク質含量に影響は認められなかった。 

本試験において 5,000 mol/L処理群で軽度な発達遅延が認められた。（参照 1） 
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Ⅱ-２．【トリアゾール酢酸】 

JMPR資料（2008年）及び米国資料（2006年）を基に、毒性に関する主な科学

的知見を整理した。（参照 2） 

各種運命試験［Ⅱ-2.］は、トリアゾール環を 14C で標識したもの（以下「14C-

トリアゾール酢酸」という。）を用いて実施された。放射能濃度及び代謝物濃度は、

特に断りがない場合はトリアゾール酢酸に換算した。代謝物/分解物略称及び検査値
等略称は別紙 1及び 2に示されている。 

 
１．動物体内運命試験 

（１）ラット①  

SDラット（一群雌雄各 2匹）に 14C-トリアゾール酢酸を 0.58、58.6及び 1,030 

mg/kg体重で単回経口投与し、動物体内運命試験が実施された。 
トリアゾール酢酸は速やかに吸収され、24時間以内にほとんどが排泄された。

主要排泄経路は尿中で、投与後 168時間で尿中に 87.3～103.7%TAR、糞中に 1.2

～7.4%TARが排泄され、組織中に 0.8～3.1%TARの残留が認められた。排泄パ

ターンに性差は認められなかった。投与後 168時間の尿中排泄率から、ほぼ全量

が吸収されたと考えられた。（参照 1） 

 
（２）ラット②  

ラット（一群雌雄各 2 匹）に 14C-トリアゾール酢酸を 0.58、58.6 及び 1,030 

mg/kg体重で単回経口投与し（詳細不明）、尿中代謝物の同定・定量試験が実施

された。 

経口投与されたトリアゾール酢酸は、用量及び性別に関係なく 24 時間以内に

尿中に排泄された。尿中の主要成分はトリアゾール酢酸であった。（参照 1） 

 
２．急性毒性試験 

トリアゾール酢酸のラットを用いた急性毒性試験が実施された。 

結果は表 13に示されている。（参照 1） 

 
表 13 急性毒性試験概要（トリアゾール酢酸） 

投与経

路 
動物種 

LD50（mg/kg体重） 
観察された症状 

雄 雌 

経口 
SDラット 

一群雌雄各 3匹 
>5,000 >5,000  

呼吸困難、眼球突出、立毛、

背彎姿勢 

死亡例なし 
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３．亜急性毒性試験 

（１）14 日間亜急性毒性試験（ラット） 

SDラット（一群雌雄各 5匹）を用いた混餌（トリアゾール酢酸：0、100、1,000

及び 8,000 ppm：検体摂取量は表 14参照）投与による 14日間亜急性毒性試験が

実施された。 

 
表 14 14 日間亜急性毒性試験（ラット）の平均検体摂取量 

投与群 100 ppm 1,000 ppm 8,000 ppm 
平均検体摂取量 
（mg/kg体重/日） 

雄 10.6 103 788 
雌 10.1 97.2 704 

 
いずれの投与群でも投与による影響は認められなかったので、無毒性量は雌雄

とも本試験の最高用量 8,000 ppm（雄：788 mg/kg体重/日、雌：704 mg/kg体

重/日）であると考えられた。（参照 1） 

 
４．遺伝毒性試験 

トリアゾール酢酸の細菌を用いた復帰突然変異試験、マウスリンパ腫細胞を用い

た前進突然変異試験及びヒトリンパ球細胞を用いた染色体異常試験が実施された。 

結果は表 15に示されているとおり、すべて陰性であった。（参照 1） 

 
表 15 遺伝毒性試験概要 

試験 対象 処理濃度・投与量 結果 

in 
vitro 

復帰突然 
変異試験 

S. typhimurium 
（TA98、TA100､TA1535 

TA1537株） 
Escherichia coli 
（WP2P、WP2P uvrA株） 

20~5,120 g/ﾌﾟﾚｰﾄ 陰性 

遺伝子突然

変異試験 
マウスリンパ腫細胞（L5178Y） 0.0801~1.27 mg/mL（+/-S9） 陰性 

染色体異常

試験 
ヒトリンパ球細胞 0.318~1.27 mg/mL（+/-S9） 陰性 

注）+/- S9：代謝活性化系存在下及び非存在下 

 
Ⅱ-３．【トリアゾールアラニン】 

JMPR資料（2008年）及び米国資料（2006年）を基に、毒性に関する主な科学
的知見を整理した。（参照 2） 

各種運命試験［Ⅱ-3.］は、トリアゾール環の 3位及び 5位の炭素を 14Cで標識

したもの（以下「14C-トリアゾールアラニン」という。）を用いて実施された。放

射能濃度及び代謝物濃度は、特に断りがない場合はトリアゾールアラニンに換算し
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た。代謝物/分解物略称及び検査値等略称は別紙 1及び 2に示されている。 

 
１．動物体内運命試験 

（１）ラット①  

SDラット（一群雌雄各 4匹）に 14C-トリアゾールアラニンを 0.5及び 50 mg/kg

体重で単回経口投与し、動物体内運命試験が実施された。 
投与後 24時間でほとんど（雄：96.1～97.7%TAR、雌：92.0～99.0%TAR）が

尿中に排泄された。投与後 168時間の糞中排泄率は 3～7%TAR、呼気中への排

泄は 0.5%TAR未満であった。0.5 mg/kg体重投与群では、投与後 168時間で組

織への残留は認められず、50 mg/kg体重投与群では、主に肝臓、腎臓及び血液

中に 0.022 g/g以下認められた。尿中の主要成分は未変化のトリアゾールアラニ

ンで 86%TAR認められた。また尿中に 2種類の代謝物が検出され、それぞれ回
収放射能の 72～86及び 8～19%であった。 

また、本試験で得られた排泄物を用いて排泄物中の代謝物同定・定量試験が実

施された。 

尿中代謝物の 69～89％TAR及び糞中の 1～2%TARはトリアゾールアラニン

であり、尿中の 8～19%TAR及び糞中の 1%未満はアセチル誘導体（N-acetyl- 

D,L-triazole alanine）であった。（参照 1） 

 
（２）ラット②  

SDラット（一群雌雄各 2匹）に 14C-トリアゾールアラニンを 0.56、54.4及び

993.7 mg/kg体重で単回経口投与し、動物体内運命試験が実施された。 

主要排泄経路は尿中で、投与後 48時間で尿中に 87.4～97.4%TAR排泄され、

糞中には投与後 168時間で 6～18%TAR排泄された。投与 168時間後の組織残
留濃度は低かった。 

また、本試験で得られた排泄物を用いて尿中の代謝物同定・定量試験が実施さ

れた。 

尿中代謝物の82～93%TAR及び糞中の1～2%TARはトリアゾールアラニンで

あり、13～30%TARはアセチル誘導体（N-acetyl-D,L-triazole alanine）であっ

た。（参照 1） 

 
２．急性毒性試験 

トリアゾールアラニンのラット及マウスを用いた急性毒性試験が実施された。 

結果は表 16に示されている。（参照 1） 

 
表 16 急性毒性試験概要（原体） 

投与経

路 
動物種 

LD50（mg/kg体重） 
観察された症状 

雄 雌 
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経口 

Wistarラット 

一群雌雄各 10匹 
>5,000 >5,000 

立毛、頻尿、呼吸切迫、運

動失調 

死亡例なし 

Wistarラット 

一群雌雄各 5匹 
>2,000 >2,000 症状及び死亡例なし 

NMRIマウス 

一群雌雄各 5匹 
>5,000 >5,000 症状及び死亡例なし 

 
 

３．亜急性毒性試験 

（１）28 日間亜急性毒性試験（ラット） 

Bor:WISW系ラット（一群雌雄各 20匹）を用いた強制経口（トリアゾールア

ラニン：0、25、100及び 400 mg/kg体重/日）投与による 28日間亜急性毒性試

験が実施された。一群各 10匹は 28日間の回復試験に用いられた。 

400 mg/kg体重/日投与群の雄で血中尿素及び Creの減少並びに尿濃度の低下
が認められたが、腎臓の病理組織学的検査及び他の血液生化学値に変化は認めら

れなかったことから毒性所見とは考えられなかった。また、400 mg/kg 体重/日

投与群の雌で肝絶対及び比重量3増加が認められたが、病理組織学的検査及び血

液生化学値に変化は認められなかったことから、毒性所見とは考えられなかった。 

投与に関連した毒性所見は認められなかったので、無毒性量は雌雄とも本試験

の最高用量 400 mg/kg体重/日であると考えられた。（参照 1） 

 
（２）90 日間亜急性毒性試験（ラット） 

Bor:WISW系ラット（一群雌雄各 20匹）を用いた混餌（トリアゾールアラニ

ン：0、1,250、5,000 及び 20,000 ppm：検体摂取量は表 17 参照）投与による

90日間亜急性毒性試験が実施された。 

 
表 17 90 日間亜急性毒性試験（ラット）の平均検体摂取量 

投与群 1,250 ppm 5,000 ppm 20,000 ppm 
平均検体摂取量 
（mg/kg体重/日） 

雄 90 370 1,510 
雌 160 400 1,680 

 
20,000 ppm投与群の雄で TG、Bil及び血中尿素濃度が、また、5,000 ppm以

上投与群の雌で TGが有意に減少したが、変化の程度が小さいこと、一過性のも

のだったこと及び体重増加抑制に起因するものであったことから、毒性所見とは

考えられなかった。 

本試験において、20,000 ppm投与群の雄で体重増加抑制が認められ、雌では

投与に関連した毒性所見は認められなかったので、無毒性量は雄で 5,000 ppm

                                            
3 体重比重量を比重量という。 
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（370 mg/kg体重/日）、雌で本試験の最高用量 20,000 ppm（1,680 mg/kg体重
/日）であると考えられた。（参照 1） 

 
（３）2週間亜急性毒性試験（ラット）＜参考資料4＞ 

Bor:WISW系ラット（一群雄 10匹）を用いた飲水（トリアゾールアラニン：

0、3,000及び 10,000 ppm：それぞれ 0、448及び 1,490 mg/kg体重/日に相当）
投与による 2週間亜急性毒性試験が実施された。 

投与に関連した毒性所見は認められなかったので、無毒性量は本試験の最高用 

量である 10,000 ppm（1,490 mg/kg体重/日）であると考えられた。（参照 1） 

 
（４）90 日間亜急性毒性試験（イヌ） 

ビーグル犬（一群雌雄各 4匹）を用いた混餌（トリアゾールアラニン：0、3,200、
8,000及び 20,000 ppm：検体摂取量は表 18参照）投与による 90日間亜急性毒

性試験が実施された。 

20,000 ppm投与群の雌で体重増加抑制が認められ、雄では投与に関連した毒

性所見は認められなかったので、無毒性量は雄で本試験の最高用量である 20,000 

ppm（850 mg/kg体重/日）、雌で 8,000 ppm（345 mg/kg体重/日）であると考

えられた。（参照 1） 

 
表 18 90 日間亜急性毒性試験（イヌ）の平均検体摂取量 

投与群 3,200 ppm 8,000 ppm 20,000 ppm 
平均検体摂取量 
（mg/kg体重/日） 

雄 144 322 850 
雌 150 345 902 

 
４．生殖発生毒性試験 

（１）2世代繁殖試験（ラット）  

Wistarラット（一群雄各 15匹、雌 30匹）を用いた混餌（トリアゾールアラ

ニン：0､500、2,000及び 10,000 ppm）投与による 2世代繁殖試験が実施された。 

親動物では投与に関連した毒性所見は認められなかった。児動物では、10,000 
ppm 投与群の F1aで体重増加抑制及び同腹児重量減少、F2bで同腹児重量の減少

が認められたので、無毒性量は親動物で雌雄とも本試験の最高用量である 10,000 

ppm（929 mg/kg体重/日）、児動物で 2,000 ppm（192 mg/kg体重/日）である

と考えられた。繁殖能に対する影響は認められなかった。（参照 1） 

 
（２）2世代繁殖試験（ラット） ＜参考資料5＞ 

Wistarラット（一群雄各 6匹、雌 12匹）を用いた混餌（トリアゾールアラニ

                                            
4 本試験は用量設定のための試験であり、投与期間も 2週間と短いことから参考資料とした。 
5 本試験は動物数が少ないため、参考資料とした。 
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ン：0､150、625､2,500 及び 10,000 ppm）投与による 2 世代繁殖試験が実施さ
れた。 

親動物では投与に関連した毒性所見は認められなかった。10,000 ppm投与群

の児動物で低体重が認められ、同群では交尾所要日数の延長が認められたので、

無毒性量は親動物で雌雄とも本試験の最高用量である 10,000 ppm （1,000 

mg/kg体重/日6）、児動物で 2,500 ppm（250 mg/kg体重/日）、繁殖能に対して
2,500 ppm（250 mg/kg体重/日）であると考えられた。（参照 1） 

 
（３）発生毒性試験（ラット） 

Wistar ラット（一群雌 24 匹）の妊娠 7～16 日に強制経口（原体：0、100、

300及び 1,000 mg/kg体重/日）投与して、発生毒性試験が実施された。 

母動物では投与に関連した毒性所見は認められなかった。胎児では、1,000 
mg/kg 体重/日投与群で第 7 頸椎横突起骨化遅延及び第 13 胸椎骨化遅延、300 

mg/kg体重/日以上投与群で歯状突起の骨化遅延が認められた。 

本試験における無毒性量は母動物で本試験の最高用量である 1,000 mg/kg 体

重/日、胎児で 100 mg/kg体重/日であると考えられた。催奇形性は認められなか

った。（参照 1） 

 
５．遺伝毒性試験 

トリアゾールアラニンの細菌を用いた DNA修復試験及び復帰突然変異試験、チ

ャイニーズハムスター細胞（V79）を用いた遺伝子突然変異試験、マウス線維芽細

胞（BALB/3T3）を用いた細胞形質転換試験、マウス及びチャイニーズハムスター

を用いた小核試験が実施された。 

結果は表 19に示されているとおり、すべて陰性であった。（参照 2） 

 
表 19 遺伝毒性試験概要 

試験 対象 処理濃度・投与量 結果 

  
in 

vitro 

DNA 
修復試験 

E. coli 
（pol A+、pol A1-） 62.5~1,000 g/ﾌﾟﾚｰﾄ（+/-S9）  陰性 

Bacillus subtulis 
（H17、M45株） 20~1,000 g/ﾃﾞｨｽｸ（+/-S9） 陰性 

ラット肝細胞 80~10,000 g/mL（+/-S9） 陰性 

復帰突然 
変異試験 

S. typhimurium
（TA98､TA100､TA102､

TA1535、TA1537株） 
20~5,000 g/ﾌﾟﾚｰﾄ（+/-S9） 陰性 

                                            
6 文献に基づく平均値から求めた検体摂取量（参照 3）。以下同じ 
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試験 対象 処理濃度・投与量 結果 
S. typhimurium
（TA98､TA100､TA1535 
TA1537株） 
Escherichia coli 
（WP2uvrA株） 

313~5,000 g/ﾌﾟﾚｰﾄ（+/-S9） 陰性 

S. typhimurium
（TA98､TA100､TA1535 
TA1537株、TA1538株） 

20~12,500 g/ﾌﾟﾚｰﾄ（+/-S9） 陰性 

遺伝子突然

変異試験 
チャイニーズハムスター細

胞（V79） 
500~10,000 g/0.1mL in water
（+/-S9） 

陰性 

遺伝子突然

変異試験 
チャイニーズハムスター細

胞（CHO） 
500~10,000 g/mL（+/-S9） 陰性 

細胞形質転

換試験 
マウス線維芽細胞 
（BALB/3T3） 

62.5~1,000 g/mL（+/-S9） 陰性 

in 
vivo 小核試験 

NMRIマウス 
（匹数不明） 

8,000 mg/kg体重 
（単回経口投与） 

陰性 

CBC F1マウス 
（匹数不明） 

2,500、5,000 mg/kg体重 
（腹腔内投与） 

陰性 

チャイニーズハムスター 
（匹数不明） 

5,000 mg/kg体重 
（単回経口投与） 

陰性 

注）+/- S9：代謝活性化系存在下及び非存在下 
 

 
Ⅲ．【トリアゾール系化合物】 

公表文献を基に、トリアゾール系化合物の生殖発生毒性に関して得られた情報を

整理した。（参照 4～7） 

 
１．フルコナゾールの咽頭弓異常誘発に対するレチノイン酸合成阻害剤の作用（in 

vitro） 

SDラットの培養胚（9.5日齢；胚形成期（1～3体節））にフルコナゾールを 125 

M若しくはシトラールを 200 Mの濃度で、又は同濃度のフルコナゾール及びシ

トラールを併用で処理し、in vitroで催奇形性が検討された。 

処理 48 時間後に、卵黄嚢の直径、頭臀長、頭長及び体節数の測定並びに奇形の

発生状況が観察された。シトラール処理群の発達の程度は対照群と同様であった。

フルコナゾール処理群では頭臀長の有意な減少が認められた。フルコナゾール及び

シトラールの併用処理群では、体節数の有意な減少が認められ、フルコナゾール単

独処理群で認められた頭臀長の減少に対する影響はなかった。 

また、培養胎児における異常の発生率は、対照群及びシトラール処理群でそれぞ

れ 2.7%及び 0.0%であったのに対して、フルコナゾール処理群では 72%であった。
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フルコナゾールにおける異常は主に第一及び第二咽頭弓に認められた。フルコナゾ

ール及びシトラールの併用処理群では、フルコナゾール単独処理群で認められた異

常胎児と咽頭弓の異常の発生率が減少したが、頭部と心臓異常の発生率は変化しな

かった。 

処理 60 時間後に脳神経の免疫染色が行われ、フルコナゾール処理群では、神経

組織変化が認められたが、フルコナゾール及びシトラールの併用処理群では対照群

と同等であった。（参照 4） 

 
２．タラロゾールのマウス胚及びニワトリ胚の形態形成に対する作用 

トリアゾール系化合物であるタラロゾール（CYP26 阻害剤）を用いてマウス胚

及びニワトリ胚の形態形成に対する作用が検討されている。野生型と Tbx1欠損型
のマウス胚（9.5日齢）を用いたリアルタイム PCRの結果、Tbx1欠損型の CYP26b1
及び CYP26c1の発現量は野生型に比べて減少した。また、咽頭胚（9.5～10.5日齢）

を用いた CYP26a1、CYP26b1及び CYP26c1の in situハイブリダイゼーション
分析においても、Tbx1 欠損型の CYP26a1、CYP26b1 及び CYP26c1 の発現は野
生型に対して減少した。 

タラロゾールを処理後、24～48 時間培養されたニワトリ胚（ステージ 10 又は

14）では、頭間充織の欠損、小耳胞、尾部そのもの及び咽頭弓の欠損、前脳組織欠
損、心臓循環異常、心臓周囲浮腫等が認められた。これらの異常の多くは Tbx1欠
損型のマウス及び過剰なレチノイン酸で処理された胚で表現型模写された。 

タラロゾール処理した胚において、レチノイン酸合成酵素の Raldh2の発現量が
上昇した。また、レチノイン酸処理した胚において、内胚葉及び中胚葉の Hoxb1
の発現が誘発された。 

Tbx1欠損マウスにおける CYP26酵素の特異的な阻害の結果から、レチノイン酸
によって調節される形態発生の異常調節は、Tbx1 の機能表現型の損失に寄与する
との仮説が支持された。（参照 5） 

 
３．レチノイン酸の形態形成に関する CYP 酵素活性の作用 

C57BL/6Jマウスの妊娠 9日にレチノイン酢酸を強制経口（0、10、25、50及び

100 mg/kg体重/日；それぞれ 0、29,000、72,500、145,000及び 290,000 IU/kg体
重/日に相当）投与し、1、2、4、6、12 及び 24 時間後に胚及び血漿を採取、若し

くは妊娠 18日にと殺して胎児を摘出し、頭蓋骨及び胸腺組織が採取された。 

頭蓋顔面欠損は 25 mg/kg体重/日以上投与群で認められ、用量に相関して異常の

程度が増加し、下顎及び口蓋突起の低形成が有意に増加した。心臓の異常は 25 

mg/kg 体重/日以上投与群で認められたが、各用量とも異常胎児の発生率が約 25%

で、用量相関性は確認できなかった。50 mg/kg体重/日以上投与群で小縦隔遺残が、
100 mg/kg体重/日投与群で無胸腺、又は単葉及び胸腺の低形成が認められた。（参

照 6） 
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４．トリアゾール系殺菌剤による形態異常誘発経路 

トリアゾール系化合物はげっ歯類の in vitro培養胚に対して催奇形性作用があり、
抗真菌性のトリアゾール化合物の催奇形性作用は胚の CYP 阻害に関連し、誘発経

路は、外因性の trans-レチノイン酸暴露によるものと同様であると考えられた。観

察された異常がレチノイン酸の暴露によるものと極めて類似していたことから、レ

チノイン酸の代謝に関与する特定の CYP26酵素活性がトリアゾール化合物により

変化し、レチノイン酸による形態形成過程に間接的に影響したものと考えられた。

（参照 7） 
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Ⅳ．まとめ 

参照に挙げた資料を用いて、トリアゾール系農薬の共通代謝物である「1,2,4-ト

リアゾール、トリアゾールアラニン及びトリアゾール酢酸」について JMPR 及び

米国が行った評価結果等を検討したところ、食品安全委員会農薬専門調査会では、

参照した資料は十分なものとは言えないが、現時点で得られている科学的知見がま

とめられたものであり、トリアゾール系農薬を評価する際の参考資料としては利用

可能であると判断した。 
14C で標識した 1,2,4-トリアゾール、トリアゾール酢酸及びトリアゾールアラニ

ンのラットを用いた動物体内運命試験の結果、経口投与された 1,2,4-トリアゾール、

トリアゾール酢酸及びトリアゾールアラニンは速やかに吸収され、24 時間以内に

ほとんどが排泄された。主要な排泄経路は尿中で、吸収率は少なくとも 80%TAR

と推定された。 
各種試験結果から、1,2,4-トリアゾール投与による影響として、主に精巣（アポ

トーシス小体、絶対重量減少）、体重増加抑制が認められた。ラットを用いた発生

毒性試験において、親動物に体重増加抑制が認められた用量において口蓋裂の発生

頻度増加、骨格変異の増加が認められ、ラットを用いた 90日亜急性毒性/神経毒性

併合試験において、振戦、脳絶対重量減少、小脳組織の変性/壊死、末梢神経線維変

性等が認められた。遺伝毒性は認められなかった。   
トリアゾールアラニン投与による影響として体重増加抑制が認められたが、繁殖

に対する影響、催奇形性及び遺伝毒性は認められなかった。 

トリアゾール酢酸投与においては、得られた情報からは遺伝毒性も含め、影響は

認められなかった。 

各評価機関の評価結果及び各試験における無毒性量等は表 20に示されている。 
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表 20 各試験における無毒性量（1,2,4-トリアゾール） 

動物種 試験 
投与量 

(mg/kg体重/日) 

無毒性量(mg/kg体重/日)1) 

JMPR EPA 
食品安全委員会 
農薬専門調査会 

ラット 90日間 
亜急性 
毒 性 試

験 
 

0 ､ 100、 500 ､
2,500 ppm 

雄：37.9 
雌：54.2 
 
雌雄：体重増加抑制

等 

雌雄：38 
 
 
雌雄：体重増加抑制

等 

雄：37.9 
雌：54.2 
 
雌雄：体重増加抑制

等 

 雄：0､7.8､37.9､ 
212 

雌 ： 0 ､ 10.2 ､
54.2､267 

 90日間 
亜急性 
神 経 毒

性試験 
 

0､250、500、
3,000、 
1,000/4,000 

ppm 

雄：33 
雌：41 
 
雌雄：体重増加抑制

等 

雌雄：16 
 
 
雌雄：TSH減少等 

雄：33 
雌：41 
 
雌雄：体重増加抑制

等   雄：0､16、33､ 
183､210 

雌：0､19､41､ 
234､276 

 2世代 
繁 殖 試

験 

0､250､500､ 
3,000 ppm* 

親動物 
P雄：－ 
P雌：－ 
F1雄：－ 
F1雌：－ 
 
児動物 
P雄：30.9 
P雌：36.2 
F1雄：32.0 
F1雌：37.5 
 
親動物 
雄：異常精子増加 
雌：黄体数減少 
 
児動物： 

毒性所見なし

 

親動物 
雌雄：－ 
 
児動物 
雌雄：19 
 
繁殖能：15 
 
親動物 
雌雄：体重増加抑

制、脾臓重量減

少等 
 
児動物：体重減少、

脾臓重量

減少等 
 
繁殖能：異常精子 

 

親動物 
P雄：－ 
P雌：－ 
F1雄：－ 
F1雌：－ 
 
児動物 
P雄：30.9 
P雌：36.2 
F1雄：32.0 
F1雌：37.5 
 
親動物 
雄：異常精子増加 
雌：黄体数減少 
 
児動物： 

毒性所見なし

 
 

  P雄：0､15.4､ 
30.9､ 
189 

P雌：0､17.5､ 
36.2､ 
218 

F1雄：0､16.0､ 
32.0 

F1雌：0､18.9､ 
37.5 

  発 生 毒
性 
試験 

0､25､100 母動物、胎児：100
 
母動物、胎児： 

毒性所見なし 
 
(催奇形性は認めら
れない) 

 母動物、胎児：100
 
母動物、胎児： 

毒性所見なし 
 
(催奇形性は認めら
れない) 
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動物種 試験 
投与量 

(mg/kg体重/日) 

無毒性量(mg/kg体重/日)1) 

JMPR EPA 
食品安全委員会 
農薬専門調査会 

  発 生 毒
性試験 

0、10、30、100 母動物、胎児：30
 
母動物： 
体重増加抑制 
胎児：低体重 
 
(催奇形性は認めら
れない) 

母動物：30 
胎児：30 
 
母動物： 
体重増加抑制等 
胎児： 
胎児体重減少等 

母動物、胎児：30
 
母動物： 
体重増加抑制 

胎児：低体重 
 
(催奇形性は認めら
れない) 

 発 生 毒

性試験 
0、100、200 母動物、胎児：－ 

 
母動物： 
 体重増加抑制 
胎児： 
 胎児体重減少 

母動物、胎児：－ 
 
母動物： 
 体重増加抑制 
胎児： 
 胎児体重減少 

マウス 28日間 
亜急性 
毒 性 試

験 

0､50､250､500 
2,000 ppm 

雄：90 
雌：479 
 
雄：精巣変性 
雌：毒性所見なし 

雌雄：90 
 
雌雄：精巣変性 

雄：90 
雌：479 
 
雄：精巣変性 
雌：毒性所見なし 

雄：0､9､47､ 
90､356 

雌：0､12､60､ 
120､479 

90日間 
亜急性 
毒 性 試

験 

0 ､ 500 ､ 1,000 ､
3,000､6,000 

 ppm 

雄：161 
雌：633 
 
雌雄： 
脳絶対重量減少

雌雄：80 
 
雌雄： 
精巣重量減少等 

雄：161 
雌：663 
 
雌雄： 
脳絶対重量減少

雄：0､80､161､ 
487､988 

雌：0､105､ 
215 ､ 663 ､
1,350 

ウサギ 発 生 毒
性 
試験① 

0､5､15､30、45 母動物：30 
胎児：30 
 
母動物：瀕死、体重

増加抑制等 
胎児：胎児体重減

少、尿路奇形等

母動物：30 
胎児：30 
 
母動物：瀕死、臨床

症状 
胎児：胎児体重減少 

母動物：30 
胎児：30 
 
母動物：瀕死、体重

増加抑制等 
胎児：胎児体重減

少、尿路奇形等

１）：最小毒性量で認められた毒性所見を記した。 
－：無毒性量は設定できなかった。 

*：3,000 ppm投与群では F1児動物が十分に得られなかったため、F1親は 250及び 500 ppm投与

群のみ試験を実施した。 
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表 20 各試験における無毒性量（トリアゾールアラニン及びトリアゾール酢酸） 

 
動物種 試験 

投与量 
(mg/kg体重/日)

無毒性量(mg/kg体重/日)1) 

JMPR EPA 
食品安全委員会 
農薬専門調査会 

トリア

ゾール

アラニ

ン 
  

ラット 28日間 
亜急性 
毒 性 試

験 

雌雄：25、100、
400 

雌雄：400 
 
雌雄：毒性所見なし

雌雄：400 
 
雌雄：毒性所見なし 

雌雄：400 
 
雌雄：毒性所見なし

90日間 
亜急性 
毒 性 試

験 
 

0､1,250､ 
5,000、20,000 

ppm

雄：370 
雌：1,680 
 
雄：体重増加抑制 
雌：毒性所見なし 

雄：90 
雌：160 
 
雄：WBC減少 
雌 TG減少 

雄：370 
雌：1,680 
 
雄：体重増加抑制 
雌：毒性所見なし    雄：0､90､370､

1,510 
雌：0､160､ 

400､1,680
 2世代 

繁 殖 試

験 

0､500､2,000 
10,000 ppm 

親動物：929 
 
児動物：192 
 
親動物： 
毒性所見なし 
 
児動物： 
同腹児重量の減少 
 

親動物 
 雄：929 
 雌：988 
児動物 
 雄：192 
 雌：199 
 
親動物： 
毒性所見なし 
児動物： 
同腹児重量の減少 

 
（繁殖能に対する

影響なし） 

親動物 
 雄：929 
 雌：988 
児動物 
 雄：192 
 雌：199 
 
親動物： 
毒性所見なし 
児動物： 
同腹児重量の減少

 
（繁殖能に対する

影響なし） 

   
 
   F0 雄：0､50､

213､1,100 
F0 雌：0､51､

223､1,110  
F1 雄：0､47、

192､929 
F1 雌：0､49､

199､988 

  発 生 毒

性 
試験 

0､100、300、
1,000 

母動物：1,000 
胎児：100 
 
母動物： 
毒性所見なし 
胎児：骨化遅延 
 
(催奇形性は認めら
れない) 

母動物：1,000 
胎児：100 
 
母動物： 
毒性所見なし 
胎児：骨化遅延 
 
(催奇形性は認めら
れない) 

母動物：1,000 
胎児：100 
 
母動物： 
毒性所見なし 
胎児：骨化遅延 
 
(催奇形性は認めら
れない) 

  イヌ 90日間 
亜急性 
毒 性 試

験 

0､3,200､ 
8,000､20,000､

 ppm 

雄：850 
雌：345 
 
雄：毒性所見なし 
雌：体重増加抑制 

雄：850 
雌：345 
 
雄：毒性所見なし 
雌：摂餌量減少 

雄：850 
雌：345 
 
雄：毒性所見なし 
雌：体重増加抑制 

 雄：0､144､322､
850 

雌：0､150､ 
345､902 
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動物種 試験 

投与量 
(mg/kg体重/日)

無毒性量(mg/kg体重/日)1) 

JMPR EPA 
食品安全委員会 
農薬専門調査会 

トリア

ゾール

酢酸 

ラット 14日間 
亜急性 
毒 性 試

験 
 

0､100､1,000 
8,000 ppm 

雌雄：703.5 
 
雌雄：毒性所見なし

雄：788.3 
雌：703.5 
 
雌雄：毒性所見なし 

雄：788 
雌：704 
 
雌雄：毒性所見なし

 雄：10.6、103、
788 
雌：10.1、97.2、
704 

１）：最小毒性量で認められた毒性所見を記した。 
－：無毒性量は設定できなかった。 
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＜別紙 1：検査値等略称＞ 

略称 名称 

ALD アルドリンエポキシダーゼ 

Bil ビリルビン 

Cre クレアチニン 

ECOD エトキシクマリン O-デエチラーゼ 

EROD エトキシレゾルフィン O-デエチラーゼ 

FOB 機能観察総合検査 

UDPGT UDP-グルクロノシルトランスフェラーゼ 

LC50 半数致死濃度 

LD50 半数致死量 

T3 トリヨードサイロニン 

T4 サイロキシン 

TAR 総投与（処理）放射能 

TG トリグリセリド 

TSH 甲状腺刺激ホルモン 
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